
p. 1 
 

文化庁にハシゴを外された名古屋市、天守木造化事業はどうなるのか。 

２０２０年５月１０日 ＦＢ記 高橋和生 デザインオフィス タック代表 

●はじめに 

ハシゴとは＜史実に忠実 authenticity な復元＞です。名古屋市は、２０１５年６月２２日に文化庁長官・

青柳正規から「名古屋城天守については、往時の資料が十分そろっていることを踏まえると、いわゆる文

化庁・復元検討委員会において木造によるできうる限りの史実に忠実な復元をすべきとの意見が出せれ

る可能性が極めて高いと考えられる。」と言われ、天守木造化事業は本格スタートしました。しかも２０

２０年夏のオリンピックまで４年で作ろうという事業計画です。役人はそれまで河村市長に「木造天守

竣工には２３年かかる。」と言っていました。  

 

２０１５年６月に国交省から「技術提案・交渉方式」と名

付けられた公共事業入札の新たな運用ガイドラインが出

たので、名古屋市は国交省中部整備局に相談し、これを使

い、ゼネコンの設計・施工一式により天守木造化事業を一

気呵成に行えるとしたのでした。２０１５年１２月にゼネ

コン各社への公募が行われました。 

危険な違法建築である木造天守のレプリカ設計に手をあ

げる設計事務所があるわけなく、市長の２０１４年選挙公

約「天守木造化」は進まなかったのですが、市が試算する

に４００億円の請負金となればゼネコンも手をあげ、危険

な違法建築も見た目は＜史実に忠実 authenticity な復元

＞として、その技術力でもって違法性を補えるとの目算で

した。 

 

しかし、今もって、文化庁・復元検討委員会に、名古屋市

の木造天守案は提出されていません。 

 

そして、この２０２０年４月１７日に文化庁・文化審議会

文化財分科会は、従来の＜史跡の上に建てて良い建造物の

基準＞を、木造によるできうる限りの史実に忠実な復元を

すべき「復元」に加え、地方の教育委員会が「城跡保存活

用計画」に謳えられれば、なんでも建てて良いと「復元的

整備」の基準を加えたのでした。 

全国１４か所の戦後復興のコンクリート天守は「史跡の本

質的価値を損なう物、老朽化したらならこの際に壊してし

まえ。」という事はなく、今や新たな文化財として価値が

あり、耐震改修をして長持ちさせるべきものであり、さら

図１ ４００億円の目算ははずれ、５００億円に。  
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には、模擬天守と呼ばれる史実にないコンクリート天守（ex 岐阜城、小牧城）であっても、史跡での一

定の役割を果たしてきたので、「史実に無い事」「建てられたいきさつ」を明示すれば壊すことはないと

されたのです。復元的整備では、杭を打つなどの遺跡破壊は当然いけないですが、木造でなく鉄骨造（ex

名古屋城米蔵）でもコンクリート造（ex 首里城）でも構わないと復元的整備基準を追加したのでした。 

 

名古屋市長・河村たかし は、２０１５年１２月の市民説

明会で「今、耐震改修しても寿命は４０年。４０年へて、

さてどうしようかとなると、文化庁は木造しか認めない。

なら、まだ材木がある今のウチに建てよまい。江戸城天守

をオリンピックまでに建てると言っているが、名古屋は負

けはせん。」と市民を扇動し、「法同等の安全は技術で図

れない、運用でおこなって欲しい。」という安藤・ハザマ

を落とし、安全の為にハイテク装備をした金額の高い５０

０億円の竹中工務店を選んだのでした。 

 

２０１８年２月末、市長・河村たかし は「ホンモノでな

ければ作らん方がええ」と、文化庁の基準に合わせて＜史

実に忠実 authenticity な復元＞とするとし、身障者エレ

ベーター、防火区画、耐火ガラスのトンネル、鉄骨の避難階段、排煙機など、目につく竹中工務店の「法

同等の安全策」をすべてやめさせて「基本計画」とし７月に文化庁・復元検討委員会に持ち込んだのです

が、受け付けられませんでした。 

 

新聞報道ですと、名古屋市石垣部会の反対によって天守案が受け付けられないとされていますが、違う

のです。なんとも、５年がかりの長い時間をかけて、文化庁長官・青柳正規の「名古屋城天守は、木造に

よるできうる限りの史実に忠実な復元を期待する。」の発言を、そもそもの基準から変えたのでした。 

 

文化庁は名古屋市とのハシゴを外したのです。 

 

名古屋市役人、文化庁役人は、それぞれの組長の発言に従いつつも、天守木造化事業のサボタージュを５

年続けていたのでした。そして、名古屋市観光文化交流局の松雄局長は「木造天守は２０２８年竣工とし

たい。」と、天守木造化事業は企画・構想段階に戻ってしまっていることを議会・名古屋市民に表明しま

した。 

しかるに、２０１９年度は新たに９億５千万円の材木を買いたし、「２０２２年度天守木造化事業を最低

限進める予算３億１千万円」の議会承認を得ています。市民が選んだ、河村たかし が市長である以上、

最低限の税金の無駄使いは致し方ないとの市議会も含めた名古屋の判断です。名古屋市の竹中工務店と

の請負契約は２０２２年１２月木造天守竣工のままです。しかし、ゼネコン竹中工務店が２０２８年竣

工の新たな工程表を市民に示せられなければ、請負契約の延長はありえません。 

 

２０１６年５月 竹中工務店の提案を２万人に送り 

欺瞞だらけの 市民アンケート（回答は 7,500 人） 

図２ 耐震改修案はなく、２９億円かけて寿命４０年 
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目次たては、まず、新たな＜史跡の上に建ててよい建造物の基準＞から、いかに役人が難解なハシゴでも

って、国民、市民を誤魔化しているかを読み解きます。 

 

この基準の正式名は「史跡等における歴史的建造物の復元に関する基準」と長く、市長・河村たかし が

「面白いぞ、木造天守。ホンモノだ。人がぎょうさん来る。」の根拠とした２０１５年３月３０日の基準

と名前は変わっていません。 

しかし、もう復元的整備・基準の新築レプリカでは「歴史的建造物」などという、もったいぶった、紛ら

わしい名前は相応しくありません。 

 

国交省は、文化財保護法の指定をうけていなくても歴史を背負って今に伝わる建築物を「歴史的建築物」

と「造」と「築」の一字だけ変えて名付けし、地域振興、観光に生かせるように改修することを、建築基

準法３条１項３号によって２０１７年３月に定めました。この４月１７日の新たな基準によって「歴史

的建造物」の名称は遠からず消えましょう。 

 

この基準の難解な言葉遊びは、通称・復元検討ワーキンググループの公開されている活動（2018 年９月

～2020 年１月）から探るしかないと、全文を載せ解説をしました。ここまで追わないとわからないのが、

いつもの文化庁のやり方なのです。２５０人の役人が、５００人もの有識者を使って調査研究、政府の意

図を代弁させているのです。名古屋市の天守閣部会が、河村市長の代弁をしているのと同じです。 

トップは文化庁長官でなく、文化審議会の有識者達という、まわりくどくならざるを得ない組織であり、

年間予算は１０００億円（文科省５.５兆円）しかない貧しい文化国家日本の文化行政を担う庁なのです。 

 

それから、被告・河村市長とした司法闘争二つの説明をして、安倍首相、萩生田文科省大臣、国交省、総

務省消防庁、文化庁、愛知県知事、名古屋市長、名古屋市住宅都市局建築指導部、名古屋市消防長、名古

屋市教育委員会、名古屋市観光文化交流局、名古屋市天守閣部会、名古屋市石垣部会、竹中工務店、身障

者団体と順に今までの対応を示し、問題点をあげ、これからの動きの予測をします。大きくは、松雄局長

の「２０２８年竣工」宣言で、天守木造化事業は棚上げです。 

 

河村市長の「汽車ポッポを走らせる。」と同じ棚上げです。河村市政は、減

税政策、地域委員会の設置、相生山、議員報酬ダウン、名駅に高速道路を突

っこむ、ＪＲリニア駅の為の駅前の地上げ、名城公園を潰して１５０００人

収容の県アリーナ建設、久屋大通り公園をお粗末な商業施設で埋める、など

など新聞をにぎわすだけであり、どれも実効が伴いません。 

「賑わいだ！」の河村市長の元、史跡に文化はなく、子供は無料でアトラク

ションが見え、大人は入場料５００円を払って入り、コスプレと有料でビー

ル・日本酒を楽しみます。名古屋市民は入場者の１割です。 

市会議員・マスコミは、そもそもこの新たな＜史跡の上に建てて良い建造物

基準＞を読んでいないでしょう。後半は、私が何度も書いている事が続きま

すが今回は視点が違います。お付き合いください。 

図３ おもてなし武将隊(名古屋市) 

 

図４ 家康・半蔵忍者隊(愛知県) 
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第一章 文化庁の史跡の上に建てて良い建造物の基準 

１節「史跡等における歴史的建造物の復元に関する基準」の新旧比較 

 

新旧基準を比較しやすいように並べました。黒字が本文であり、赤字は私の注釈です。巻末にＡ３版を織

り込んでいます。それでも文字が小さくて読みにくく申し訳ないですが、原文はこれだけです。 

 

ほとんどの方は、新聞記事でしか＜新基準＞を知る事はなかったでしょう。私は、この右端の「共同」が

文化庁にヒアリングをし、中日新聞、日経新聞に記事として転載されたものを元に＜新基準＞を読んだ

のですが、サッパリわかりませんでした。 

 

●まずは、基準を頭から読んでみましょう。 

旧基準は「Ⅰ：復元」として、そのまま残し、新たに旧基準の 3．その他 にある「復元的整備」を、

今回「Ⅱ：復元的整備」と名付けて、文を膨張させていますが、「Ⅰ：復元」と「Ⅱ：復元的整備」の文

の内容の違いを探すのに苦労します。旧基準の「復元的整備」は、名古屋城天守のように「外観復元」を

して「内部は、コンクリート造の博物館」と具体的にイメージできますが、「Ⅱ：復元的整備」では「Ⅰ：

復元」とはならない＜一部を変更し＞＜史資料が足りない＞ものも、「史跡」指定地で作成しなくてはな

らない「保存活用計画」「整備基本計画」において、＜史跡等の本質的価値を構成する要素＞としてあれ

ば、史跡の上に建てて良い建造物となる。そして、その「言い訳」をキチンと明示しなさい。としか読み

取れません。 

2017 年 12 月の文化審議会では「史跡における復元建物は、史跡の本質的価値を構成するものでないが、

その価値を広く知ってもらうためのもの」とあったのですが、新品のレプリカを＜史跡等の本質的価値

を構成する要素＞とここでは格上げしてしまいました。どこを探しても「史跡の本質的価値」の説明はあ

図５ 
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りません。「Ⅰ：復元」基準を緩和して、史跡の＜価値を構成する＞建造物を、文化庁はこれからドンド

ン史跡の上に作るぞとした「Ⅱ：復元的整備」基準なのです。 

名古屋市石垣部会は「復元木造天守はレプリカであり、史跡の本質的価値は 400 年前からある石垣であ

る。レプリカ建設のために石垣を壊してコンクリートを打つなど本末転倒だ。」と言っています。名古屋

城は明治になって軍のものとなり、空襲で燃え、市民の願いで二度と燃えないコンクリートで復元され

たので、現天守もレプリカであるのは間違いないです。それを壊して、400 年前の往時の姿を復元すると

なると、「史跡」が背負ってきた歴史を消し去り、往時の姿を体験してその時代に遊ぶだけになります。 

「史跡の価値を広く知ってもらうためのもの」なら、なにも史跡の上に、人を入れるに危険な原寸大模型

を作る事もなく、博物館の中に 400 年の歴史を幾つかに区切って、その時代時代の復元模型を展示し、

400 年の歴史経過を理解してもらい、今は石垣だけとなった「史跡」で、歴史の重みを感じ取ってもらう

ことこそ、史跡の整備だと私は思うのですが、文化庁のこの抽象的で具体的内容のない文章では、なにも

読み取ることができません。 

 

●次に、新聞に書かれた内容を追って「Ⅱ：復元的整備」基準の中に探します。 

新基準では、【復元のための史資料がそろわなくても、「利活用」の観点から一部を変更して再現しても、

その不明確な部分を明示し、再現にあたって採用した経緯・考証を明示すれば、「Ⅱ：復元的整備」とし

て「史跡（文化財）」の上に（文化財でない）歴史的建造物として建てて良く、旧基準は「Ⅰ：復元」基

準としてそのまま残す。】とあり、この新たな「Ⅱ：復元的整備」基準こそ、新聞の見出しにある「基準

緩和」の内実であり、そうすると「天守復元しやすく」の一番大きな見出しも理解できます。 

しかし、新聞記事にあっても「復元的整備」基準には書かれていなく、どうして文化庁が言え、記者はこ

のように書けるのか分からない事も多いです。記事に書かれている事に番号を打って探します。 

①石垣しか残らない城跡での天守復元などを想定し 

②史跡の魅力を高め 

③観光資源としての活用につなげる。 

とは、基準では「文化財である史跡の本質的価値の理解促進など、史跡の利活用の観点から」にしか見当

たりません。保存すべき文化財「史跡」の上に、新たに怪しげな復元的整備・歴史的建造物＝木造天守を

作って、観光ネタにする事が「文化財＝史跡の理解」にとって良いことになるのでしょうか。 

大阪城、岐阜城のように、史跡の上に史資料の根拠なく「天守が欲しい。」だけで建てられてきたいわゆ

る模擬天守までも「復元的整備」として保存活用計画に定めれば、これからも模擬天守を史跡の上の建て

る事を文化庁は良いと言っているのでしょうか。 

 

④木造天守の「復元」において、観光の為に昇降機などのバリアフリー対策をしたら「復元的整備」とな

る。そして、復元的整備・歴史的建造物として、史跡の上に建てて良い。 

と新聞記事にありますが、基準のどこにバリアフリー対策が含まれているのでしょうか。これも「利活

用」の内なのでしょうか。地域振興、観光も「利活用」の中に入るのでしょうか。まったく日本語になっ

ていません。「利活用」という抽象語ですましている文化庁は、分かってもらおうという気がないのです。 

 

⑤空襲で焼失し、戦後に再建された天守の老朽化対策や、耐震化のために建て替えを検討する自治体の
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後押し。 

と新聞記事にありますが、「耐震化のために建て替え」は、基準のどこで示しているのでしょうか。 

河村市長は「コンクリートの現天守は老朽化して危険なので、入場禁止。耐震性の高い木造天守に建て替

える。文化庁との木造天守の協議が進まないので、まずは、現天守を壊す現状変更申請をする。」でした

ので、まさに名古屋市は「耐震化のために建て替え」なのです。すると、「文化庁は河村名古屋市長の後

押し」をしているのでしょうか。文化庁の「耐震化」とは、大阪城、熊本城のようなコンクリート天守の

「耐震改修」ではなく、「建て替え」を勧めているのでしょうか。 

 

「共同」の記者は文化庁への取材の形で記事をまとめていますので、文化庁の言う通りに記者は書いて

いるのでしょう。文化庁自身は難解な基準だけを示して「それは、記者の間違いだ。」と、いつでもウソ

ブクことができる新聞記事としたのでした。 

 

そこで、新聞記事で抱いた疑問を頭において、２節 通称・復元検討ワーキンググループの公開された活

動（2018 年９月～2020 年１月）を面倒でも読み解こうと決意したのでした。 

 

その前にもう一つ、「１：復元」の新基準ですが、一か所だけ旧基準と違う挿入文があります。 

＊防火対策については、「国宝・重要文化財（建造物）等の防火ガイドライン」に基づいて対策を講じる

こと。 

 

文化庁は建築基準法・消防法を無視して、「復元」は国宝、重文と同等だから、防火対策も国宝、重文と

同じでよい。と防火対策を入れたのでした。萩生田大臣のところで詳しく書きますが、彼は首里城の火災

は、 

①スプリンクラーがなかったから燃えた。のであり、 

②国宝・重要文化財では、ノートルダム寺院火災を鑑み、これからスプリンクラーをつけ防火対策を強め

るから、 

③文化財指定を受けていないレプリカ首里城の再建では、国宝・文化財同等のスプリンクラーをつける。

と 2019年 12月3日に新聞発表しており、大臣のこれらのウソに基づき役人はこの文を入れたのでした。 

 

①スプリンクラーは耐火建築につけるものであり、その中にある燃え草のボヤ面積１㎡に対しての初期

消火設備ですので、スプリンクラーがあるからと言って、木造建築が燃えないとはなりません。3 階以上

の復元木造天守を不特定多数が利用する展望台、博物館にするなら、火に耐える建築物にしないといけ

ません。スプリンクラーが自動消火設備であることが、火災報知器で火災を知り消火活動に入るより確

実だ、との印象を素人（新聞記者も含む）がもっていることに乗じた発言です。 

 

②国宝・重要文化財の多くは木造であり、現代の法に合わせた防火対策の基本「耐火建築」とできないの

で法適用除外としています。防火ガイドラインにそっても火事になれば木造建築ですので燃えます。こ

のガイドラインを作った国交省・消防庁は「法隆寺にスプリンクラーをつけよ。」などとはしていません。

現状の防火対策を是認して、整理し表にまとめなおしただけのものです。 
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③首里城はコンクリート造ですが外につけた飾りの木部とインテリアが燃えました。木造 3 階建ての正

殿にはドレンチャー、放水銃があり、国宝・重要文化財の防火ガイドライン以上の設備がそなわっていま

したが燃えたのです。消火設備は、燃え盛る火事を消すためのものでなく、人命を救うのが第一であり、

延焼を遅らせるためのものです。 

 

文化庁の役人にしてみれば、新築レプリカに対して、文化庁に防火の責任も権限もなく、建築基準法、消

防法に従い、特定行政庁が防火対策を決定するものであり、ただ萩生田大臣の言う通り、文化審議会文化

財分科会で決めた文化庁の内規＜史跡の上に建てられる建造物の基準＞に、大臣希望の文言を入れただ

けの事なのです。文化庁の内規でもって、建築基準法・消防法をやぶることなどありえません。 

 

 

 ２節 通称・復元検討ワーキンググループの公開された活動（2018 年～2020 年） 

 

ワーキンググループの名前は「史跡等における歴史的建造物の復元の在り方に関するワーキンググルー

プ」ととても長いのです。「史跡等における歴史的建造物の復元の取り扱いに関する専門委員会」が、旧

基準を決め、名古屋市の木造天守案を審議するはずのところだったのでした。それを文化庁長官が「いわ

ゆる復元検討委員会」と省略したので、私が勝手に復元検討ワーキンググループと名付けました。「復元

の取り扱い」と「復元の在り方」では、有識者の構成も違うのでしょうが、どちらも文化庁のホームペー

ジのオモテに出ていなく、よくわからないので、まず、 

①ワーキンググループの役割、メンバーを掘り出し、次に、会合毎に公開されている資料を全て出し、 

②1 回 2 回と委員が自由に発言したこと、3 回目の会合で役人がこのグループの方針を出し、 

③4 回 5 回 6 回と役人が「取りまとめ」を急ぎ、 

④2019 年 8 月「天守等の復元の在り方について（取りまとめ）」によって、今回の新基準の元ができた

その後に、 

⑤6 回 7 回で、全国のコンクリート天守（戦後復興天守も模擬天守も）を役人が資料として会に出し、コ

ンクリート天守の老朽化対策、天守復元の在り方がようやく議論された。 

と、5 枚にわたって読み解きます。 

 

赤色の小さな文字は、この本文に写しなおして書いていきますので、挿入シートは眺めるだけでも良い

です。私の読み解きの証拠としての添付です。 

 

2015 年 6 月 22 日、文化庁長官・青柳正規の「名古屋城天守は、木造によるできうる限りの史実に忠実

な復元を期待する。」の全文（名古屋市が議会に配布）を添付に載せました。文体からして名古屋市に文

化庁は文章で提出したのでしょう。 

議会から、「2020 年のオリンピックまでの竣工など市民は求めていない。」「税金を使わず借金で建設

し、儲かるから大丈夫だというが、根拠を示せ。」と言われ、500 億円の予算の議会承認は 2017 年 3 月

まで延び、木造天守の竣工は 2022 年末と変更され、2017 年 5 月に名古屋市は竹中工務店と基本協定（請
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負契約）を結びます。 

 

名古屋市は、市の石垣部会から「木造天守復元より石垣保全が先だ。」と猛反発を受け、竹中工務店は、

請負契約とは別に、石垣調査の随意契約を結びます。名古屋市は文化庁との協議を始めるのですが、文化

庁からは「特別史跡名古屋城跡全体整備計画 増補版 2012 年 12 月では、本丸御殿の木造復元と共に、

天守は耐震改修とあるが、どうして木造天守になったのだ。名古屋城跡保存活用計画を提出せよ。」と言

われました。工程表にある 12 月復元検討委員会の協議内容は、実は新聞報道にある木造天守の内容でな

く、「名古屋市は天守木造化事業を進める。」という文言の協議でした。 

 

ちょうどそのころ、2017 年 12 月 8 日に文化審議会は「史跡に存在するコンクリート造の天守の強度の

問題、天守復元の動向など復元建物の在り方を調査検討せよ。」と、＜文化財の規制緩和による地域振興

策への答申＞の中の一部に書いています。名古屋城天守だけなく、戦後復興された 14 のコンクリート造

天守の全ての在り方を問うているので

すが、名古屋城も当然含まれています。 

この 2017 年 12 月には、名古屋市は、

文化庁・復元検討委員会から、添付のよ

うな指摘を「名古屋城跡保存活用計画

（案）」に受けています。名古屋市は、

市民には「木造天守は決まった事」と言

い続けていますが、文化庁から見れば

「名古屋市は木造天守を復元する事を、なぜ？どのように？決めたのだろうか。」なのでした。 

私もそう思い「行政不服審査法審査請求」を 2017 年 11 月 23 日にしました。市の回答では、2015 年 6

月 7 日市議会経済水道委員会記録「市は早期の木造復元を目指す。これから市民に丁寧に説明する。」で

図６ 巻末にＡ３版がありますので、そちらを見てください。 

図７ 名古屋市が議会・経済水道委員会に配布。中日新聞は報道を略す。 
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すので、名古屋市が議会に諮らず、市民への説明もせず、一方的に決めた事を名古屋市は認めています。 

 

「名古屋城跡保存活用計画」は、文化庁に指摘された現天守の価値「戦後都市文化の象徴」を耐震改修し

て存続させるより、「木造天守復元の方が木の香りが嗅げ、石落としがあり、往時の姿が体感できるので、

現天守の耐震改修より優位性がある。なお、木造天守復元には幾多の問題があるが、これらは解決でき

る。」と結論付け、2018 年３月に提出されました。 

 

現天守を残す事と木造天守復元の比較は、マスコミによって市民に明らかにされることなく、このよう

にひっそりと文化庁と行われていたのです。木造天守復元は、名古屋市が「名古屋市長・河村たかしの暴

走」を隠ぺいした事により、ますます混迷の淵に落ちます。 

 

図６工程表にあるように、2018 年 7 月に名古屋市は文化庁・復元検討委員会に木造天守「基本計画（案）」

を持ち込むのですが、手元の旧基準＜史跡の上に建てよい建造物の基準＞では、戦後復興のコンクリー

ト天守への判断ができないので、復元検討委員会は受け付けません。 

 

ようやく 2019 年 9 月になって、2017 年 12 月文化審議会の答申を受け、復元検討ワーキンググループ

を作り、（1）天守復元の在り方（2）鉄筋コンクリート造天守の老朽化の対応（３）その他史跡等の保

存・活用に資する歴史的建造物の復元の在り方 を検討するとしたのでした。 

 

2018 年 10 月の文化審議会の机上に木造天守案が乗る事はなく、もはや 2022 年

12 月竣工はできなくなったのですが、河村市長は「事業継続」のパフォーマンス

の為に 11 月に東北の赤松を切りに行きます。2019 年 1 月には市民説明会が開か

れ、2 月末基本設計終了に向けての竹中工務店からの設計内容の説明がありました

が、ハイテク技術による安全への取り組みの説明はありません。 

 

2019 年 2 月に、2022 年末竣工の為に河村市長は奇策を打ち出しました。「まず、

現天守の取り壊しを文化庁は認めよ。壊す間に、石垣、木造天守の協議を名古屋市

石垣部会、文化庁・復元検討委員会と詰める。」です。「間に合わなければ関係者

全員切腹だ。」と役人の尻を叩き、4 月 25 日に市長自ら文化庁の村田善則次長を

訪れて、取り壊しだけの現状変更申請を受け取らせました。文化庁は「解体は継続

審議」と逃げ、7 月文化審議会でも許可を降ろしません。 

 

2019 年 8 月に文化庁は「天守等の復元の在り方について（取りまとめ）」を発表しました。河村市長の

いうように戦後復興のコンクリート天守は「危険だ、ニセモノだから壊す。」ということはなく、新たに

復元的整備・歴史的建造物の基準が明記され、耐震改修をおこない存続させる価値があるとなったので

した。8 月 30 日に河村市長は「2022 年竣工を断念する。」と宣言することになりましたが、その間も材

木は買い続けています。 

 

図８ 
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2020 年 3 月に、名古屋市は、名古屋城米蔵（襖絵の展示施設）を建設、整備する中で、埋蔵文化財（江

戸時代の米蔵の石組み）を毀損してしまい文化庁からおしかりを受けましたが、「木造天守 2028 年竣工」

の新たな目標を、4 月に名古屋市の有識者達の検討事項としてあげました。2021 年度中に石垣保全方針

を策定、文化庁での 2 年半の審議を経て、2023 年度初めに現天守の解体と復元をそれぞれの工事に必要

な許可を取得し、2023 年度内に着工し本体工事に約 5 年としています。しかし、これでは木造天守の石

垣、新たな穴倉階の姿は全く見えず、これから何かを作って、それに文化庁がどう答えるのかなど闇の中

の事です。天守木造化事業は、企画・構想段階に戻ってしまいました。文化庁（復元検討委員会）の了解

を得るまでは名古屋市の仕事という請負契約ですので、竹中工務店は名古屋市による文化庁の了解がみ

えておらず、2028 年竣工の工程表は書けません。 

 

そして、2020 年 4 月 1７日に文化庁からの新たな「史跡等における歴史的建造物の復元に関する基準」

が正式に発布されました。名古屋市が唯一の頼りとした＜史実に忠実 authenticity な復元＞というハシ

ゴを文化庁は外しました。戦後復興のコンクリート天守という単語は使われていませんが、復元的整備・

歴史的建造物の定義がされ、耐震改修をおこない存続させる価値がある建造物の基準が明記されたので

した。 

 

名古屋市は、木造天守復元は文化財保護法（史跡）の中で行うものであり、レプリカ木造天守は、国宝、

重要文化財と同等であり、建築基準法、消防法、バリアフリー法は＜史実に忠実 authenticity な復元＞

が上位にあり、あてはめる必要はないとしてきたのですが、「復元的整備」という新たな＜基準＞により

現代の法に合わせ、生命、財産、健康、人権を守れ。と文化庁はしたのです。歴史的建造物として、現コ

ンクリート天守は位置づけられたのです。旧基準は木造にこだわって復元することだけが強調されてい

図９ 右の小さな文字は、基本協定（請負契約）の本文です。 
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ましたが、今回、木造復元にこだわる事だけが「史跡の価値を高める」のではないと明記されました。 

以上、この 5 年間の天守木造化事業のバカバカしさは、名古屋市長・河村たかし だけでなく、悠長な文

化庁の態度にあったのだと、名古屋市と文化庁のヤリトリを端折って書きました。 

 

現天守を耐震改修するにしても、石垣の保全は要ります。しかし、木造天守復元ありきですと、石垣の保

全方法は変わります。 

名古屋市は「木造天守は決まった事」と言い続けていますが、この新たな基準にもとづいてこれからヨー

イ・ドンなのです。市民に「現天守の改修案」と「木造天守復元案」を示し、市民に「木造天守復元案」

の了解を得ない事には、文化庁はいつまでたっても「木造天守復元案」を受け付けることはありません。

名古屋市が「木造天守は決まった事」と言っている以上、１ミリも天守木造化事業は進みません。 

 

新聞報道は、この基準の内容を誤魔化すように「天守復元しやすく」と見出しに書いたところに、文化庁

役人のしたたかさと大臣への忖度があります。確かに木造天守は復元しやすくなったのです。しかし、文

化財として今や価値あるコンクリート造の名古屋城天守を壊して、新たに木造天守を史跡の本質的価値

である石垣の上に積むことは、専門家、関係者（県知事も）、市民の合意が無ければ文化庁は認めません。 

 

議論の対象建物６４５件とは出していますが、地方の個々の調査は不備なまま、テーマ（１）天守復元の

在り方を議論せず、文化庁は３回目にして、従来の歴史的建造物の基準の３：その他「復元的整備」１４

件を持ち出し、このグループの方向性を「委員のご意見を踏まえた検討事項（案）」で示し、４回目には

（案）を消しました。 

 

文化庁の意思として「歴史的建造物は、その往時の姿を実体験し、価値を知らしめるもの。」は揺らぎな

いのですが、委員は、１回目、２回目とそもそも論に立ち返り、自由に発言しています。 

図 10 
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世界遺産のベニス憲章から「史跡の上のレプリカ禁止」が述べられ、平城京の為の奈良宣言（１９９４

年） authenticity にまで遡った発言があったようで、「復元について（文化庁は）公式見解を持て」と

まで委員に言われていますが、文化庁は、＜史跡の上のレプリカは「史跡の本質的価値でない」が「往時

の建築を実体験」させ、「史跡の価値を高めるもの」＞と繰り返します。世界遺産では「復元」はなく、

「修繕」しかありません。 

修繕の中には「復元」があります。日本の古建築は 400 年に 1 度、解体修理をするに、材を取り換えて

部分的に「復元」をします。法隆寺は 1300 年前の材がそのまま残っていないのですが、世界一古い木造

建築です。この事が奈良宣言に利用されたのですが、木造天守の「復元」は新築レプリカの「復元」であ

り、奈良宣言、学者の使う「復元」とは違います。 

 

１３００年前の平城京の史跡を天皇制の歴史を説明する都市公園とし、レプリカ大極殿でもってブツと

国民に天皇制を感じてもらう為、「復元」には信頼のおける史資料は無くてもよい。と国、文化庁と学者

はしたのです。一方、４００年前の天守はいくつか現存しており、学者の研究対象の「復元」は、新築レ

プリカとして固定できるほど定まってはいません。名古屋城天守は他の城より資料は多いですが、その

レプリカは偽物であり本物にはなりません。 

 

地方から求められている木造天守の「復元」は、地方の「人寄せ」として、石垣だけの史跡を飾るもので

すので、奈良宣言とは違います。しかし、史跡の上に木造天守を復元してもよいと文化庁は「Ⅱ：復元的

整備」基準を用意しました。 

江戸初期の城下町１５０が現在の地方都市の基盤としてあるので、城跡は都市の中心にあります。「城は

天守だ。」と城マニアは戦闘を想定して楽しみますが、城とは都市であり、城郭全体の整備を通して地方

の「都市史」を振り返る博物館の建設こそ、地方の誇り・観光のネタになるものです。１２００年前に消

滅した平城京跡の野原をテーマパークにするのと、地方が木造天守の「復元」を急ぐのとはまったく違い

ます。 

何のための木造天守の「復元」が必要なのか、市民を巻き込んでの地方文化を見直す行為のない地方から

の観光のネタとしての木造天守の「復元」ではないかと委員は述べています。 

図 1１ 
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委員からは「天守復元でない形で本来伝えられるべき史跡等の価値も伝えられていない。」 

「国際社会では、例外的に復元する場合はコミュティの意見を聞くべきとある。」 

「史跡の歴史は重層性をもってある。明治維新以降のシンボルとしての価値も。」 

「復元するに、その時代によって方針を分けて。」と、文化庁の意思「往時の姿に復元」に沿

わない意見が多く、 

「既に復元されたコンクリートの天守には近代建築としての価値がある。」 

「復元するにも、法から構造、形が変わる。」 

「史実に忠実と言っても、その復元の根拠は年数を経て異なる学説により変わる。」と、文化

庁の役人では知りえない復元作業の現実からの意見も出ています。 

 

委員からの「何のための復元建物を建てるのかという目的と、史跡の本質的な価値の伝え方について全

体的に考え方を整理するべき」とは、文化庁の意思「歴史的建造物は往時の姿を実体験し、史跡の価値を

知らしめるもの。」に明かに反発し、文化庁の復元の目的は「史跡の本質的価値」の伝え方にあっていな

いと発言したのでしょう。 

 

しかし、「史跡の本質的価値」を文化庁は説明しません。 

 

誰が何を持って復元建物を「適切」と判断するのか、その根拠の説明もありません。ただ「歴史的建造物

は、その往時の姿を実体験し、価値を知らしめるもの。」と繰り返すので、これ自身が「適切」だと文化

庁は言っているのでしょう。これでは委員に集まってもらった意味はないです。 

 

そして、「適切な整備」には、「史資料が不十分であっても良い。」として「復元的整備」を会合３回目

に強く打ち出しました。「適切」な復元建物は何でもありとなったのです。国際評価軸に対して「日本は

合わせない。」と３回目にして明確に宣言したのでした。 

明治の古写真一枚あるだけの「復元的整備」木造天守は「城跡保存活用計画」で位置付ければ、＜史跡の

上に建てて良い歴史的建造物＞となり、「利活用」という名の観光資源として、地方の行政は、保存すべ

き文化財（史跡）の形を変えるのですが、建てて良いとしたのでした。歴史的建造物は史実に忠実な復

元・レプリカであることで、「歴史的」と形容されたのでしょうが、鉄骨造でもコンクリート造でも良い

としたならば、もう「歴史的」は外すべきでしょう。ただの「建造物」です。 

史跡の価値を国民の目に見せるのには、模型とか３Ｄの立体映像とかもあるのですが、実際、欧州ではそ

うなのですが、ここで、議論は史跡の上にレプリカ建設ありきの話となりました。模型とか３Ｄの立体映

像より、史跡上のレプリカ建造物は「往時の建築の実体験」できるから良いと繰り返しています。名古屋

城跡保存活用計画で、名古屋市が木造天守復元の方が現天守の耐震改修より優位性があるという論理は、

文化庁の論理と同じなのでした。 

 

復元的整備と「適切な整備」を広げてしまい、「遺跡における建造物の復元を野放図に許容するのでなく、

一定の制約は必要である。」のですが、「資料がない」「史実がわからない」「史実と違う」と、どのよ

うに「適切」に復元建造物を建造したかの言い訳が明示されておればよい。と、なっていくのでした。 
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４回、５回、６回とワーキンググループとは、役人だけになります。４回には、委員から 3 回までの意見

「本物志向の復元に、野放図な復元はダメ。」などは消されています。資料は古写真と、似たような施設

からの復元でもよく、コンクリート造でもよく、外観だけの復元で内容は利便施設でも構わないとし、

（イメージ）を議論の資料として書いて、役人は委員に意見の誘導をしています。役人は（３）復元的整

備・基準だけをおこない、（1）天守復元の在り方に関する事項（2）鉄筋コンクリート造天守の老朽化の

対応の議論は行わないと宣言しました。（取りまとめ）のあと 7 回目に行っています。 

しかし、「史跡の本質的価値」が何であり、その何をどう「適切に」復元すると、その何かの「価値が上

がるのか」は、公表された文では委員間の共通認識がなく、「復元的整備」と定めると厳しい基準の「復

元」がなくなりはしないか。「復元」と言っても建築基準法もあり１００％の復元はありえないので、「復

元」と「復元的整備」の境界など定められるものか。と、役人のまとめを疑問視しています。 

史跡の本質的価値を理解促進するために史跡の上の再現が一番よいのか。と手厳しく委員が再度意見を

述べていますが、役人は復元作業の実態を知らないので、概念だけで、汎用性を高く「復元的整備」の定

義を作文し、委員を無視して（取りまとめ）にまい進します。 

5 回、6 回と、役人が 2019 年 8 月に出す「天守等の復元の在り方について（取りまとめ）」と、目次は

全く同じです。役人が書いた「天守等の復元の在り方について（取りまとめ）」の原稿を委員に見てもら

う、もう言葉遊びの世界になっています。どんどん文言が抽象化していき、レジメを読んでも分からなく

なっていきます。 

文化庁から重要文化財の修繕をする技官が出てしまい、「復元」と「復元的整備」の技術的な差を役人が

言えず、「役人の作文がわからない。わかりやすく。」と委員から指摘されています。 

 

第 6 回の委員の議事要旨に模擬天守の事があります。「史跡の上の模擬天守の老朽化を期に、史跡の本

質的価値を歪めるから「壊せ！」とは言わない。コンクリート天守の存在によって生んでいる史跡の価値

図 1２ 
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を鑑みると、修繕にあたり「これは再現とは言えない」と言い訳が正確に伝えられておればよい。」と。 

2019 年 8 月「天守等の復元の在り方について（取りまとめ）」の全文です。 

 

４月１７日の新しい＜史跡の上に建てて良い建物の基準＞を読んでも、１８日の新聞記事の内容に繋が

らないのでした。そこで、この（取りまとめ）から、文化庁の意図を探るしかないと読み込んでも、技術

的・具体的な事は書かれていません。6 回目 2019 年 7 月 29 日に、コンクリート天守の事例が役人から

会合に出され、6 回目と 7 回目 2020 年 1 月 27 日で具体的になります。 

 

この（取りまとめ）の最初の 5 行を再録します。 

１．はじめに －史跡等における歴史的建造物の再現の意義― 

〇往時の歴史的建造物が失われ、大地に残された遺構のみとなっている史跡等においては、その本質的

価値が理解されにくく、歴史像が描きづらい場合がある。 

〇そのようような史跡等において、歴史的建造物を適切に復元等することは、国民が文化財の価値を享

受することにつながるものである。 

 

文化庁は狂った！と私が言い切る５行です。 

ゆっくり読んでください。 

 

史跡の上に建てる「復元」建造物は「史跡の本質的価値を理解させ、国民が文化財の価値を享受する。」

とあります。「復元」建物が「文化財の価値」となっています。河村市長が「木造天守はホンモノだ。」

と全く同じなのです。「往時の姿をレプリカ建造物で実体験」することが「史跡の本質的価値」と
●

やら
● ●

を

理解すると書いているです。復元天守は「史跡」の本質的価値を構成する要素と、はじめに＝意義＝を述

べているのです。文化庁は狂いました。ニセモノをドンドン作るのが文化財（史跡）の保護だというので

図 1３ 
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す。 

2019 年 12 月の文化審議会第一次答申は「レプリカは史跡の本質的価値を構成するものでないが、史跡

の価値を知ってもらうため」ですし、「大地に遺構のみとなっている史跡」を保存するのが文化財保護法

なのです。 

 

このワーキンググループの（取りまとめ）は「史跡」という文化財の保護でなく、史跡の上にレプリカを

作る事こそ国民の為だと言い切っています。「史跡」は、まさにテーマパークとして、皆で往時の姿を楽

しむところとなるのです。 

「史跡」とは歴史を経て「遺構のみ」となった姿を法で保存指定することです。その長く経てきた歴史を

「往時の姿」だけに「復元」し、固定するのでは、もはや「史跡」とは言えません。遊び、観光の場を新

たに作る事が「文化」だと言うのです。文化庁は安倍首相の「観光立国」政策に基づき、文化行政を行う

ところであり、もはや「史跡の本質的価値」とは何かなど「文化」を語る事を放棄してしまいました。 

 

2019 年 12 月の文化審議会第一次答申を引用していますが、史跡における復元建物は・・・（中略）・・・

その価値を広く知ってもらう為のものであり、適切に行なわれるのであれば、文化財の積極的な活用に

資するものである。として、「本質的価値を構成するものでないが、」の 16 文字を（中略）として、消

し去ったのです。文化審議会もなめられたものです。 

ワーキンググループでは、近世城郭における天守等の復元などを中心に、史跡等における歴史的建造物

の復元の在り方について検討を行った。と、大ウソを書いています。天守の復元の議論はしていません。

1 回目、2 回目の委員からのフリーの発言では、天守の復元にこだわるのでなく、近世城下町が引き継が

れて現代都市になっている中で、城郭全体の史跡として整備が涵養であるとはありましたが、復元的整

備として木造天守復元を緩和するのでは、野放図な復元ラッシュになるのではないか。「復元」と「復元

的整備」の境界を定められるものか。と、役人が復元的整備・歴史建造物の定義、基準をわかりにくく作

文するのしばしば諫めていましたのに、まったく委員の意見は入っていません。 

 

「史跡の本質的価値」とは何か、何が「適切」なのか、何もわからない駄文を連ねているだけですので、

これでは、具体的な＜史跡の上の建てて良い建造物＞の展開はできません。地方の教育委員会に、曖昧な

ままで文化庁はぶん投げるとしたのです。あることは「往時の姿を体感できる。」だけです。それが「史

跡の本質的価値」だと観光の目玉が欲しい地方行政は言うのでしょう。名古屋市は堂々と言っています。 

 

2020 年 4 月 16 日に発布された新たな＜史跡の上の建てて良い建造物の基準＞と違い、ここでは「再現

を行うべきでない建造物の再現」があり、それはわかりやすくなっています。今ある模擬天守は壊さない

が、これからの模擬天守は認められないと、一応は読めます。 

しかし、再現の検討に先立って、遺跡の影響について検証しておくこと で良いのでしょうか。天守台の

石垣に杭を打たないと、熊本城飯田丸五階櫓のように、地震によって石垣と共に復元建物は崩壊します。

名古屋城米蔵は杭を打っていませんが、古図面だけに従い復元し、トレンチを掘る遺構調査をせず、埋蔵

文化財を遺棄しました。このような具体的な注意書きは書いてありません。 

それでいて、レプリカだけど「文化財に準じた」と言い切っています。この「適切」という文言だけの内
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容で、地方に＜史跡の上の建てて良い建造物の基準＞をぶん投げて大丈夫なのでしょうか。 

 

私の「天守等の復元の在り方について（取りまとめ）」のまとめ 

●復元・建造物 明治に政府の指示で壊した天守ならば、まず白黒写真は残っています。それだけで「復

元」して良いものなのでしょうか。100％の「Ⅰ：復元」はありえないとあります。私もそう思いますが、

「復元」と「復元的整備」の境界は＜一部＞変更して復元、＜一部＞史資料が足りない再現が復元的整備

とあるだけなのです。この＜一部＞の表現だけでは、これからの史跡の上に建てて良い建造物は、「Ⅱ：

復元的整備」に全てなってしまうのでないでしょうか。 

 

●復元的整備・建造物とは、現状是認であり、どんな形でもこの基準に合致してしまいます。それでは

「基準」と言いません。このような難解な文は、そもそも日本語としておかしいのです。 

この文面では「城跡保存活用計画」を定め、資料が無いから勝手に想定したと、その復元整備した形に対

して、「言い訳」があれがよいのです。しかも、その「適切」な判断は「個別の事情がある」ので、それ

ぞれ「適切」と判断してくれればよいので、文化庁は「手続き」として書くにとどめ、あとは地方の教育

委員会に「適切」である事を任せる。と、いつもの「国の地方まかせ」の復元的整備基準なのでした。 

 

●再現を行うべきでない模擬天守は、「今までの果たした価値から鑑み、あえて壊すことはない。」と、

委員の意見にあったのですが、ここ（取りまとめ）では、既存の模擬天守の扱いは不明確です。 

 

2019 年 8 月「天守等の復元の在り方について（取りまとめ）」のあとに、役人が具体例をしめして（1）

天守復元の在り方（2）鉄筋コンクリート造天守の老朽化の対応 に関する事項の検討がありました。2020

年 4 月 16 日の新たな＜史跡の上に建てて良い建物基準＞では、木造天守、コンリート天守、模擬天守の

単語がなく、大変分かりにくのですが、私はこれ読んで理解し、●はじめに を書きました。 

図 1４ 
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「ＳＲＣ造／ＲＣ造天守が果たしている役割」と図１4 の下段の三枚を先にご覧ください。現実にある姿

を地方の教育委員会が作成した「〇〇城保存活用計画」を 5 か所抜き出して、示しています。模擬天守も

含めて現状是認なのです。 

 

ＳＲＣ造／ＲＣ造天守であっても、外観復元され①現存天守等は、それ自体が史跡を体感するツールと

なっている。その内部は、②博物館としていて、史跡・地域史の説明があり、郷土資料展示によって、史

跡の理解に役立つものとなっている。とまとめ、一方、復元された木造天守等は、③史跡の往時の姿を体

感することで史跡の価値の理解促進となっているとしています。 

 

外観復元はコンクリート造も木造と同じですが、②博物館と③往時体感の内部が違います。これらはそ

れぞれ併記のままです。私は③往時の体感 では「史跡」の持つ重層する価値を歪めることになるとここ

に書き、委員の中からも意見としてあったのですが、役人のこのまとめにはありません。当然です、「文

化行政」の役人ですから「文化」より安倍首相、萩生田大臣への「忖度」なのです。 

 

ここには、それぞれの欠点が書いてありません。昭和 30 年代のコンクリート天守は重く、杭を打ってい

ます。杭は「遺跡破壊」とされ、文化庁はコンクリート造の外観復元を禁止としました。それで、木造復

元を既存の石垣の上に載せるとしたのですが、熊本城飯田丸のように地震によって石垣と共に崩壊しま

す。また、火事に対して、燃える木造で 400 年前の階段で作ると、観光客の命を奪う事になります。 

「コンクリート造天守は長持ちさせられる。」と、委員の畑中さんが役人の資料に文句を言っています

が、木造天守は火事で燃えてしまい、生命・財産が脅かされ、冷暖房どころか換気もなく、健康に悪いと

いう現代の法にあっていないことを意見として述べている委員はいません。（もしくは、あっても記録に

書かれていません。）  

 

委員の中に実務者を入れず大学の先生ばかりにしているのは、文化庁は＜木造天守は火事で燃える＞と

いう欠点を詳しく暴かれたくなかったのでしょう。委員の議論に無かった防火対策が、文化庁の「１：復

元」の新基準に以下が挿入されているので、役人に気づかなかったとは言わせません。 

 

＊防火対策については、「国宝・重要文化財（建造物）等の防火ガイドライン」に基づいて対策を講じる

こと。 

 

どこまでも委員の有識者を押し切る役人であり、それに付き合った委員でしたが、コンクリート造天守

は違います。 

 

「耐用年数５０年」と、名古屋市の「耐震改修しても寿命４０年」と、同じことを繰り返す役人の資料が

提出されました。昭和８年竣工の名古屋市庁舎も鉄骨鉄筋コンクリートであるのですが、重要文化財と

なり、永久保存がタテマエとなります。どうして、役人が寿命４０年と言えるのでしょうか。「耐用年数」

は税金の用語であり、寿命を示すものでないのです。ロンドンなら１００年、ニューヨークなら１４０年

と資産としての原価償却年数をその地の習慣によって定めたものです。 
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姑息な役人は「耐震改修」「長寿命化」の単語を使わず、「更新等の対応」であり、「対応済み」と書く

のです。 

 

役人には「更新等」の方が分かりやすいのでしょうか。市民の心配「現在あるコンクリート天守がどうな

るのか」に対して説明する気がなく、木造復元に持ち込みたい気持ちが明らかに見えます。 

 

コンクリート造の小田原城と大阪城の改修例を示していますが、「木造の可能性を残す」とか、「延命」

とか、胡散臭い単語が並んでいます。延命ではなく、マンションの如く２０年ごとに大規模修繕すべき、

コンクリート造の普通の建物なのです。大阪城のアルカリ化による長寿命化は特殊事例です。日本全国

の土木構築物が５０年を経たので国交省は対策規定を決めて全国で展開していますが、鉄筋を空気に触

れさせない事が大原則です。 

 

 

●最後 7 回目 2019 年 1 月 28 日の議事要旨に話をすすめます。  

 

委員からの「ＲＣ造天守に市民が意識するのが何で、史跡の整備主体の狙いが何か。社会的な意義は何

か。を何も文化庁は語っていない、ＲＣ造天守のあり方を考えよ。」とは、この集まった委員たちは、Ｒ

Ｃ造天守のあり方、復元木造天守のあり方に、そもそも本来の天守のあり方になにも意見を言わなかっ

たのでしょうか。 

それでもって【意見交換】とは、なんとも片腹痛い役人による議事要旨です。具体的な委員の見識がそれ

ぞれに示されたのだと私は信じています。 

 

役人の「利活用」では、抽象過ぎて議論になりません。ただ、2020 年 4 月 17 日の新基準をみるに、そ

こまでの事を委員に求めなかった文化庁なのでしょう。ですので、あの「天守復元の在り方」に全く触れ

ない新基準になったのです。 

役人は「歴史的建造物の定義に入っている」と言うのでしょうが、読む方には、復元木造天守、既存コン

クリート天守の単語が「共同」の新聞記事のようになくてはわかりません。国民をごまかす文化庁なので

す。 

●復元検討ワーキンググループの目的をみなおしてみましょう。 

・2017 年 12 月 8 日文化審議会「これからの時代にふさわしい保存と活用の在り方について第一次答申」

Ⅴ、その他推進すべき施策 

３．文化財の魅力の発信強化や先端技術との連携 

文化財の持つ潜在的な力を一層引き出し、多くの人の参画を得ながら社会全体で文化財を支えていくた

めにも、文化財の魅力の発信強化が必要である。 

史跡における復元建物は、史跡の本質的な価値を構成するものではないが、その価値を広く知ってもら

うためのものであり、適切に行われるのであれば、文化財（史跡）の積極的な活用に資するものである。

例えば史跡に存在する鉄筋コンクリート造天守の強度の問題や、天守復元の動向など、地方公共団体の

実態を含めた全国的な動向を把握したうえで、復元建物の在り方について積極的に検討することが必要



p. 21 
 

である。 

 

・2018 年 9 月の文化庁次長の復元検討ワーキンググループの設置について 

２．検討事項 

（1）天守復元の在り方 

（2）鉄筋コンクリート造天守の老朽化の対応 

（３）その他史跡等の保存・活用に資する歴史的建造物の復元の在り方 

 

2019 年 8 月「天守等の復元の在り方について（取りまとめ）」には、＜史跡に存在する鉄筋コ

ンクリート造天守の強度の問題や、天守復元の動向など、地方公共団体の実態を含めた全国的な動向を

把握＞なぞは、ありません。 

＜復元建物の在り方について積極的に検討する＞については、6 回目と 7 回目で既存のコンクリート天守

の事例が役人から出されましたが、委員は＜ＲＣ造天守に市民が意識するのが何で、史跡の整備主体の

狙いが何か。社会的な意義は何か。を何も文化庁は語っていない、ＲＣ造天守のあり方を文化庁は考え

よ。＞ですので、ワーキンググループは、文化審議会の答申に答えていない事、文化庁次長の検討事項

（1）天守復元の在り方 を行なっていない事を表明しているのです。 

 

（１）天守復元の在り方を検討する。には、既存のＲＣ造天守のあり方、復元木造天守のあり方に、そも

そも本来の天守のあり方について、専門家からのそれぞれの論考・整理が必要です。来訪者や市民が意識

する、面白い「往時の姿の実体験」だけでは、「史跡」は城テーマパークになってしまいます。 

 

人集めをして文化財を支えてもらいたいという文化審議会の意向はわかりますが、レプリカのみが「史

跡（文化財）の適切な魅力発信」では無いでしょう。このワーキングループは「史跡（文化財）の適切な

魅力発信」が何かを議論し整理することなく、従来の「復元」基準を緩和した「復元的整備」基準を策定

しただけなのです。 

 

地方の教育委員会が史跡を整備するにあたって、「史跡の価値」を高める手段として、天守復元に取り組

む際に役立つように、文化庁は「復元」に「復元的整備」を追加して緩和策としただけでなく、復元と復

元的整備の境界を具体例でもって示し、「史跡（文化財）の適切な魅力発信」が何かを語らないといけま

せん。それがこのワーキンググループの目的であり、文化審議会文化財分科会の本来の仕事であると私

は思いますが、行っていません。  

文化庁のこのワーキンググループは、定められた目的を果たさず、「復元建物は史跡の本質的価値の構成

要素」と断じ、「レプリカ復元木造天守は文化財に準じる。」と書いてしまいました。 

 

文化審議会の宿題は「復元建物は、史跡の本質的な価値を構成するものではないが、その価値を広く知っ

てもらうためのものであり、適切に行われ」ですので、天守復元の「適切」な在り方を議論し検討するの

が、このワーキングループの目的だったはずですが、一切していません。そして、文化審議会文化財分科

会からの新たな＜史跡の上に建てて良い建造物基準＞にも「利活用」としかありません。  
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●復元検討ワーキンググループの作業①～⑤の私のまとめ 

 

「史跡の本質的価値」を文化庁は何度もお題目として繰り返しています。その価値の評価軸を具体的に

述べなくては「天守復元の在り方」について論考・検討などできはしません。 

 

さらに「史跡（文化財）の魅力発信」に天守復元は貢献するのか。重層化した歴史を抱き、建造物は失せ、

今は大地としてしか遺されていない「史跡」を文化財として保護するのが文化財保護法です。 

 

史跡の上に「往時の姿を実物大で示す」レプリカ建設は史跡の価値を損なうものでないでしょうか。「復

元」木造天守は、現代の法に合わず、大変危険な観光の目玉となる事をわかっていない、危険な文化庁役

人たちなのです。 

 

ワーキンググループ委員の議事要旨を読むと、端々で役人に注意喚起を繰り返していました。しかし、役

人は無視して淡々と新基準の作文に励んでいます。従って、このワーキンググループの作業とは、出来の

悪い役人のデッチアゲ仕事だと言い切れます。 

 

世界遺産の事例をもとに「遺跡の上の復元は原則禁止」とここで役人が言ってしまっては、奈良の平城京

復元から始まり、２００４年、四国の大洲城天守復元において、建築基準法３条１項４号で「史跡の上の

レプリカは文化財同等であり、法適用除外」と初めて法文の拡張解釈を行い、名古屋城本丸御殿まで続け

たことが間違いとなります。 

 

これは、いつも「私は悪くない」の役人には言えない事なのです。「文化行政」の文化庁であり、「文化」

を語れない文化庁なのでした。 

 

しかし、とにもかくにも、レプリカ・歴史的建造物は、今回の復元的整備の基準の追加によって、もはや

歴史的建造物の名前にそぐわない建物となりましたた。「言い訳」さえあれば何でも史跡の上に建つので

す。それが「文化」だと文化庁は宣言したのでした。 

 

※付録 「名古屋昔話」 Facebook ノート記 20170227 高橋和生 

Google で検索ください。全 6 巻の 3 巻が上位でヒットします。表示される私のノートのアドレスに至れ

ば、残りの 5 巻も読めます。「名古屋昔話」は、内藤先生の 1965 年の著作を元に、名古屋城の整備には

城跡だけでなく「都市史」の観点が必要だ。と、天守閣博物館の展示の為にと書きました。 

私は昭和 50 年、名古屋工業大学内藤昌研究室の末席で先生の「復元安土城」の研究を見ており、「復元」

の難しさ、楽しさの一端を経験しています。私の研究は、内藤研究室の「城下町」であり、その後清水建

設設計部に奉職するのですが、建築の設計では常に「敷地の歴史」「都市の歴史」を意識してきました。

退職後に「壊すな！天守」の運動もあり、内藤先生の著作をまとめて読むのですが、イラストレーターが

「江戸城は白かった。」と徳川美術館で「復元」を堂々と講演することに驚きました。文化庁の「Ⅱ：復

元的整備」が、このイラストレーターたちの「復元」を力づけるものになるかと、大変心配しています。  
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第二章 河村市長を被告とした「天守木造化事業」司法闘争 

１節 2018 年 3 月末、名古屋市が基本設計終了とし竹中工務店に支払った設計料は不当 

これは、名古屋城天守の有形⽂化財登録を求める市⺠の会が、 

2018年９月２１日名古屋市監査委員に対し、「名古屋城天守閣

整備事業」について、その基本設計業務において違法性が疑わ

れる事から、当該違法行為の是正と本件事業の停止を求める住

民監査を請求し、 

2018年 11月 9日監査委員 4名の 9回の審議の結果「判断が分

かれたので、基本設計が未完成であることを前提にした主張に

は判断しない。」となり、 

2018年 12月 17日に、名古屋市地方裁判所に上記監査請求に引き続く住民訴訟を提訴したものです。 

 

以下のように、設計料の支払いが不当ならば、基本設計は出来ていないことが証明されるので、その後に

実施設計に続けた事、材木の調達も不当であり、天守木造化事業の停止を求めています。 

 

  １．違法に支出された 基本設計代金 ８億４６９３万３千円 の返還を求めます。 

  ２．すでに木材代金を予算計上しており、事業が遅れると、その保管代金が年間１億円かかります。 

  こうした被害拡大を予防する為に、事業の停止を求めます。 

 

長いので声明文の冒頭のみを転載します。全文はコチラに。 

https://peraichi.com/landing_pages/view/protect-nagoya-castle 

声明 

私たち「名古屋城天守の有形文化財登録を求める会」は現在名古屋市が性急にすすめる 名古屋城天守

木造化計画にはいくつも疑問があり、同意することはできません。  

1. そもそもどのような木造復元ができるのか、情報公開されておらず不明です。 

2. 採算性について、試算データには明らかな齟齬があります。 

3. 当初、2020 年の東京オリンピックにおける観光の目玉。と期限を切って事業者の募集を行いました

が。現在その期限は 2022 年に伸び、オリンピックには間に合いません。（2020 年 3 月、名古屋市は

2028 年に延ばすと言っています。）現事業者との契約を維持する必要があるのでしょうか、またそれは

公共事業に求められる公正な競争に叶わないのではないでしょうか。  

4. 事業者の募集を行った名古屋市の業務要求水準では、バリアフリーを盛り込んでお りましたが、現

在それは実現しないといわれております。業務要求水準書から方針 が変わった理由や時期が不明

で・・・ 

 

既に 6 回の公判（第７回公判は 2020年６月２3日（火）午後２時）が行われ、名古屋市は基本設計業

務委託契約で竹中工務店に依頼した「基本設計図書」の一部が欠けていても、それは名古屋市が了解し

たのだから良いとの陳述が行われています。欠けた一部があるなら、全額の支払いは不当となるのです

図 1５ 15 人の原告には弁護士がついていません。  

https://peraichi.com/landing_pages/view/protect-nagoya-castle
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が、一部でなく「全く出来ていない」と原告は主張しています。 

 

以下は、竹中工務店が名古屋市に提出した提案書の中の工程表です。復元検討委員会に「基本計画」を

提出し、ＯＫとなってから「基本設計」に入るとあります。いまだ、文化庁は名古屋市の木造天守案を

受け付けてもいません。名古屋市は契約の「2022 年末木造天守竣工を、2028 年に延ばす。」と 2022 年

3 月に宣言しましたが、文化庁との協議は全く闇の中であり、はたして市の木造天守案が実現できるか

どうか、まったく市民にはわかりません。実現する姿を基本設計図書で市民に示すことができないま

ま、企画・構想段階をズルズルと行っており、材木購入を続け、既に 50 億円も使ってしまいました。 

 

司法において、原告は、市民オンブズマンが公開請求して得た、3 月 30 日に竹中工務店が名古屋市に提

出した段ボール 5 箱分の資料から（１）天守閣基本設計業務 300 ページ（６）関係法令等行政手続き 400

ページを証拠として提出したのですが、そのほとんどが黒塗りで中身がわかりません。「基本設計図書は

ある。」と名古屋市は言いますが、それは黒塗りなのです。原告は図面内容を見なくても基本設計は完成

していないと主張していますが、裁判官は「基本設計図書はない」とは断定せず、「市民に示せない理由」

を名古屋市に求めています。 

 

そこで、市民オンブマンの「黒塗りを剥がせ」の訴訟がもう一つあります。固い文章ですが、そのまま転

載します。 

 

 

図 1６  
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2 節名古屋市の文化庁との協議（2018 年 7 月頃中心）の公開が全て黒塗りであるのは不当 

 

２０１９年２月２１日、名古屋市民オンブズマン（原告：新海聡弁護士）は、名古屋市（被告：河村たか

し名古屋市長）を相手取り、名古屋城をめぐり文化庁訪問時の復命書等の情報非公開取消と開示の義務

づけを求める訴訟を名古屋地裁に提訴しました。以下に抜粋しますが、読みにくければ「結語」だけでも。

原告の思いがわかります。詳細はコチラに。 https://ombuds.exblog.jp/i33/ 

 

【行政文書非公開決定処分取消請求事件】 

訴訟物の価額 金 ９，６００，０００円  貼用印紙額 金 ７８，０００円 

 

●請求の趣旨  

１ 名古屋市長が原告に対して平成３０年８月３０日付けでおこなった行政 文書一部公開決定（３０観

名保第９０号）のうち、「復命書」の内容を非公 開とする処分を取り消す。  

２ 名古屋市長は「平成３０年６月１３日に名古屋城の件で文化庁を訪問した 際の復命書」を公開せよ。 

３ 名古屋市長が平成３０年９月１１日付けで行った行政文書一部公開決定 （３０観名保台９８号）の

うち、「公開請求のあった文書の内容のうち、黒 塗り部分を非公開とする」との処分を取り消す。 

４ 名古屋市長は別紙文書目録１記載の文書を公開せよ。 

５ 名古屋市長が原告に対して平成３１年１月２３日付けでおこなった行政 文書一部公開決定（３０観

名保第１６７号）のうち、別紙文書目録２の（１） ②、（２）④⑤⑥、（３）⑩⑫⑬の内容を非公開とす

る、とする処分を取り 消す。  

６ 名古屋市長は別紙文書目録２の（１）②、（２）④⑤⑥、（３）⑩⑫⑬の 各文書を公開せよ。 

７ 訴訟費用は被告の負担とする。 との判決を求める。 

 

● 開示請求  

（１）開示請求１ 原告は平成３０年７月１８日、名古屋市情報公開条例に基づき、被 告名古屋市長に対

して「平成 30 年 6 月 13 日名古屋城の件で文化庁を訪 問した際の復命書、支出命令書」について、

情報公開請求を行った。  

（２）開示請求２ 原告は平成３０年７月３０日、名古屋市情報公開条例に基づき、別 紙文書目録１の各

文書の情報公開請求を行った。  

（３）開示請求３ 原告は平成３０年１２月１０日、名古屋市情報公開条例に基づき、 被告名古屋市長に

対して別紙文書目録２記載の各文書の情報公開請求 を行った。 

 

● 結語  

建築費用だけで総額５０５億円にも上る名古屋城天守閣木造化につい て、許認可権を持つ文化庁と名古

屋市との打合せの情報が市民に開示されることで、市の計画への賛成者、反対者両者にとって、市民の間

で活発な議論がされる資料となることが予想される。これは、名古屋城天守閣木造化が市長にとって、名

古屋市の政策の大きな目標となっており、市政の争点となっている点に鑑みれば、市政にとっても歓迎

すべきことである。 

https://ombuds.exblog.jp/i33/
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一方、文化庁はすでに市民の間でも様々な意見のあることを前提として意思決定をしていくことは当然

認識しているはずである。 

また、石垣部会が名古屋城天守台石垣保全に関して意見を持っていることも広く知られている。かかる

状況のもと、情報の開示によって、仮に市民の間での論争が生じたとしても、それは「率直な意見の交換

若しくは意思決定の中立性が不当に損なう」ものでは到底ない。 仮に本件各決定が、このような市民的

議論の発生を危惧したものであれば、行政に不都合な情報を隠蔽して市民を籠絡しようとする企てでし

かない。しかし民主主義国家において、かかるプロセスはおおよそ行政に携わる機関が目指すべき手法

ではない。よって、請求の趣旨記載の判決を求め、本申立をした次第である。 

 

５回公判２０２０年２月６日までに、いくつか名古屋市は公開しましたが、いまだに非公開の６７カ所

について、 原告の名古屋市民オンブズマンの新海聡弁護士は以下を主張しました。 

（1）中間的な検討・意見交換の内容であり、「未確定の情報」であることは明らか。未確定な情報が確定

したものと誤解される可能性すらない。 

（2）「仕事」なので、意見交換の内容が公開されても、文化庁職員が名古屋市長に意見を言えなくなる

事、名古屋市長が文化庁職員に意見を言えなくなる理由はない。 

 

次回の２０２０年５月２０日の公判予定は、新型コロナの為に延期となり、次回は未定ですが、毎回傍聴

していて笑ってしまうのは、裁判官が傍聴席の名古屋市役人と直にやりとりをすることです。 

河村市長の代理人：北口弁護士は「私は、名古屋市の作成した

資料を読むのでしかない。」と、裁判所内で公言してはばから

ないのです。原告の新海弁護士が「それでは、裁判官の心証を

悪くする。」とたしなめるところなど、傍聴席は大爆笑でした。 

北口弁護士は、所属する愛知県弁護士会から「懲戒審査相当」

の議決を受けており、同弁護士会の懲戒委員会は懲戒審査を

始めています。 

ジャーナリストの伊藤詩織さん（３０）が元ＴＢＳ記者の５０代男性に乱暴され、精神的苦痛を負ったと

して男性に１１００万円の損害賠償を求めた訴訟をめぐり、乱暴したとされた男性の弁護士である北口

弁護士は自身のブログで伊藤さんを侮辱したのでした。伊藤さんが裁判に勝ち、乱暴した男性は「合意の

上だ。」と上告をしたのですが、北口弁護士は外されました。乱暴したとされた男性も「裁判官の心証を

悪くする。」弁護士には頼みたくないでしょう。 

 

名古屋市の松雄局長は「２０２２年竣工を延ばすに、弁護士から５年くらいなら良いとの返事があった。」

言っていましたが、２０２０年を２０２２年に延ばすのに、名古屋市は３人の弁護士に聞き、その名前も

明らかにされていたのですが、今度は名無しの弁護士です。北口弁護士に聞いたのでしょうか？全く、弁

護士の社会的な地位を下げる北口弁護士ですが、河村市長、女性に乱暴されたと訴えられる男性には心

強い味方なのでしょうか？いや、違うでしょう。「裁判官の心証を悪くする。」弁護士ですから。 

 

原告、被告の言い分は、既に表になっており、裁判所の判決は近いと思います。 

図 1７  
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第３章 国の機関の「天守木造化事業」への対応 

１節 安倍首相、内閣官房 

 

名古屋市民は、２０１５年６月から、名古屋市独自の「天守木造化事業」だと思っていましょうが、これ

は、２０１６年４月の安倍首相の「観光立国」宣言によって政府に後押しされているのです。 

 

安倍内閣は、デービッド・アトキンソンの著書「観光立国論」２０１５年６月東洋経済新聞社刊をパクっ

ただけです。インバウンドで地方創生だと、２０３０年には外国人観光客を６０００万人呼び込み、ＧＤ

Ｐ１５兆円と石破地方創生大臣の元でもくろんだのした。中国人が銀座を覆いうまく行ったか！でした

が、新型コロナウイルスが、破壊してしまいました。 

同時に、地方創生の為に霞が関の官庁を地方に移すというのもありましたが、実施されたのは、文化庁の

京都移転だけでした。 

●２０１７年１２月２７日に、内閣官房は「文化経済戦略」と名をつけ、檄文を書いています。 

 

「文化財の保護を図りつつ、公開・活用

を図る。」であり、「史跡の上にレプリカ

建設をして、観光客を集める。」とまで

は書いていませんが、文化財保護法を変

えるとあります。 

 

このころ、大臣の発言「学芸員は働いて

いない。」が新聞紙上をにぎわし、 

 

図 1８  

図 1９  
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●２０１８年６月には、文化財保護法が変わりました。 

「文化財」は地方の教育委員会で見ていたのですが、「史跡の管轄を首長の直轄組織にすることにより、

文化財（史跡および史跡内の建物）を観光に生かせ」とされ、その権限を国から地方に移し替えるという

ものでした。 

 

名古屋市は、安倍首相の「観光立国」宣言と同時に、２０１６年４月、観光と文化を足して観光文化交流

局を１１０人で作り、名古屋城総合事務所を、市民経済局からコチラに移しました。「天守木造化事業」

はナゴヤ魅力向上室が担うとされていましたので、まさに、国の先を行っていました。 

ナゴヤ魅力向上室とは、民間のイベント屋をヘッドハンティングして室長に据え名古屋市自ら「名古屋

は日本一訪れたくない町」キャンペーンを張り、それではいけないと「毎日祭りだ。木造天守は人を呼ぶ。

名古屋に賑わいを作る。」と、マッチポンプを行った市長肝いりの室です。 

ここで、文化庁の＜史跡の上に建てて良い建造物＞＝歴史的建造物 が、いつの間にか文化財のように 

扱われ、河村市長は「木造天守はホンモノだ。面白い。ぎょうさん人が来る。」と、安倍首相の「観光立

国」宣言に乗ったのでした。 

 

２０１９年６月２日、Ｇ２０大坂サミット夕食会冒頭の挨拶で安倍首相は「明治維

新の混乱で大阪城の大半は焼失したが、天守閣は約９０年前に１６世紀のものが史

実に忠実に復元されました。しかし、一つだけ、大きなミスを犯してしまいました。

エレベータ―までつけてしまいました。」と発言して、世界の笑いものとなりまし

た。オリンピック、パラリンピックを行おうとする国の首相が、バリアフリーの考

えを持っていないことが世界に知れわたりました。喜んだのは名古屋市長だけでし

ょう。 

大阪城天守閣博物館は、１９３１年に船場の旦那衆が「太閤さんの大阪だ。太閤さんの天守を作ろう」と、

徳川秀忠の天守台の上に名古屋城天守と屏風絵をもとに、鉄骨鉄筋コンクリートで作られたものです。

当初から２台のエレベーターがあり、１９９７年の耐震改修にあわせて、バリアフリーの為に最上階ま

で伸ばされたのでした。明治維新の混乱でなく、空襲でコンクリート造の天守を残し、燃えたのです。 

 

何時も原稿を読むだけの首相には、スピーチライターがおり、彼は灘高→東大なのですが、大阪人ならだ

れでも知っている天守閣の「史実」を知らないのでした。秀吉の大坂城の史資料・図面は中井家の一階平

面図兼配置図しかないのですが、それによって秀吉の天守台は発掘もされ位置は特定されていますので、

復元天守というより、そこにはなかった模擬天守に近い姿なのですが、それを「１６世紀のものが史実に

忠実に復元されました。」と言ってしまう安倍首相なのです。世の木造天守の復元を求める城マニアと変

わりないことに、私は愕然としました。 

いや、城マニアなら秀吉の城は徹底的に破壊され、１０ｍの

盛り土をした上に徳川の城が作られたことは知っていまし

ょう。現地では大きな絵があり、発掘の募金を求めています。 

この安倍首相の進める「観光立国」に「文化」などあるわけ

無く、なるほど、文化庁は「文化行政」であり「文化」を語

図 20 大阪城と首相 

  

図 21 大阪威の工事看板 
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れないはずです。まったく、日本の「文化」は、低レベルなのだと改めて思い知らされた事件でした。 

 

次は、その安倍首相の子分だと、自他とも認める萩生田文科省大臣です。  

 

 

２節 萩生田文科省大臣 

 

第一章 文化庁の史跡の上に建てて良い建造物の基準 １節「史跡等における歴史的建造物の復元に関

する基準」の新旧比較 のところで、大臣のスタンドプレーにより「Ⅰ：復元」の新基準は旧基準のまま

なのですが、唯一違う所は、留意事項に、 

＊防火対策については、「国宝・重要文化財（建造物）等の防火ガイドライン」に基づいて対策を講じる

こと。 

が、挿入されているところであり、「これは間違っている。」と、私はスプリンクラーの説明を中心にし

ましたが、別な表現で繰り返します。 

 

文化庁は建築基準法・消防法を無視して、文化庁の認めた「復元」は＜国宝、重文と同等だから、防火対

策も国宝、重文と同じでよい。＞とした首謀者は、萩生田大臣なのでした。観光に使うレプリカですので、

現代の法に合わせ、国民の命、健康、財産を守るのが当然ですが、河村市長の「木造天守は、ホンモノだ。」

と、同じオツムなのでした。 

河村市長の発言「愛知県トリアンナーレに、名古屋市は事

前に決められていた金を支払いたくない。まずは、国の意

向を確かめて。」に呼応して、文化庁長官に「文化庁は、

愛知県トリエンナーレに、事前に決められていた給付・補

助金を支払わない。」と言わせた大臣です。 

もとより文化庁役人の忖度による愚挙であり、芸術を愛す

る国民、大村知事の抗議により文化庁は払うことになりま

した。 

 

萩生田大臣と河村市長の関係を私はよくは知りませんが、権力を持つと、専門家に自ら問う姿勢はなく、

身近にいる者の自身に心地よい言葉しか耳に入らないのは、安倍首相、河村市長と同じです。 

 

萩生田大臣は、2019 年 12 月 3 日に「首里城の火災で焼失した建物は復元されたもので、国宝や重要文

化財に指定されておらず、文化庁の「防火対策ガイドライン」の対象になっていない。復元建造物は、文

化財の保存や活用にとって、重要な施設と考えており、しっかり防火対策を講じていきたい」と新聞記者

に向かって発言し、記事になりました。 

 

国宝・重要文化財の「防火対策ガイドライン」が、建築基準法、消防法の規定より厳しいものだと、萩生

田大臣だけでなく、新聞記者も思っている事に私は驚きました。 

図 22 
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文化庁の「防火対策ガイドライン」は、国交省、消防庁が作ったものです。国宝・重要文化財（建造物）

の多くが古くからの木造であり、現代の法に合わせる事ができないので、建築基準法、消防法ともに「文

化財として残す。」事を重点に置き、法の適用除外としているのですが、建物特性、立地特性に応じて今

まで行ってきた防火対策をチェックシートにまとめ、それを各地の地方自治体に配り、当該建物の防火

対策の見直しをして欲しいというものです。 

  

●スプリンクラーを吹き抜け対策とするなら、「命

を守る」防火区画とセットにしないといけません。

消火設備は「燃えたらもったいない」の為にある

ものではありません。 

●スプリンクラー、屋内消火栓は初期消火設備で

あり、フラッシュオーバ―後には効きません。非

常電源も水タンクも有限です。 

●文化財同等の木造復元としたなら、イベントを

内部で行ってはいけません。首里城はイベントの

為に燃えたのです。文化財なら火元を持ち込むは

厳禁です。 

 

ノートルダム寺院も法隆寺金堂も、スプリンクラ

ーを設置すれば火事にならないということはあ

りません。木造建物は火事に燃えあがったら、消

すのは難しいのです。二つに共通する火災原因は、

普段使う蝋燭でなく、エレベーター工事と壁画模

写の仮設電気からでした。人の信仰で守られてき

たのですが、現代技術のゆるみが火事を起こしま

した。 

首里城も漏電が火災原因なのでしょう。「原因不

明」とされるのは、保険・賠償金の多さと比較して、確証が持てないからなのです。 

 

首里城は、観光に使うレプリカですので、現代の法に合わせ、国民の命、健康、財産を守るのが当然です

し、その通り消火設備は備わっていました。ネットによると首里城の火災は以下ですが、新聞記者は調べ

ないのか、それとも大臣への忖度の記事なのでしょうか。 

 

２０１９年（令和元年）１０月３１日未明 木造３階建ての正殿と、コンクリート造であり外観木造装飾

の南殿、北殿が全焼し、計７棟の建物、延べ４８００㎡が燃えた。 

正殿１階において、あくる日のイベントの準備で繋がれた延長コードが劣化しており、そこからの漏電

が有力な出火原因だと推定されるが、原因不明とされた。 

感知器は作動したが、消防隊が１０分後に到着しても、既にフラッシュオーバーしており、消火活動をお

●防災ガイドラインの２ページにある「対応策の考え方」 

図 23  
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こなったが、周りに延焼し、正殿は一時間後に崩壊した。 

初期消火の為のドレンチャーは機能し、放水銃も 4 基あったが、設置されていた消防用タンクの用水約

79トンは 10数分余りで払底した。 

 

2019 年 12 月 3 日萩生田大臣発言を元に、名古屋市と竹中工務店は、復元・名古屋城木造天守は＜国宝

姫路城天守と同様に、スプリンクラー、屋内消火栓をつけたから、安全だ。＞と、２０１９年１２月の市

民説明会で答えています。天守木造化を望む人たちは、今回の新基準によって、名古屋城木造天守の実現

が近づいたと思っています。 

 

しかし、今回、復元的整備・歴史的建造物の基準が新たに定められたのです。レプリカ名古屋城木造天守

（案）は＜史跡の上に建てられる＞ために復元・歴史的建造物＝木造として、かつ観光で儲けようという

大変危険な木造６層展望台・博物館なのですが、この４月１７日から、木造でなく耐火構造にして避難設

備を設け、建築基準法・消防法に適合させても＜史跡の上に建てられる建造物＞となったのです。人の命

を脅かす＜史実に忠実 authenticity な復元＞など、もはや要りません。 

文化庁は、河村市長が言う「文化庁が言っとる、史跡の上の復元は木造天守でないとダメだと。」という

ハシゴをはずしたのです。 

 

文化庁は「人の命」に責任も持たず、権限もないので、文化審議会文化財分科会の内規「歴史的建造物の

基準」なぞ、建築基準法・消防法の前には、何も効力もないと知っていて、忖度の役人らしく、大臣の言

うとおりに「国宝・重要文化財の防火対策ガイドラインに基づき対策を講じよ。」と書いただけなのです。 

 

「スプリンクラーさえあれば燃えなかっただろうに、もったいない。」の国民の誤った思い入れに乗った

萩生田文科省大臣は、アベノマスクを配り、それが国民にウケると思った安倍首相と同根であり、アベノ

図 24   
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マスクと同様に彼も消えましょう。でないと、日本は滅びます。 

 

名古屋城木造天守も首里城のように火事で燃えます。京都アニメーションのようなことになれば、スプ

リンクラーなど役立つことなく、中にいる観光客２０００人の命が危ないのです。狂った名古屋市であ

り、竹中工務店なのです。 

 

 

３節 国交省 

 

国交省中部整備局は、名古屋市の相談に乗り、２０１５年６月に国交省から出たばかりの「技術提案・交

渉方式」と名付けられた公共事業入札の新たな運用ガイドライン用いて、ゼネコンの設計・施工一式によ

り天守木造化事業を一気呵成に行えるとしました。 

相談に応じた方は、定年で辞められています。土木の方でしたので、建築におけるゼネコンの設計・施工

一式がどんなものか、木造天守は危険な違法建築であることも良くご存じなかったのでしょう。文化庁

長官・青柳正規の「名古屋城天守は、木造によるできうる限りの史実に忠実な復元をすべき」があれば、

建築基準法 3 条 1 項 4 号により「国宝、重要文化財に準じているホンモノなので、法の適用除外となる。」

ので、すなわち建築基準法に合致している。と、法を解釈し運用する特定行政庁・名古屋市に言われ、な

んら不思議に思われなかったのでしょう。 

「法適用除外」によって、レプリカ天守に登る観光客の命が危いことは、建築基準法、消防法、バリアフ

リー法を知らないのですから「大変難しいであろうが、ゼネコンの技術によって、法同等以上の安全が確

保できる。」「2020 年オリンピックに間に合わせるには、設計図書を作成してからの工事入札では、時

図 25  
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間がない。」と、まさに、国立競技場で導入された「技術提案・交渉方式」の与件①難しい技術②短期間

での竣工、にピッタリだと思われたのでしょう。無知な国交省役人でした。 

 

公共事業入札の新たな運用ガイドラインの前に、少し遡ってみます。 

●公共工事は、行政が設計図書をまとめ、

工事業者は入札による適正価格によって

決めるのが大原則です。 

左図は、2017 年 7 月に国交省入札制度企

画指導室による「地方公共団体における建

築事業の円滑な実施に向けた手引き」に所

収されている公共建築事業の発注までの

フローです。 

国交省は 50 年前から、事業段階を、企画、基本設計、実施設計、積算と区分していました。文化庁は木

造天守をいまだ認めていないのですから、名古屋市の天守木造化事業は、今も「企画」段階です。 

 

「基本設計」とは、設計条件を整理（客の要望、敷地条件）し、関係官庁と打ち合わせをして設計建物の

法適合の確認を取り、設計方針にのっとり「基本設計図書」と「概算見積もり書」によって客の了解を得

て、基本設計に基づき造るための「実施設計」に進むと、国交省は告示 15 号によって定義しています。 

 

このフロー図は、入札した結果の工事金が、当初予算をオーバーすることが多いので、実施設計図書での

見積もりで入札工事金の予定価格を決めるのですが、企画段階から、3 回の概算見積もりをしなさいとい

う手引きです。 

 

●品確法（公共工事の品質確保の促進に関する法律）2005 年 3 月 31 日 

品質は、受注者の技術能力に負うところが大きく、入札参加者に「技

術提案」を求め、受け入れ、さらに改善せよとこの法にあり、これ

が「技術提案・交渉方式」に繋がりました。 

日本では 1999 年に、公共施設や設備の設計、施工、維持管理、運

営などに民間の資金やノウハウを活用することで、より効率的な公

共サービスの提供を実現することを目的とした「PFI 法」が施行さ

れ、それまでの公共工事では、設計と施工は分離されるのが原則で

したが、ＰＦＩでは、ゼネコンの設計・施工一式が行われることが

多くなり、品質確保についてゼネコン任せとならないように、品確

法にもとづくガイドラインが出ました。 

 

内容をみてみましょう。民間業者の積極的な技術提案及び創意工夫

が活用され、価格と品質において総合的に優れた案を選べるように、

競争の公正性、入札及び契約の過程並び契約内容の透明性を確保せ

図 26  

図 27 品確法 
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よとあります。「安かろう、悪かろう」ではダメだし、それにはなりより競争の透明性が重要とあります。 

行政は、民間業者の技術提案について改善を求めることが出来る。その改善に係る過程については、その

概要を公表しなければならない。ともあります。 

行政と業者は、請負契約の当事者として、各々の対等な立場における合意に基づいて公正な契約を締結

するとは、契約の原則であり当たり前のことですが、発注者は行政であり強く、請負業者が弱いのが常で

すので、わざわざ明記されています。  

 

これを、名古屋城木造天守のあてはめてみます。2015 年 12 月の名古屋市からの公募①2020 年オリンピ

ックまでに木造天守竣工②天守を急ぐので、石垣補修はその後③バリアフリー、法同等の安全の確保な

どは、全文公開されていますし、2016 年 3 月の竹中工務店の公募に対する技術提案も一部黒塗りで公開

されています。竣工日を 2022 年 12 月と変えての 2017 年 5 月の基本協定（請負契約）基本設計業務委

託契約書、2018 年４月の実施設計業務委託契約書も公開されています。 

 

しかし、2018 年 2 月末、市長・河村たかし は「ホンモノでなければ作らん方がええ」と、文化庁の基

準に合わせて＜史実に忠実 authenticity な復元＞とするとし、身障者エレベーター、防火区画、耐火ガ

ラスのトンネル、鉄骨の避難階段、排煙機など、目につく竹中工務店の「法同等の安全策」をすべてやめ

させ（河村市長の 2 月末記者会見による）、「基本設計」は 3 月末に終わったとして「実施設計」に進

み、2018 年７月に文化庁・復元検討委員会に「基本計画」を持ち込んだのでした。これら 3 月末の「基

本設計説明書」7 月の「基本計画」を公開請求し得たのですが、まっ黒に塗られており、③バリアフリー、

法同等の安全の確保の実際のところはわかりません。ですので、法で定めた透明性はありません。 

  

①2022 年末の木造天守竣工は、2018 年 10 月の文化審議会において名古屋市の木造天守（案）は机上に

無く、もはやあり得ないとなったのですが、竹中工務店は材木を買い続けています。2019 年度にも 9 億

5 千万円を買っています。②天守を急ぐので、石垣補修はその後 と公募されたのですが、名古屋市石垣

部会からの「史跡の本質的価値は、木造天守より石垣である」と天守木造化事業に反対され、市は先に石

垣保全を考えるとし名古屋市は「2028 年竣工」と宣言しました。 

 

以上、公募条件の①②③の全てが反古になったのですが、竹中工務店は竣工 2022 年末の請負契約のまま、

2020 年 5 月終了予定だった「実施設計」を 2021 年 3 月に延ばしました。金額は 11 億 5 千万円です。

まさに、竹中工務店は弱く、名古屋市の言いなりになっている状態です。 

 

この無法状態に対して、名古屋市の相談に乗った国交省中部整備局は何も言いません。契約は当事者間

の事であり、どちらかが相手を訴えないと内容は見えません。議会は選挙に強い河村市長が怖く黙して

います。竹中工務店と競争した安藤・ハザマなら、品確法、建設業法、建築士法にのっとり愛知県に訴え

もできましょうが、もはや木造天守はできないので訴える価値はありません。 

 

市民は「税金の無駄使いだ！」でしか名古屋市を訴える事ができず、＜第二章 河村市長を被告とし １

節 2018 年 3月末、名古屋市が基本設計終了とし竹中工務店に支払った設計料は不当＞を行っています。 
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●「技術提案・交渉方式」と名付けられた公共事

業入札の新たな運用ガイドライン。2015 年 6 月  

「技術提案・交渉方式」とは、聞きなれない言葉

ですが、民間で行われているゼネコンによる設

計・施工一式の事であり、民間では珍しい事では

ありません。 

設計・施工一式は、海外ではプラント建設にはあ

りますが、建築ではありません。建築の設計者は

「建築家」と呼ばれ、弁護士、医師と同じように

社会的な地位が確立しており、施工業者に対し

て第 3者性を保持することが仕事の生命線です。

素人の施主に替って、「安かろう、悪かろう。」

にならないように施工業者を見張ります。  

一方、日本では「大工さんに頼む」という伝統が

あり、建築の完成品を、設計も含めてゼネコンに

請負ってもらう設計・施工一式の形があります。

間違っていけないのは、設計行為がないのでなく、ゼネコンがきちんと設計をし、施主の了解を得て施工

に入ります。この公共工事の「技術提案・交渉方式」は、工事金額が大きく複雑で短工期な建築となると，

個人の「建築家」より、大会社のゼネコンに一式で依頼し、責任を持ってもらった方が良いとの考えから

生まれました。 

 

表では 3 種類あります。1 段目が、民間では普通のゼネコン設計・施工一式です。行政は価格交渉がメイ

ンであり、ゼネコンにお任せです。2 段目は、設計者がおり、施工者に技術協力を依頼するものです。行

政は 1 段目より設計に関わるのですが、施工者自らでないと設計できないような高度な独自技術にかか

わる設計が必要な場合は適さないと注意書きされています。 

 

3 段目が、名古屋市が名古屋城木造天守で採用したものです。ゼネコンに設計・施工一式で依頼する、ゼ

ネコンの競争入札をします。技術提案と価格で「優先権者」を決めます。優先権者が設計をし、見積もり

をし、提案に対する品質と価格の交渉を行政が行い、設計図書と見積もりが確定したら、議会承認を得て

優先権者と施工の契約をします。施工の契約者は「優先権者」しかありません。何でもお任せでなく、一

度設計で区切りをつけるのですが、ゼネコンの設計・施工一式であるのには変わりません。名古屋城木造

天守の場合は、違法建築ですので、関係官庁の了解を取れた基本設計段階でも、一旦区切りをつけるとし

て、設計を「基本設計業務委託契約」と「実施設計業務委託契約」にさらに分けました。 

 

2018 年 3 月末に「基本設計」が終了したと名古屋市は、8 億 4 千万円余の全額を竹中工務店に支払った

のですが、基本設計は出来ていないから 23 ページ 第 2 章１節 2018 年 3 月末、名古屋市が基本設計

終了とし竹中工務店に支払った設計料は不当 と市民は、被告・河村たかし名古屋市長に訴訟を起こし

ています。名古屋市は「基本設計図書」も「概算見積もり書」も公開していません。 

図 28 国交省のＨＰから 
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●国交省の名古屋城木造天守への対応 「歴史的建築物と建築基準法について」2017 年 3 月 25 日 

  

建築基準法の法を適用しなくてよい建築の規定は、建築基準法 3 条にあります。上記は 3 条 1 項 3 号の

通達です。法 3 条 1 項１号に指定されている国宝・重要文化財の価値までにいたらない「保存建築物」

に、安全性の確保等を行い、「歴史的建築物」として地域振興、観光に役立てようとするものです。 

その前書きに、国交省建築指導課は、建築基準法の目的「最低の基準を定めて、国民の生命、健康及び財

産の保護」を書き、＜国宝や重要文化財を除き、建築基準法に定める技術基準は、全ての建築物に適用＞

と、書いています。重要文化財に指定されていない、例えば街並み保存の中の建築物は「歴史的建築物」

として建築基準法 3 条 1 項 3 号が適用され、安全性の確保等を行い、1 項 4 号の「あったものの原形を

再現する建築物」も、建築基準法に定める技術基準が適用される。と図２９に明記されました。 

 

名古屋城木造天守の予算 500 億円が議会承認されたタイミングです。文化庁の基準「史跡の上に建てて

良い歴史的建造物」であっても、新築のレプリカであり、観光客を入れて儲けるという名古屋城木造天守

ですので、名古屋市と文化庁が言う建築基準法 3 条 1 項 4 号により「レプリカ歴史的建造物は文化財に

準じる」として法適用除外になどしてはいけない。と、国交省は警告を発したのでした。 

 

木造天守が、これによってできないわけでなく、以下の建築基準法 38 条により「法同等の安全」が図ら

れれば、適法となります。2000 年の性能設計により一旦消えたでのですが、2015 年に復活しました。 

第三十八条 この章の規定及びこれに基づく命令の規定は、その予想しない特殊の構造方法又は建築材

料を用いる建築物については、国土交通大臣がその構造方法又は建築材料がこれらの規定に適合するも

のと同等以上の効力があると認める場合においては、適用しない。 

図 29  
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名古屋城木造天守は、建築基準法で違法建築を取り締まる名古屋市自身が、建築基準法 3 条 1 項 4 号を

解釈して「文化庁が、木造天守を含めた史跡の現状変更を認めれば、文化財保護法下の「史跡」の構成要

素となり、レプリカの木造天守も法適用除外となる。」としており、名古屋市から「建築基準法の判断に

ついて、名古屋市は国交省に改めて確認する気はない。（2019 年 12 月の市民説明会）」と言われると、

この国交省の＜国宝や重要文化財を除き、建築基準法に定める技術基準は、全ての建築物に適用＞通達

は、法の解釈、執行権を持つ名古屋市は、いわば泥棒が警官を兼ねていますので、効き目はなかったので

した。 

 

しかし、コンクリート造の熊本城天守の耐震改修、長寿命化工事が国交省の 120 億円で終わった事もあ

り、文化庁は新たな＜史跡の上に建てて良い建造物基準＞において、復元的整備・歴史的建造物であると

現在のコンクリート天守の文化財的価値を認めましたので、これを壊すような史跡の現状変更の申請を

受け付けることはなく、したがって名古屋城木造天守（案）を受け付ける事もありません。 

名古屋城に鉄骨造の米蔵が建ちましたので、何も建っていないところには、新たに復元的整備として建

てる事はありましょう。もちろん、現代の法に合わせてです。 

 

４節 一般財団法人 日本建築センター 

 

名古屋市のコンペ要綱では「多層階の木造建築物」であり「不特定多数の人が利用」するので、「国の指

定性能評価機関」から「構造の安全性の確保」および「防火・避難の安全性の確保」の二つの「現行法同

等以上」の「評定・評価」等が必要とあります。この「国の指定性能評価機関」として、一般財団法人 日

本建築センターがあります。 

一般的には高さ60ｍを越える超高層ビルにおいて、

確認申請の前に役所の建築主事の指示を受けて、設

計者と施主の名で日本建築センターの性能評価証

を得て、その後に国交省大臣の認定を受け、建築主

事に提出し、建築主事の確認を得る手続きです。 

 

名古屋城木造天守（案）は本丸地盤面から 45ｍの高

さであり、60ｍ以下の高さですが、木造建築は建築

基準法では 3 階建て以下しか認められていなく、超

高層ビルと同じ「時刻歴応答解析」という高度な構

造計算をしますので、名古屋市は「現行法同等以上」

の構造評定を得よとしましました。 

 

また、3 階以上に「集会場等の展望台・博物館」を設けるので、耐火建築にしないといけないのですが、

天守は木造であり、「評定・評価」における「新たな材料の評定・評価」を行って「法同等以上」の耐火

性能を有するとの評定書がいります。「防火・避難の安全性の確保」の為には「階・避難安全性能」と「全

館・避難安全性能」のそれぞれの性能評価がされます。 

図 30 日本建築センターのＨＰから 
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●構造評定申請は、日本建築センターに出して

いない。 

と、今も名古屋市は言っています。従って「基

本設計」は2018年3月末には出来ていません。

少なくとも、部会の先生方の合意が無くては、

「基本設計」終了とは言えません。 

「構造評定」は、4 階以上の木造建築ですので

いります。名古屋市も中日新聞も市民に伝えて

いない構造評定申請がされていない理由を書

きます。 

 

2017 年秋に、天守閣部会の瀬口座長が「石垣部

会は木造天守の安全を考えていない。」と発言

し、中日新聞はこの騒動を売ったのですが、そ

の木造天守の「安全」の為に木造天守を支える

コンクリートの塊があることを中日新聞は報

じませんでした。 

天守は木造ではなく、コンクリート造の基礎と鉄骨（制震ダンパー）と木造の混構造なのですが、それを

名古屋市は木造天守と市民を騙しているので、名古屋市は言いたくなかったのでした。 

 

＜史実に忠実な復元＞と名古屋市は言いますが、木造天守は、新たなコンクリートの底盤の上に乗って

います。 

その底盤を受けるのに、名古屋市は「既存天守のケーソンを使え。文化庁は遺構面の破損を禁じているの

で杭を打ってはいけない。」を前提としたのですが、と同時に「耐震改修をしてもコンクリートの寿命は

40 年」と市民に説明し「木造天守は 400 年もたせられる。」とも言っています。 

この矛盾を解決するには、4 本のケーソン（潜函工法で埋めたコンクリートの重い箱）の強度を調べない

とケーソンが使えるかどうかわかりません。石垣部会の反対でケーソンの強度調査はできていませんが、

いくら土の中にあったと言っても、寿命 40 年であると言っておいて、既存のケーソンはこれから 400 年

もつとは、市民への説明に無理ではないかと杭を打つ案も竹中工務店は提案していました。図３１です。

新たな杭ならば、新たなコンクリートの底盤と共々、竹中工務店は 400 年もつと自信があるようです。

しかし、文化庁は「遺構を荒らす」と杭を認めないでしょう。現天守を壊すことに反対していますから。 

  

石垣部会のところでまた説明しますが、「跳ねだしコンクリート」も石垣部会は反対しています。これは、

石垣をいったん崩さないと打てないコンクリートの形だからです。「石垣こそ 400 年前からある史跡の

本質的価値であるのに、レプリカ木造天守を石垣補修より先行して竣工させるために、石垣を壊すなど

本末転倒だ。」と石垣部会は言っています。天守閣部会の瀬口座長は「地下の穴倉階は検討しない。石垣

部会に任せる。」として、その後は地中部分の検討をしていません。 

以上、木造天守を支える構造物が未定ですので、構造評定申請ができる構造計画、構造計算はなく、申請

図 31  
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はされていません。すなわち、基本設計もできていません。 

 

名古屋市は、2020 年 3 月 31 日に名古屋城全体整備会議に、5

月 1４日に市議会に、左の 2028 年竣工構想を提出しましたが、

この市民の眼に見えない地中部分の問題を隠蔽しています。隠

蔽していては、天守木造化事業は１ミリも進みません。 

 

 

●建築防災計画評定は、2019 年 1 月 21 日に取得した。 

と名古屋市は公表しました。そして「国交省大臣認定は受けない。」とも言っています。大臣認定を受け

ない性能評価では「法同等以上の安全」が建築基準法で確約された事になりません。 

名古屋市と竹中工務店は「日本建築センターの防災評定を受けない。」と、コンペ要綱の「法同等以上の

安全」を実施設計委託契約にて放棄したのですが、「取得した」とは、どういうことなのでしょうか。 

 

 

図 32 2028 年竣工の構想を市が示す 

  

図 33  

図 34 公開と言っても、これ以外は、まっ黒の 162 枚。 
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評定制度が変わっており、大臣認定を受けないＢＣＪ（日本建築センター）評定があったのでした。私は

何度も評定・評価を日本建築センターに求めており、性能評定委員会のメンバーも進め方も知っていた

つもりでしたが、こんな方法を使っていました。国交省大臣認定は平成 29 年 3 月の国交省通達（36 ペ

ージ図２９）から得られるはずがないで、こういうアクロバットなのです。 

 

まっ黒な公開資料の中でただ一枚公開された「はじめに」を読んで愕然としました。委員会は「人の命」

より「よく似たレプリカである事」を優先したのです。恐ろしいことを行なわれていました。2017 年 3

月 25 日の国交省建築指導課からの＜国宝や重要文化財を除き、建築基準法に定める技術基準は、全ての

建築物に適用＞を防災性能評定委員会は当然プロとして知っていて、名古屋市と竹中工務店が「法 3 条

1 項 4 号の取得を目指す。文化庁の規定する＜史実に忠実な復元＞歴史的建造物であるために、法に定め

られた技術基準は当然適用できない。」と、法同等以上の安全は図れないと宣言された建築防災計画を、

国宝姫路城にならって安全性能を見たのでした。 

 

日本建築センターは、金さえもらえれば、名古屋市が「法 3 条 1 項 4 号の取得を目指す」と言うのです

から、それは行政の責任で行うことなので、その枠の中で評定をしたのでした。委員会の先生方は、文化

庁が名古屋市とのハシゴ＜史実に忠実な復元＞をはずすとは思っていなかったのでしょうか。耳をダン

ボにしておれば、現天守は「戦後復興市民のシンボル」として価値があり、それを壊しての木造天守など

ありえないのですが、実に愚かな先生方です。 

2017 年 12 月 8 日に文化審議会は「史跡に存在するコンクリート造の天守の強度の問題、天守復元の動

向など復元建物の在り方を調査検討せよ。」としています。 

2019 年 8 月文化庁・復元検討ワーキンググループ「天守等の復元の在り方について（取りまとめ）」 

2020 年 4 月 17 日文化審議会文化財分科会の新たな＜史跡の上に建てて良い建造物の基準＞と続き、全

国 14 の戦後復興のコンクリート天守は価値があり、耐震改修をして長寿命化を図れと、文化庁は＜史跡

の上の建てて良い建造物の基準＞に、従来の木造の史実に忠実な「復元」基準だけでなく「復元的整備」

基準を追加したのでした。 

2019 年 1 月 21 日に名古屋市が取得した建築防災計画評定は、この「はじめに」に書かれた名古屋市と

竹中工務店の前提「法 3 条 1 項 4 号の取得」が今回の新しい＜史跡の上に建てて良い建造物基準＞によ

り崩れたので、もはや、この建築防災計画評定には何の価値もありません。 

 

5節  総務省消防庁 

コンペ要綱に、消防法大 17 条第 3 項に基づく総務

大臣の認定等により緩和を受けること。とあるの

で、2018 年 3 月 2 日に消防庁の塩谷氏に、国会議

員秘書の三宅さんから名古屋城木造天守の話を聞いてもらい、メモをいただきました。 

 

●名古屋市と竹中工務店は「総務大臣の認定等による緩和」を得ることはない。 

証言の１：この時、2017 年 5 月の基本設計開始から、9 カ月も経ているのに、消防庁に話が来ていない。 

証拠の２：2018 年 4 月の実施設計委託業務の中に、消防長の同意の為に「（財）日本消防設備安全セン

図 35 コンペ時の要求水準書から 
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ターの消防防災システム評価」の取得とありますが、日本建築センター、消防庁、国交省・国土技術政策

総合研究所の名前がありません。「法同等以上の安全」となれば、火災の実物燃焼試験が要り、その実験

は国土技術政策総合研究所で行われます。 

証言の３；早くても数カ月、1 年以上かかると、塩谷氏は言っています。 

証言の４；2019 年 12 月の市民説明会での私の問いに竹中工務店は「法 17 条は特殊消火設備であるが、

木造天守には、スプリンクラー、屋内消火栓という従来の消火設備を使うので、緩和は必要ない。」と答

えました。 

証拠の５；公開された 2018 年 3 月の竹中工務店の提案書の工程表（24 ページ掲載の図１６）から、日

本建築センターもしくは消防庁相当の名前が黒塗りになって隠されていました。 

 

２０２０年末竣工の契約ですのに、１年以上も火災の実物燃焼試験に時間をかけていては間に合いませ

んので、名古屋市の要望「消防法大 17 条第 3 項に基づく総務大臣の認定等により緩和を受けること。」

を、竹中工務店は応募するにあたり、証言４の通り、拒否したとおもわれます。 

 

●建築基準法も消防法も建物用途によって法の規制を受ける。両者は別の法でありリンクはしていない。 

消防法では、防火対象物（一七）に重要文化財は法の適用除外とあるのですが、建築基準法では、耐火建

築物としなければならない建物用途の表に重要文化財はなく、建築基準法三条で国宝・重要文化財を法

適用除外としています。塩谷氏は「建築基準法でレプリカは文化財に準じるから法適用除外となっても、

消防法ではならない。」と言い「重要文化財の建物を使って、物品販売、飲食店、博物館などを営む場合

は、その用途に応じた防火対策が求められる。」と断言しています。 

 

名古屋城木造天守は、年間４００万人、一時に２５００人を収容する「集会場等の展望台、博物館」の建

物用途ですので、消防法の建物用途では（一）および（二）となります。建築基準法では（一）の建物用

途ですので、耐火建築物としないといけません。 

図 36  
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●名古屋市消防長は、名古屋市の名古屋城木造天守（案）に同意できない。 

（財）日本消防設備安全センターの消防防災システム評価とは、定められた消火設備の運用評価であり、

建物用途に応じた消火設備を定める権限は有していません。 

名古屋城木造天守は、消防法の建物用途（一）および（二）で求められる防火対象物であり、建築基準法

で耐火建築物でなければならないのに、名古屋市と竹中工務店がいう「木造だが、スプリンクラーと屋内

消火栓があるから安全だ。」とは消防長は認められません。名古屋市長がいくら「人の命より、俺の夢

だ。」言っても、消防「長」は、市「長」とは独立しており、消防庁の管轄下にあります。「人の命」を

どうとも思わない観光文化交流局の松雄局長とは違います。 

 

建築基準法の中のスプリンクラーの項目は、以下の三つです。①高さ 31ｍを越える部分に、設置せよ。

これははしご車が届かない高さだからです。②耐火建築の仕上げにおいて、スプリンクラーを設置すれ

ば、仕上げを準不燃材、不燃材にしなくてもよい。③スプリンクラーを設置すれば、耐火建築の防火区画

面積１５００㎡を倍の３０００㎡にできる。 

スプリンクラーの設置によって、その木造建物が耐火建築に相当することはありません。 

消防法施工令３２条の消防長の同意による緩和を塩谷氏はあげていますし、コンペ要綱では「名古屋市

火災予防条例に相当する代替案の検討によって消防長の同意。」だとありますが、塩谷氏は、消防長は

「第三者に聞き」「慎重に判断する」とも言っています。 

 

「消防法大 17 条第 3 項に基づく総務大臣の認定等により緩和」は、確かに特殊な消火設備の事であり、

スプリンクラー、屋内消火栓は普通の消火設備ですが、その消火対象物は木造６階建て延べ床面積５５

００㎡の展望台です。それに相当する建物は消防法の規定に無いので「総務大臣の認定等」と名古屋市消

防長は「第三者」に救いを求めたのでした。 

 

私の大学同級生に消防庁ＯＢがいますので聞いてみました。「名古屋市消防長の一存で、名古屋城木造天

守（案）の同意などできはしない。建築基準法３条でなく、３８条の国交省大臣の特別認定からでないと

消防法への道筋はない。」でした。ハイテク設備満載の“木造”天守ならありうるかもしれませんが、「木

造天守にスプリンクラー、屋内消火栓をつけたら安全だ。」では、いくら名古屋市長が良いと言っても消

防長はいえません。 

もう一歩踏み込んでみます。消防法とは火を消すための法だと思われていますが、違います。 

消防法第一章（目的） 

第一条 この法律は、火災を予防し、警戒し及び鎮圧し、国民の生命、身体及び財産を火災から保護す

るとともに、火災又は地震等の災害による被害を軽減するほか、災害等による傷病者の搬送を適切に行

い、もつて安寧秩序を保持し、社会公共の福祉の増進に資することを目的とする。 

 

火災の「予防」「警戒」「鎮圧」ですので、「鎮圧」に消火がありますが、燃え上がった木造建物は、首

里城で火事がおき１０分後に到着した消防隊がどうしようもなかったように、消火はできません。延焼

防止という「鎮圧」をして、「災害等による傷病者の搬送」をすることが消防法の目的なのです。その為

には、消防隊が建物に入り残った人々を助けられるように、建築基準法では「消防隊進入口」を設け、３
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１ｍ以上の建物には、消防隊が火災に巻き込まれないよう安全な「非常用エレベーター」を設けることを

求めています。 

名古屋城木造天守の最上階は地上４０ｍ、１１階建て

に相当します。そこに逃げ遅れた人がいても、消防隊

は助けに行きようがありません。 

消防長は火災現場での部下の消防隊員の命を守れる

ように「予防」をしないといけませんが、名古屋城木

造天守には「排煙機械設備」どころか「竪穴区画」を

した「避難階段」すらありません。京都アニメーショ

ンのように、名古屋城木造天守の地下穴倉階で火災が

起きれば、中にいる２０００人の方は飛び降りるしか

ありません。 

名古屋市消防長は、名古屋城木造天守に「同意できない。」と言えばよいのですが、言いません。名古屋

市住宅都市局長（建築指導部長、建築指導課長）も何も発言しません。議会でそれぞれを呼び出して聞け

ばよいのですが、議員は聞き出しません。 

 

あいも変わらず、名古屋市観光文化交流局名古屋城総合事務所は「法同等の安全を守る。」と言い続けて

います。（２０２０年３月名古屋城全体整備会議）木造天守などできはしないのですが、河村市長が居座

り続ける限り「進行中」と言って、「漂流」し続ける魂胆なのでしょう。市民はだれも名古屋城木造天守

（案）を見ていません。役人は案を公開すると、私が今までに指摘した「泥棒が警官を兼ねている」事が

バレてしまい、役人による違法行為の証拠となるので、決して公開はしません。 

 

●2018 年 2 月 1 日「広報 なごや」100 万戸に配布。 

タブロイド判 4 枚で「進行中」とありますが、その後の市

民への説明はありません。市民からの質問と仮定して 10を

掲げ、答えは出ていないが「進行中」としたのでした。松

雄局長は「構想 2028 年竣工」というなら、石垣問題だけ

ではないこの 10 の質問＝安全対策の答えを盛り込まない

といけません。「丁寧な説明をする。」どころか、市民を

騙し続ける名古屋市です。 

図 37 2018 年 7 月に文化庁に持ち込んだ絵 

図 38 表紙 図 39 内部  
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６節 文化庁 

 

名古屋市とのハシゴ＜史実に忠実 authenticity な復元＞を 5 年かけて外した文化庁は、名古屋市の構想

「2028 年木造天守竣工」に対して、どう対応するのでしょうか。今まで通り名古屋城全体整備会議、石

垣部会に同席し、名古屋市の動向をみるだけで何もしないと思います。 

 

今回の新たな＜史跡の上に建て良い建造物基準＞に、既存の史跡に建つコンクリート天守、木造復元の

単語はなく、2017 年 12 月 8 日に文化審議会から出された「史跡に存在するコンクリート造の天守の強

度の問題、天守復元の動向など復元建物の在り方を調査検討せよ。」への具体的な回答はありません。国

民の要望、疑問に答えようとせず、難解かつ曖昧な基準をまとめただけでした。 

復元検討ワーキンググループが立ち上げられた時、文化庁の役人は「名古屋城の事を検討するのではな

い。」と言いました。名古屋城の現天守は全国に 14 ある戦後復興のコンクリート天守の内の 1 つなので、

検討対象に入っているのは当たり前なのですが、文化庁役人は「名古屋城は関係ない、」と言うのです。

全国の木造天守復元において、金も期間も施工者も決めているのは名古屋城しかないのですが、２０１

５年６月２２日文化庁長官・青柳正規の「名古屋城天守については、往時の資料が十分そろっていること

を踏まえると、いわゆる文化庁・復元検討委員会において木造によるできうる限りの史実に忠実な復元

をすべきとの意見が出せれる可能性が極めて高いと考えられる。」発言を消し去りたいのでしょう。それ

が、文化庁の役人なのです。 

そして、これからも史跡の上にレプリカ歴史的建造物を、建築基準法 3 条 1 項 4 号特定行政庁の判断で

作りたいのでしょう。文化庁の年間予算は 1000 億円程しかなく、それであらゆる文化財保護を図らない

といけません。安倍首相の「観光立国」宣言のあと、付いた予算は 2 年で 20 億円しかありませんでした。

看板の整備費です。名古屋城天守北東の馬出しの石垣補修は、名古屋市は文化庁の金を期待して、15 年

たってもできていません。本丸御殿は、130 億円・8 年で名古屋市が作ったのにです。  

 

2004 年の四国の大洲城以来、地方の地域振興、観光の願いから、地方の金で、その地方の特定行政庁の

建築基準法３条の解釈により、幾つもの木造復元が史跡の上にされました。名古屋城本丸御殿もその一

つです。予算をもてない文化庁は、奈良の平城京以来のこの流れ＝史跡の上にレプリカ歴史的建造物を

建てる事を手放したくないのです。しかし、天皇制を憲法に掲げる日本における 1300 年前の天皇親政時

代の平城京の復元＜国威発揚＞と、400 年前の近世城郭の扱い＜おらが町の誇り＞は違います。 

 

城の原意は土塁で囲んだ集落、都市であり、城マニアの思う「天守がなくては城ではない。城とは天守

だ。」は間違っており、多くの都市で天守のないままに、近世の城下町１５０が現代の都市に引きつがれ

ています。金沢、京都、大阪、仙台と天守が無い方が当たり前です。 

 

江戸城の天守は、家光の異母弟であった保科正之によって「勿体ない。無用のモノ。」とされ、明暦三年

（1657）に起きた「明暦の大火」以後建てられていません。しかし、皇居の天守台の上に木造天守を建

てたいという人たちがいます。金のない文化庁は、この「史跡の本質的価値」を理解していない人たちの

金を頼ってでしか、安倍内閣の「文化経済戦略」を推し進める事ができないと思い込んでいます。 
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安倍内閣が代わり、国が地方に「史跡の整備資金」を頼るのでなく、真の文化育成に国が予算をつけ、文

化庁が「文化行政」でなく「文化」を語れるようになるまで、なって欲しいのですが、文化庁は変わりま

せん。 

 

観光を所管する観光庁というのは、国交省にあります。文化庁、文科省ではありません。 

 

2016 年 4 月熊本地震の時、江戸城天守復元運動をし

ている三浦広島大学教授は「これは酷い、壊して木

造天守の復元だ。」と運動が起こしましたが、「熊本

城は九州の観光資源、復旧を急ぐ。」と国交省が費用

120 億円を出し、金を持たない熊本市、文化庁を脇

に追いやって、今年 2020 年には外観復元が終わりま

した。わずか 4 年です。石垣も 3500 個を新しくして

積みなおしています。 

 

また、復元された平城京の管理は、国交省都市局 公

園緑地・景観課によって「国営公園 平城京跡歴史

公園」となっていて、入場無料の「屋外に原寸模型

を展示する、公園博物館」という位置づけです。 

 

文化庁は難解かつ曖昧な＜史跡の上に建てて良い建

造物基準＞を作成するだけで、「文化経済戦略」の推

進エンジンを持たないまま、東京から京都に追われ、

これからも国から金を持たされることはないのでし

ょう。 

 

地方に知恵と金が無いので、地方が国を頼る「地域創生」だったと私は思っていたのですが、新型コロナ

ウイルスでは、政府は役人頼りの愚かさを露呈し、医療現場を預かる都道府県知事の現実の力が表にで

ました。これを期に、国と地方のバランスが変わるのかもしれません。期待しましょう。 

 

「文化経済戦略」は、文化財保護法の改正によって、地方の首長と教育委員会に投げられたのです。地方

は新たな＜史跡の上に建てて良い建造物基準＞を手に入れて、どのように展開するのか。しかし、それに

文化庁が直接参画することはないでしょう。 

 

新しい基準にあるように、「城跡保存活用計画」は地方から文化庁に提出すのですが、文化庁に許可を求

めものではなく、文化庁の指導を受けるものであり、作成責任は地方です。  

 

名古屋市は「名古屋城跡保存活用計画」を２０１８年３月末に文化庁に出して終わりとしました。結論を

図 40 熊本城の耐震補強案 
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【現天守の耐震改修より木造天守復元に優位性がある。】として、パブコメ募集に１７０もの市民の反対

があったのですが、それにも触れていません。名古屋市のホームページからは早々に消されました。 

 

 今回の新たな＜史跡の上に建てて良い建造物基準＞によれば、復元的整備・歴史的建造物の手順におい

て、 

 

考古、文献や建造物などの分野の専門家も含め、具体的な規範・構造・形式等を多角的に検証・実施でき

る体制を整備し、検討を行い、関係者間において合意が形成されていること  

 

と書かれました。  

 

名古屋城の復元・木造天守（案）は、復元・歴史的建造物

だと名古屋市と竹中工務店は言ってきましたが、石垣内

部にコンクリートの基礎、杭をもち、壁には制震ダンパー

をつけているので、今回の新基準である復元的整備・歴史

建造物となります。 

さらに「法同等の安全」の標榜を名古屋市は放棄していま

せん（人の命は何より大切）ので、火災時のハイテク避難

設備が現在の（案）に盛り込まれないといけません。新基

準に基づき、ハイテク木造天守復元案と現在のコンクリ

ート天守の耐震改修案をならべ、比較検討し関係者間で

合意をしないと、木造天守の復元はできないのです。 

  

現在の竹中工務店が作成した名古屋市の木造天守（案）で

は、コンクリートの現天守と木造復元天守を、関係者間で

検討・比較どころか、市民の間で（案）を示しての合意形

成を図られることはなく、いまだ、名古屋市の木造天守

（案）は、タイトルだけで内容は黒塗りでしか公開されて

いません。 

 

私が「行政不服審査法審査請求」を 2017 年 11 月 23 日にしたところ、市の回答は、2015 年 6 月 7 日市

議会経済水道委員会記録「市は早期の木造復元を目指す。これから市民に丁寧に説明する。」でした。 

名古屋市が議会に諮らず、市民への説明もせず、ましてや、専門家を集めての体制を整備し、検討をする

事もなく、河村市長の思いつきから、木造天守復元を一方的に決めた事を名古屋市は認めているのです。 

 

文化庁は名古屋市民に対して、黙したままであり、その結果、2018年 5月に取り壊しの為に閉

鎖された現天守は、河村市長が木造天守復元を諦めない限り、閉鎖が続くのです。これが文化

庁なのです。貧しい文化国家日本の「文化行政」を司る庁なのです。 

図 41 
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第四章 愛知県知事の「天守木造化事業」への対応 

 

名古屋城は、土地・物とも名古屋市の管轄ですが、愛知県も金を出しています。観光となると、名古屋市

と言うより、空港を抱える愛知県、いや中部圏の目玉です。 

 

名古屋市の「おもてなし武将隊」に対抗して、大村知事は「家康、

服部半蔵と忍者隊」を城に送り込みました。２０１５年４月に、大

村知事は、２７名の振興部観光局を新設し、局長に大阪観光コンベ

ンション協会大阪観光局長の加納國雄氏を任命しました。同氏は大

阪観光局で現職に就く以前は香港政府観光局（HKTB）の日本局長

も務めていました。河村市長の「ホンモノの木造天守は観光に役立

ち、人がぎょうさん来る。」と違い、コンクリート造の大阪城を真

似て真剣です。 

 

名古屋市は、毎年、春休み・夏休み・冬休みに「城まつり」を行い、

チープな装いをして市民を集めようとしています。入場料 500 円を

払う二の丸・西の丸・本丸は、中日新聞、テレビ愛知と 3 社の広告

代理店が利権を握り、赤字になっても毎年 2 億円を市が税金で補て

んするのでイベント屋には美味しく、したがって真剣に市民を「文

化」で集める気はなく、学校の学外学習では入場無料なのですが、名古屋市民は入場者の１割程です。 

 

天守閣博物館の展示は 50 年変わらず、企画展は学芸員が行わず業者に丸投げですので、名古屋市民は寄

り付きません。折角の復元された本丸御殿も一度見るだけのモノとしか広告代理店は運営していません。

運営は市の学芸員でなく広告代理店であることかして、名古屋市は「史跡の価値」を伝える気がない事が

わかります。 

しかし、外国人には大人気です。従って、名古屋市は愛知県と同格の特定行政庁なので、県は市内の事全

般に口出ししていないのですが、大村知事も河村市長の天守木造化事業に注目をしてきました。 

 

１節 材木を買うな！  

 

大村知事は、河村市長の奇策「まず、現天守を取り壊させろ。」が６月２１日の文化審議会にかからなか

った事を受けて、２０１９年６月２４日の記者会見で以下のように述べています。 

 

「私は事実関係を知りたい。なんでこうなったのか。なんで許可のメドも立たないのに５００億円の予

算を立てて、議会も議決して、許可のメドが立つまで木材を買っちゃダメだと議会に言われていながら、

それでも１００億円も契約してどんどん製材をしてしまったと。これは一体何が起きたんだと。我が日

本国でこういう事が起きるのが私は不思議でならないんで、いつ誰が何を言ってこうなったのかを是非

知りたい。」 

図 4２ 愛知県が中部をまとめて作った宣伝 
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「市議会もですね、色々疑問があり、議会の中で相当かんかんがくがくの議論があったというふうに聞

いております。議決をされて認めたというわけですから、それに責任があられるんでしょう。文化庁の許

可の見込みがたたなくなったという事ですから、議会として、聞いた話と違うじゃやないかと。やはり、

シッカリ正していただきたい。例えば１００条委員会をやるなどしてですね、事実解明をしっかりやっ

ていただきたい。これ１００億円ですからね。」 

「ここは、県政記者クラブなのであれですけど、取材されたマスコミの皆さんは知っていたんじゃない

ですか。大体私がいま申し上げたことぐらいのことは、取材されて知っていて色々書かれていたんじゃ

ないんですか。ファクトとエビデンス、事実と論拠に基づいてしか我々は仕事が出来ませんので、事実関

係をしっかりやり、そして論証、科学的根拠、論拠をはっきりさせていく事が必要だと思います。」 

 

大村知事が手元に持って読み上げたのは、２０１９年２月の文化庁から名古屋市への文書です。 

【現状変更許可申請提出にあたっての留意事項】 

 １、現天守を解体する理由（現天守解体の必要性・妥当性）。 

＊耐震診断結果の詳細な説明、耐震補強では十分でない理由、

現天守に係る沿革と内容に関する情報の整理、現天守の記憶保

存等に関する措置。 

 

文化庁の主張は、今の天守閣も文化財としての価値があると。

これを解体して壊して、更に造り替えることについての積極的

な理由を整理してもらいたいとある。 

 

 ２、現天守解体の具体的な工事内容（工事用仮設の具体的な

内容を含む。）具体的な工法・工程等。 

 

 ３、２に関連して、現天守の解体・除去工事が文化財である石

垣等に影響を与えない工法であり、その保存が確実に図られる

こと。＊石垣部会の意見を付すこと。 

 

 ４、石垣等保全の具体的方針。あわせて石垣部会の意見を付すこと。 

 ５、石垣等詳細調査の具体的な手順・方法等（石垣調査計画）。＊石垣部会の意見を付すこと。 

 

大村知事は、「当初から天守木造化事業は無理だと聞いていたが、名古屋市もいいかげん本当のことを言

ったらどうか。」と所感をのべ、「なんなら自分が名古屋市と文化庁の間に立とうか。」とまで発言しまし

た。私たちが指摘する、名古屋市が「木造天守はエエゾ。」と市民を騙し、議会とマスコミは市が市民を

騙している事を知っておきながら名古屋市に加担してきたことを、大村知事も指摘しました。 

 

この二日あと、２０１９年６月２６日に、渡辺義郎市会議員は「黒塗りの中には、『文化庁から 2022年 12

月はダメだ』と言われたとはっきり書いてあると聞いた。だから出せないのではないか」と発言しました

図 43 ２０１９年２月文化庁から名古屋市へ 
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が、名古屋市と文化庁のやりとりは、名古屋市からしか出されず、その肝心な部分は非公開「黒塗り」で

すので、だれもわかりません。今も無言の文化庁には名古屋市へのなにか弱みがあるのでしょう。 

 

２節 天守のバリアフリーを図れ！ 

 

通称・バリアフリー法は国交省の管轄であり、都道府県が法にのっとり、「人にやさしい街づくりの推進

に関する条例」を作り、その地域での障害者団体も入れたバリアフリー協議会でもって、役所ともに街を

改善していこうというものです。名古屋市は、特定行政庁ですが、条例を作らず、愛知県の条例によって

います。よって、愛知県が「バリアフリーが義務となる公共施設、特別特定建築物となる名古屋城木造天

守であるので、名古屋市はエレベーターをつけよ。」と対応しました。 

 

時系列で書いておきます。 

名古屋市は２０１５年１２月のコンペ要綱では、応募するゼネコンにバリアフリーを求め、優先権者と

なった竹中工務店の提案には、身障者エレベーターがあったのですが、２０１７年５月に名古屋市と竹

中工務店が契約をして直ぐ、９月の天守閣部会で「エレベーターは史実に忠実ではない」が出て、１１月

には、名古屋市は「エレベーターをやめる。」と言い出しました。 

河村市長は元来「大学生のボランテイアがおんぶすればええ。」と言っていたのですが、役人の「ゼネコ

ンの提案とします。」に河村市長は、一旦は納得したのですが、いよいよエレベーターをつけるとなって、

河村市長が「絶対にダメだ。」と言い出したのでした。 

２０１８年５月に名古屋市が「木造天守にエレベータ―をつけない。」と決めると、障害者団体が集まり

「名古屋城木造天守にエレベーター設置を実現する実行委員会」立ち上がりました。５月２８日に団体

は市長に直接申し入れたのですが、河村市長は拒否し「４年後に木造天守が出来るまでには、エレベータ

ーに替わる便利な機械が開発される。」と、はぐらかしたのでした。障害者団体だけでなく、全国的な「差

別・人権侵害」反対運動に繋がり、 

２０１８年６月１９日には、名古屋城木造天守にエレベーター設置を求めるデモ行進に全国 16 都府県か

ら約 600 人が参加しました。12：00 久屋大通公園エデ

ィオン久屋広場にて集会開始 13：00 デモ行進スタート

（約 2km）14：30 名城公園（南遊園）に到着 15：00 市

役所へ移動し、参加者全 員で市役所を取り囲み抗議行動

開始 17：00 終了のあと、２０日２１日には、４８時間

ハンガーストライキが行われました。 

 

２０１８年７月２日、大村秀章知事は定例会見で「基本的人権に関わる問題だ」との立場を改めて示し、

「重大な事案であると真摯（しんし）に受け止め、話し合いの場を持つよう名古屋市に強く申し上げてい

く」と話したのですが、名古屋市は応じません。 

２０１８年１０月２日、愛知県の障害者施策審議会（川崎純夫会長）は「障害者差別解消法が禁じる『不

当な差別的取り扱い』になる恐れがある」と指摘し、市に再検討を要望しました。県の付属機関となる審

図 4４ 
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議会は知事に任命された委員２０人で構成され、県の障害者施策について提言や監視をする条例に基づ

く組織です。これには、愛知県のバリアフリー担当の建築指導課長も陪席しています。 

２０１９年１月１０日、「名古屋城木造天守にエレベーター設置を実現する実行委員会」のメンバーが、

名古屋城の木造新天守にエレベーターの設置を求めて 1 月 7 日（月）、不設置とする名古屋市の方針は人

権侵害にあたるとして、日本弁護士連合会に人権救済を申し立てました。 

２０１９年２月２５日、名古屋市長に対し、「名古屋城木造天守にエレベータ－設置を求める市民署名」

３，２６１筆、署名用紙１０，４１３筆の合計１３，６７４筆を集め、提出しました。 

２０１８年３月に、愛知県は愛知県障害者差別解消推進条例の中の「助言、あっせんの対象」に行政を入

れる条例改正をしました。愛知県が名古屋市に抗議をしても知らぬ顔なので条例で縛ったのでした。 

２０１８年７月５日、実行委員会は大村知事に「名古屋市は、名古屋城木造天守にエレベーターをつけ

よ。」の申し立て書を提出し、愛知県に名古屋市へのあっせんを依頼し、知事は謹んで受けました。知事

は「天守木造化事業はもう進まないので、皆さんあまり心配しないでいいんじゃないかと言う気がして

います。文化庁は木造天守にもう全く動かないです。」と答えました。 

 

私自身は、２０１８年６月から「名古屋城木造天守にエレベーター設置を実現する実行委員会」に働きか

け、２回のシンポジウムで「４００年前の史実に忠実な復元木造天守は、現代では危険な違法建築であり

デキナイです。建築素人の文化庁長官が名古屋市長に「木造天守を期待する。」と言ったばかりに、河村

市長が舞い上がったのですが、今の文化庁は、全国のコンクリート天守について、「老朽化したのなら壊

せ。」とは、熊本城がそうであったように言えません。私たちは「戦後復興市民のシンボル」だと運動を

しています。」と発言し、 

団体からは「木造天守が名古屋市はできるというから、団体名に＜木造天守に＞と入れただけであり、木

造天守を作って欲しいという運動ではなく、障害者の人権を守れという運動です。耐震改修をするなら、

その機会に熊本城のように最上階まで、車いすが上れるようにして欲しいです。」との回答を得ています。

最上階までの直通エレベーターは難しいでしょうが、耐震改修と共にエレベーターを増設した大阪城天

守のようには当然しないといけません。 

 

4節 県知事の権限 

 

その１：バリアフリー 

前節で書いたように、民間では確認申請と同時に、愛知県に対して「届け出」を出さないといけません。

民間の実際は名古屋市が県の代わりにみているのですが、エレベータ―がついていない「届け出」では、

愛知県は拒否をします。名古屋市がいう「竣工までには出来よう。」ではダメで、エレベーターがついて

いない届け出では、着工できません。 

 

その前に、名古屋市の新しい構想２０２８年竣工から逆算して、２０２４年までに、石垣部会、文化庁が

例え木造天守をＯＫとしても、 

 

その２：名古屋市建築審査会  
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委員名簿 役職   氏名   委嘱区分    職業等 

会長 志田 弘二 建築  名古屋市立大学教授 

会長代理宮木 哲也 都市計画 株式会社エスカ取締役 

委員 岡田 千絵 法律  弁護士 

委員 川合 紗世 公衆衛生 愛知医科大学講師 

委員 近藤 和博 行政  市会議員 

委員 二神 律子 経済  中部学院大学教授 

委員 山下 賢一 行政  愛知県建築局建築指導課長 

愛知県の建築指導課長がいますので、建築基準法３条１項４号に従い、名古屋市長が名古屋市建築審査

会の同意を求めても、同意はされません。 

 

その３：建設業、建築士事務所の監督官庁 

現在の司法闘争では、被告は河村たかし市長ですが、名古屋市が負け、市長が使った税金を市に返すとな

ると、竹中工務店の建設業法・建築士法違反が明確になり、知事は竹中工務店に処罰を与えます。 

 

 

 

元国立市市長は市長をやめてから、国立市に市が業者に払った損害賠償金相当分４０００万円を求めら

れ、裁判の結果に従い払いました。国立市と司法が間違っていると元市長のところに寄付金が４０００

万円集まりました。 

 

 

図 46 図 45 



p. 52 
 

第五章 名古屋市の「天守木造化事業」への対応 

 

５年、私は名古屋市の天守木造化事業を追いかけて、地方自治体の 2 元代表性に根本的に問題があると

思いいたりました。地方議会には予算編成権も責任もありません。先に、市長・役人・議員・マスコミ（市

民向け）の今までの関係を見ていき、それぞれが「文化庁のハシゴ外し＝木造天守はデキナイ」にどう対

応するのかを書きます。 

 

国は行政府の長が立法府の最大与党の長による議員内閣制度をとっていて、それが行政と立法の円滑な

運営を生み、あと安倍首相は検察官と最高裁裁判官の任命権を得れば、独裁者として振舞えますが、地方

自治体の長は直接選挙で市民に選ばれると、地方自治体の全ておいて、地方自治体の責任をただ一人で

負うことになっています。 

 

名古屋市の出すあらゆる書類は全て、名古屋市長・河村たかし なのです。実際、何枚もの書類をみて

「市長はこんな事にまで署名するのか、いちいち見れるはずがないじゃないか。」と思いました。年間 1

兆４０００億円の予算で、名古屋市は市民に行政サービスを提供するのですが、その分配の責任は市長

１人なのです。もとより、役人が前年度から積み上げて予算案を作るのですが、新たな市長が新たな市政

方針、例えば「天守木造化事業」を市長が打ち出すと、それに従って予算を役人は組み上げるのです。 

これだけの金額を扱う１６の局長は企業なら取締役であり運用の責任を持つものですが、地方自治体は

すべての責任が市長なのです。局長は２～３年で変わってしまいます。行政サービスの内容、質は予算に

よるのですが、集金は税務署が行い、局長は金を稼ぐという民間会社・取締役の最大使命をおわなくて良

いです。 

「木造天守は儲かるから、建設資金は４０年返済の借入ですます。」なんて河村市長が言いだすと、役人

は粛々とその返済のシミュレーションを平気で作成するのは、物言わぬ市民の借金５００億円を使い、

建設をし「あとは知～らな～い。」で良いからです。企業では、１５年先でも何があるか不安ですのに、

４０～５０年ものローンを組むことはありえません。しかし、なにせ、名古屋市は潰れませんので、問題

先送りとして、役人によると銀行は金を貸すのだそうです。河村市長が良く言います「ワシは圧倒的多数

で選ばれた。天守木造化事業はワシの公約だから、市民の圧倒的多数の支持をえた事業だ。」と。 

 

天守木造化事業は文化庁にハシゴをはずされ明かに失敗したのですが、税金５０億円をすでに投入（今、

市民が税金の無駄使いと司法にかけています。）しているので本当のことを言いません。中日新聞は「文

化庁にハシゴをはずされた」ではなく「天守復元しやすく」と、見出しにしました。 

 

アメリカの大統領より地方自治体の首長の凄いことは、天守木造化事業の内容を市民に説明しなくて良

い事です。市長のウソを中日新聞が脚色して流せば、名古屋市民は尾張徳川以来の４００年の伝統で「お

上」に従順なので、もう市民からの疑問は出てきません。 

疑問を持つ市民が資料公開を求めると、全て黒塗りでよいのです。（今、黒塗りは市民が司法にかけてい

ます。）京都、大阪は、お代官様はいましたが、近世より町人が支配していた町なので、天守木造化事業

ともなると、旦那衆、その代表の市会議員が喧々諤々でしょうが、名古屋の市会議員は河村市長が圧倒的
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多数で市長に選ばれた事に恐怖を感じており、名古屋市の天守木造化事業への疑問を議会で表明するこ

となく、天守木造化事業の予算をこの５年承認しつづけています。 

 

２元代表制の一つは、市民に直接選ばれた議員による市議会なのですが、市議会は立法府ではありませ

ん。予算権もなく、名古屋市の予算に対して質問をするだけです。その質問が的確なら、市は予算編成を

変えます。議員の仕事は、地元市民の要望を聞き、市が作成する予算にそれを盛り込むことであり、それ

は河村市長の承認がないと予算化はされません。木造天守の為に、名古屋市議会経済水道委員会をみて

きましたが、１１人にいる委員のうち名古屋市に質問するのは３～４人であり、その３～４人が予算に

ついて議員同士で議論をすることは一切ありません。 

 

天守木造化事業は、２０１７年５月の竹中工務店との契約からすぐに、市の石垣部会から「天守より石垣

が大事だ。」と反対が起き、価値ある現天守を壊さないとする文化庁と木造天守復元を目指す名古屋市の

ヤリトリは全て不調であり、結果、今に至っています。 

 

 

この間に、名古屋市は条例を作って寄付金３億円を集め、竹中工務店は設計図もないのに材木を切り出

しましたが、これらは天守木造化事業「進行中」とのパフォーマンスであり、文化庁から木造天守の了解

が取れなく、何も天守木造化事業は進んでいないのでした。 

よって議員にすれば、突っこみどころ満載ですので、あらゆる場面で名古屋市に説明を求めるのですが、

「天守木造化は決まった事」と役人に押し切られ、経済水道委員会では名古屋市予算に賛成の決議を取

り、それが本会議の党派別決議になり、２０２０年度の天守木造化予算３億１０００万円も認められま

図 4７ 
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した。 

名古屋市の市会議員は、自民党２１人、民主党１７人、減税日本ナゴヤ１３人、公明党１１人、共産党５

人です。河村市長の与党減税日本ナゴヤは１３人しかいませんので、自民、公明、民主４９人が組み、反

対すれば市長の政策は実現しないと思うのは間違いなのです。 

地方自治体の仕組みは首長の権限が圧倒的に強いのです。今、新型コロナウイルスで、東京都知事は「専

決権」により議員から聞くことも説明することもなく、東京都が年間予算１３兆円から頭の良い役人が

集結して、一気に補正予算を作っています。「行政」の絶え間ない執行が必要なことから、首長の「専決

権」が認められています。予算編成案は国でも役人が作りますが、審議、修正、議決をします。与党が半

数以上いりますが、首長の「専決権」がある地方議会では少数与党でも構いません。 

 

河村市長も、２０１６年５月議会で木造予算５００億円を議会は認めないので、２０１６年から２０１

７年にかけて議会を揺さぶったのでした。「市長の専決権を使い、木造予算５００億円を執行する。」と

言い出しても、議会には止める力が制度上ありません。司法でしか市長の「専決権」による予算執行に文

句をつけられないのです。従って、アメリカの大統領より力が強いのです。 

議会の対抗手段は市長のリコールしかなく、市長はそれに対して「議会解散のリコールを行い、同日選挙

に臨む。」と議会を脅します。（２０１７年４月の市長選で行われました。） 

 

思い起こせば、２０１０年８月に河村市長は、就任１年目にして「市民税の恒久減税」と「議員報酬の半

額化、８００万円」を訴え議会リコールを言い出し、２０１１年２月に市議会リコールと県知事・市長選

のトリプル選挙で勝ち、３月の市議会選挙にも、与党の減税日本が 1 議席から大躍進して 75 議席中 28

議席となり最大党派となりました。議員も選挙運動では「議院報酬を減らす」と訴えたのですが、負けま

した。日本の税金は収入に応じた累進課税ですので、河村市長を支持した市民の多くは「市民税の恒久減

税」によって、税金が減る事より行政サービスが落ちる事の方が問題なのですが、市長の「ワシの報酬は

８００万円と半額にした。議員報酬も８００万円に。」が、選挙で効いたのだと思います。 

 

１節 名古屋市長と名古屋市観光文化交流局、 

名古屋城天守を「戦後復興市民のシンボル」に 

 

名古屋市長・河村たかし は、前市長の政策「本丸御殿」「日立の機械導入」を止める。と２００９年４

月の選挙に立ったのですが、本丸御殿には税金を投入して急ぎ、２０１３年に一期工事が完成して河村

市長支持者と共に見て回った時、「今度は天守を木造にしたる。」と支持者に語り、２０１３年４月の三

選の公約としました。 

「日立の機械導入」は、止めた期間の賠償金４億円を日立から求められ、司法闘争中です。被告は、名古

屋市長・河村たかし です。 

河村市長の記者会見を一度でも聞けば、「このおっさん、何をしゃべっているのか？」となります。記者

クラブの記者は市長を怒らせないよう、市長の考えを聞き出そうとするのですが、ヨタ話が延々と続き

わけがわかりません。河村市長は、新聞、テレビに露出することだけを考えてヨタ話をしていますので、

役人は河村市長の政策＝ヨタ話の実効プランがなかなか描けません。 
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河村市政では、減税政策・地域委員会・相生山・汽車ポッポ・議員報酬・名駅に高速道路・ＪＲリニア駅

の為の地上げ、県アリーナを名城公園に、久屋大通り公園をお粗末な商業施設で埋める、などなど新聞を

にぎわすだけであり、どれも実効が伴なわないのは、役人が実務の組みたてをサボっているからなので

すが、河村市長は「ワシはアイデアマンだ。後は役人がヤレ」であり、見張る能力が市長にないのでそう

なっています。 

「名古屋市は俺でもつ。」という副市長が定年で辞められるときに聞いたのですが、河村市長関心事の対

応をする役人は大変ですが、役人の多くは、市長の関心がない事には「自由にできる。」と河村市政を喜

んでいるのだそうです。 

副市長の言うには、予算の内２０億円ぐらいは、毎年、河村市長の思いのままにつけ、市長に選んだ市民

に答えるのだそうです。１１年ですので２２０億円が消えたことになりますが、河村市政によって、毎年

減税分が１１０億円あり、収入が減った分だけ行政サービスの内容・質が落ちていることを忘れてはな

りません。１１年で、税金１２００億円を名古屋市民は得したのでなく、今までなら受けられた行政サー

ビスが１２００億円減らされたと考えるのが正しいのです。名古屋市は幸い「ものづくり」のサービス基

地として税収があるので、河村市長であっても財政破綻を起こしていないだけのことです。 

 

河村市長は大村知事の２０１９年６月２４日指摘「いい加減、文化庁がなんて言ってるのか正直にいい

なよ。」のとおり、市長定例記者会見でも「文化庁がなんて言っているかと言えば、天地がひっくり返

る。」と話すぐらいですので、４月１７日の文化庁の新しい＜史跡の上に建てて良い建造物基準＞によっ

て、文化庁長官が２０１５年６月に「史実に忠実な復元を期待する。」と言ったハシゴが外されても、市

長には当たり前のことであり意に介しません。「天守木造化事業は進行中」と中日新聞が書き、議会が

「事業継続の最低限の予算」を認めれば良いのです。 

しかし、次の市長選挙２０２２年４月まで安泰とはいきません。今年２０２０年の秋には被告：名古屋市

長・河村たかし への審判が下るでしょうし、名古屋市は今年５月までの竹中工務店との実施設計契約

を２０２１年３月まで伸ばしたのですが、基本設計が出来ていなのですから来年 3 月になっても実施設

計は出来やしません。 

 

政治家・河村たかし 個人をいくら批判しても名古屋市の「木造天守は決まった事」の市政は変わりませ

んので、河村市長の政策「天守木造化事業」をサボってきた役人を取り上げます。首長に従い、市民を騙

し、税金の無駄使いを率先してきたのは彼らです。そして、自らの出世のために、これからも税金の無駄

使いをしようとしています。 

図 48 
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一応、憲法１５条（公務員の地位、選挙権、投票の秘密）を出しておきます。 

第十五条 

公務員を選定し、及びこれを罷免することは、国民固有の権利である。 

すべて公務員は、全体の奉仕者であつて、一部の奉仕者ではない。 

公務員の選挙については、成年者による普通選挙を保障する。すべて選挙における投票の秘密は、これを

侵してはならない。選挙人は、その選択に関し公的にも私的にも責任を問はれない。 

 

２０１９年４月に松雄局長に替わったところで、河村市長は

「２０２０年末竣工できなければ、関係者全員切腹だ。」と

松雄局長を横に置き、記者会見ではっぱをかけたのですが、

松雄局長は２０２０年３月に「構想２０２８年竣工」と言い

出し、役人の皆さんは誰も切腹＝責任を取ることなく出世し

ています。 

「まずは、市長から切腹の作法を示せ。」なんて言う役人幹

部もいました。サボっていても、任期をジッと務めれば職場

はいずれ替わるのですから、外野からボソッと言うだけで良く、おいしい役人稼業は辞められません。 

 

前 市民経済局長 宮村喜明 （ ～２０１６年３月） 

彼の２０１５年６月の記者会見から天守木造化事業はスタートしました。６月に国交省から「技術提案・

交渉方式」と名付けられた公共事業入札の新たな運用ガイドラインが出るのを全国に先駆けて採用し、

６月２２日に文化庁長官・青柳正規から「名古屋城天守については、往時の資料が十分そろっていること

を踏まえると、いわゆる文化庁・復元検討委員会において木造によるできうる限りの史実に忠実な復元

をすべきとの意見が出せれる可能性が極めて高いと考えられる。」の言葉を引き出し、国交省、文化庁の

お墨付きを得たからと、勇躍木造天守の予算化を進めます。 

 

役人は、木造天守は市長の公約だと言われても「２３年かかる。」（ネ

ット中継の経済水道委員会で私は聞きました。）と市長に答え、「天

守は耐震改修と決まっている。」と全員で市長を諫めたのですが、彼

は河村市長に自分宛に「天守木造化事業にまい進せよ。」との指示書

を８月２４日付けで書かせ、さらに「全責任は市長が負う。」と、そ

こに入れさせたのです。（中日新聞主催の市長候補者討論会で河村市

長が発言）他の役人の総反対を市長の指示書で黙らせ、押し切ったま

さに「忖度」の鏡となる局長でした。 

書かなくても責任は市長しか負えないのが地方自治体なのですが、

河村市長にあえて「全責任は市長が負う。」を書かせることによって、

役人は頑張るポーズだけで、サボって天守木造化事業がとん挫して

も、役人はだれも切腹させられないように、河村市長に対して彼は手

をうったのでした。  

図 49 

図 50 
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結果的には、国交省、文化庁は彼とのハシゴをはずすのですが、一口に言って彼は木造天守問題に無知で

あり、現コンクリート天守の価値をわかろうともせず、税金５０億円の無駄使いの方向を決めた、市長か

らみれば、その時は最大の功労者であり、他の市の役人、市民から見れば大悪人なのでした。 

 

彼の無知蒙昧ぶりを、役人と市民は２０１７年１２月「名古屋城跡保存活用計画」で知ることになるので

した。このようなやるべき事を行わず、彼は河村市長の為に一気に走ります。 

９月議会で議員報酬お手盛り６００万円アップとバーターのように見せて、木造天守のゼネコンコンペ、

市民説明会の予算３５００万円の承認を議会から取得し、安井建築設計事務所と住宅都市局・消防局と

共にゼネコンコンペ要綱をつくり、評価委員の有識者を集め、２０１６年３月、竹中工務店の案と共に竹

中工務店が優先権者となったと発表します。すべて彼が引っ張ったのです。市長でも副市長でもありま

せん。 

そして、さらに鮮やかなのは、新たな観光文化交流局を安倍内閣「観光立国」宣言の先取りでつくり、市

民経済局にあった名古屋城総合事務所を新たな観光文化交流局に移し、市民経済局はウルサイ市長関心

事を局から出してしまい、彼の部下たちは万々歳となったのでした。 

 

前 観光文化交流局長 渡辺正則 （２０１６年４月～２０１９年３月） 

５月上旬に市民２万人（返事は７５００人）にアンケートを出すのですが、そのアンケート文の３択①２

０２０年７月までに木造天守復元・結果２１．５％②期限にとらわれず木造天守復元・結果４０．６％③

耐震改修・結果２６．３％④その他・結果１１．６％は、市民経済局が既に作っていたものでした。 

①と③の二択で決着をつけようとした役人に議会が自民党から共産党まで一致して②を入れ、結果、そ

れが最大多数であったのが原因で、議会は「急ぐな。２０２８年リニア開通時でよいのではないか。」と

言い、市長の「建設費には税金を一切使わない。儲かるから借入金で賄える。」の証を市に求めたことで、

２０１７年３月まで議会対応で右往左往します。 

 

２０１７年４月の市長選が絡み、「これは理屈でない政局だ」で、３月に議会が５００億円の予算を承認

し、市長の再選により、５月に名古屋市と竹中工務店は２０２２年末木造天守竣工の契約を結びます。こ

れから彼は「木造天守は決まった事。ご理解下さい。」を決め台詞にします。文化庁とは今になっても木

造天守は何も決まっていないので、彼は天守木造化事業をサボっていたのですが、市民を騙すこの決め

セリフをひたすら言い続けて任期を終えました。 

２０１７年５月に石垣部会から「木造天守より石垣が大事だ。」とすぐに反対の声が出て、その後、文化

庁からの指摘「耐震改修だったのがどうして木造復元となったのか？」からウソが始まります。どれか一

つでも途中で正直に示せば、こんなに長く漂流しなかったのですが、部下の名古屋総合事務所の西野輝

一所長（現・千種区長）が６枚舌を操り、木造天守を混迷の淵に落としました。 

 

６枚舌とは、天守閣部会と石垣部会がそれぞれ別に開かれるので、彼はそれぞれに適

した発言をして二枚舌と部会有識者に呼ばれたのが始まりで、議会と市長にもそれぞ

れ変えて報告し、「文化庁がそう言っとる。」という文化庁に対してとマスコミへの

流し（市民向け）の、合計６枚の舌を持つと仇名されました。 
図 51 
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文化庁は２０１７年９月に石垣保存の為の石垣調査を認めます。竹中工務店は木造天守の請負契約の中

でなく、石垣調査の単独契約を随意で行うのですが、彼はマスコミ（市民向け）には木造天守の為の石垣

調査だと言ったのです。しかし、２０１８年３月の石垣部会への調査結果の報告で彼のウソが暴かれて

しまいました。２０１８年 5 月 7 日に、取り壊しの為に現天守は閉鎖されました。 

文化庁は「現天守をなぜ壊すのか。今や近代建築としての価値＜戦後復興都市文化のシンボル＞がある。」

と言っているのですが、6 枚舌は「名古屋市の石垣部会は石垣が大事だと言っている。」「文化庁は市の

石垣部会が反対していては、受け付けない。」から、「文化庁との問題は石垣の保全にあり。石垣部会と

石垣保全で調整が取れれば、木造天守が出来る。」とすり替えたのでした。2 年に渡って、天守木造化事

業を漂流させ、後はヨロシクとご栄転です。 

6 枚舌だけに、名古屋市を諫める文化庁の言葉＜戦後都市文化の象徴＞は、記者クラブに紙で配っていま

す。そして、マスコミは書きません。これが、名古屋市記者クラブの実態なのです。ＮＨＫは、政府広報

機関であり、名古屋市広報機関ですので、見ていては騙されます。 

 

西野所長が新聞に出す言動に反応して、私たち 名古屋城天守を「戦後復興市民のシンボル」 の運動が

行われたのですが、それは、私たちを主語として、改めて時系列を追って松雄局長の後に入れます。 

 

現 観光文化交流局長 松雄俊憲（２０１９年４月～） 

２０１９年１２月７日市民説明会 名古屋市公会堂にて、私は３分の質問を「松雄さん、人の命は、なに

よりも大切です。」で終えましたが、「市長の夢＝木造天守実現」が、「人の命」を脅かすことに頭はまわ

らなかったようです。 

名古屋市は「建築基準法３条によって、レプリカ木造天守を文化財相当とし、法適用除外とするので、法

に適合している。」とは、「国民の最低限の生命、健康、財産を守る」と定める建築基準法の技術基準を適

用除外とするのであり、名古屋市は「人の命」より「レプリカ木造天守」が重要としている事なのですが、

それがわからないようで、彼の回答は「私は、人の命は当然、人権も、大切に考えている。部下が持ち上

げてくれば、当然そう判断する。」でした。部下のせいにするのでは、話にならないと思っていたら、２

０２０年３月議会で彼は「２０２８年竣工」を打ち出しました。 

河村市長の了解を取った「２０２８年竣工」ですので、「市長の夢」を彼が断ち切った事になります。８

年先に河村市政が続いていない事は、河村市長も松雄局長も承知の上の事です。３月議会で「木造天守」

が棚上げとなったのでした。 

名古屋市がコンペの条件２０２０年オリンピック竣工から２０２２年末竣工に延ばした時は、「コンペ要

綱に照らしてオカシイ。」と追及した議会も、今回さらに６年も延ばしているのに何も追及しません。こ

れを見越して、河村市政を続ける事を重視し、それには＜天守木造化事業の棚上げ＞が、彼が局長を引き

ついだ中での最大の仕事なのでした。 

 

私は、名古屋市の違法行為を７つあげて質問状としており、その回答を名古屋市はホームぺージにあげ

ましたので以下に並べます。  

木造天守は違法である。＜その１ 建築基準法違反＞ 

質問の① 国土交通省 住宅局 建築指導課に、名古屋市の言う「建築基準法３条１項４号の法適用除
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外に該当するので、適用除外として適法である。」を、正しいと確認したか？ 

 

「可能だと聞いている。」であり「可能だ。」とは言わない。明らかに違法であるのでごまかす役人。以後

も、このように解答欄を長々と書く事によって私の「違法だ。ハイかイイエで答えよ。」の簡潔な問いに

はぐらかしが続く。回答者は観光文化交流局であり、他局の事は知らないという役人独特の論理を通し

ている。民間でこんなことをしていたら客からの信頼を得られず潰れてしまうが、役人は平気なのであ

る。なんといっても河村市長しか責任を負わないし、負えないのだから役人はウソも平気なのだ。 

 

木造天守は違法である。＜その２ 消防法違反＞ 

質問の② コンペ時の要求水準書に、「消火設備等については、消防法第 17 条第 3 項に基づく総務大臣

の認定等の緩和を受けること」とあるが、受けたか？ 

 

ここまで長くなると、「お前、日本語を喋っているのか？」となる。「受けたか？」と聞いているので、「受

けていない。」だけの事なのだが、それはマズイと言い訳を書き出したのだろうが、その言わけに消防法

を使えず、質問にない「一般財団法人日本消防設備安全センター」「避難器具」について書いている。 

 

木造天守は違法である。＜その３ 請負契約・民法 632 条違反＞ 

質問の③ 竹中工務店とは「ゼネコン設計施工の請負契約」であり、建設業法 19 条により、竣工日が特

定できなくなった今、市は請負契約を廃棄し、竹中工務店に損害賠償を求めるべきであると考えるが、

なぜ、そのようにしないのか？両者の癒着を疑っている。 

 

回答は、竣工日が未定であることを認めている。質問は「未定だから、法に従い契約廃棄ではないか？」

だが、それには答えず「竣工時期が確定したら適切に。」とある。回答の「竣工日が未定でも、法に照ら

して適切に」なら「竣工日未定となった請負契約であっても、建設業法に照らして継続できる。」となる

のだが、それでは、堂々と＜違法であることを宣言＞したことになるので、このような曖昧なごまかしを

続ける。解答欄を埋めているだけで、まともに答える気がない事をしめす典型的な回答である。 

図 52 

図 53 

図 54 
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木造天守は違法である。＜その４ 建築士法違反＞ 

質問の④ 法同等以上の安全を図ると名古屋市は繰り返すが、コンペ時の要求水準書にあった火事を想

定した防災評価を得る国指定機関が、実施設計業務委託契約書では「日本消防設備安全センター」の消

防防災システム評価を取得となっており、「日本建築センター」でない。なぜなのか？法同等以上の安全

の証明には、日本建築センターの防災評価を得て、国交省の大臣認定を得るものと承知している。住宅

都市局建築指導部長の見解を知りたい。 

 

コンペ時の市の言う国指定機関とは、日本建築センターではないか？としか私は聞いていないが、それ

に答えず、「評価機関による評定を取得する」では全く答えになってない。それほどのアホなのか。「見解

であると聞いております。」とまた、「見解だとの確証は観光文化交流局にはない。」とある。こんな回答

を想定し質問では「見解を知りたい」とあえて建築指導部長を指名したが、それでも無視をした。 

 

木造天守は違法である。＜その５ 文化財保護法違反＞ 

質問の⑤ 石垣は文化財であるが、木造天守を受け止めるコンクリートの「跳ねだし架構」によって、

一度取り壊わさないといけなく、石垣の保全は木造天守竣工後とある。 

平成 29 年 12 月、平成 30 年 3 月の二回にわたって「基本計画案」を文化庁復元検討委員会に持ち込ん

でいるが、文化庁はこの「跳ねだし架構」を認めたのか？ 

 

２０１７年１２月、２０１８年３月、７月の「基本計画案」には書かれているのだが、「諮っていない。」

とウソをつく役人。石垣を壊さなければならない「跳ねだし架構」をわざわざ絵にして持ち込むかよ。 

 

木造天守は違法である。＜その６ 建設業法違反＞ 

質問の⑥ 平成 30 年 10 月の文化庁審議会において、名古屋城木造天守は議題にならず、名古屋市の

2022 年末竣工はもはや果たせなくなったのに、なぜ、竹中工務店に引き続き材木を買わせ、11 月 20 日

に河村市長は赤松を切りに出かけることができるのか？ 

 

図 55 

図 56 

図 57 
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「名古屋城天守閣木造復元を行う事は、本市の方針としており」は、承知しているので、「その方針が文

化庁によって認められなかった。」という事実を前提に問うているのだが、その事実を否定も肯定もせ

ず、「名古屋市の方針だから木材を買い続ける。」では、答えではない。市民の税金で材木を買うのなら、

天守木造復元事業の進捗状況を明らかにして、名古屋市の方針「材木は買う」が正しいことを言わないと

いけないのだが、一度名古屋市として決めた事はいつまでも続けるというこの回答は、全く、役人公害の

典型である。全くもって、給料を税金ではらう価値のない役人だ。 

 

木造天守は違法である。＜その７ 独占禁止法違反＞ 

質問の⑦ 9 月の議会で、弁護士見解として「工程の延長は 5 年程度」とあるが、2027 年末竣工となる

と、コンペ時 2016 年着工の 2020 年夏竣工の縛りからさらに 7 年を超える。「法同等以上の安全」条件

の改悪と合わせ、この工期の延長は＜公共的な入札に係る事業者及び事業者団体の活動に関する独占禁

止法上の指針＞に違反しているのではないか？ 

 

工期が伸びているのは「公募時に（名古屋市が）想定できていない」ことなら、公募にしたがって決めら

れた竹中工務店には、なんら責務はない。竹中工務店は損害倍書を市に求めるべきである。竹中工務店の

２０１６年３月の提案書、２０１９年５月の基本協定（請負契約書）には、文化庁との交渉は名古屋市が

行い、市が責任を持つとある。しかるに、文化庁に認められず工期が伸びるのを「関係者（竹中工務店）

と相談を重ね検討をすすめていることから法的な問題はない。」との回答は、名古屋市と竹中工務店の癒

着を端的に示した。違法行為である。 

 

以上読むのも面倒な法律の話を続けましたが、回答の内容をよく理解できなくても、回答にあたっての

名古屋市の姿勢はわかりましょう。 

２０１５年６月１７日に議会に名古屋市が「木造天守に建て替えを決めた。これから市民には丁寧に説

明する。」と言っていらい、木造天守に反対する市民への説明は、こんな判じ物ばかりであり、丁寧な説

明は一度もありません。 

「木造天守は決まった事。ご理解ください。」で、どうして市民への丁寧な説明になりましょうか。 

 

役人、特に高給取りの局長は、憲法１５条「すべて公務員は、全体の奉仕者であつて、一部の奉仕者では

ない。」などはどうでもよく、河村市長の為なら「人の命」も犠牲する事を「進行中だから、殺すことに

なるのかどうかわからんでしょう。」「木造天守はどうせ完成しない（出来ても２０２８年以降）のだか

ら、自分の任期中は殺すことにはならない。」と松雄局長はうそぶくのです。サボっていても給料がでる

から可能な振る舞いです。もちろん、市民の税金は無駄につかわれるのですが、松雄局長の金ではないの

で平気なのです。 

 

どうしてこんな違法行為がつづけられるのでしょうか。証拠となる基本設計図書は公開されていません。

図 58 



p. 62 
 

２０２０年５月に予定通り実施設計図書がまとまれば、見積もり書と共に施工前に議会承認がいるので

公開されますが、契約の２０２２年末竣工はデキナイと名古屋市は言っています。そして、実施設計を２

０２１年３月までの延ばし実施設計料１１億円で継続する事を名古屋市議会は認めましたが、基礎構造

が未定ですので基本設計は出来ておらず、当然２０２１年３月になっても実施設計は終わりません。 

 

このまま永遠に、名古屋市の木造天守（案）は表に出ないので、役人は違法行為を「進行中」と言い続け、

河村市長が退任するまで逃れおおせるとの考えなのです。市議会は２０２０年度の最低限天守木造化事

業を続ける３億 1 千万円の予算を認め、名古屋市を追求しません。ですので、このような質問への答え

になっていなくても、なにかをただ書いておけばよいというスタンスで役人はいられるのです。 

 

市民オンブズマンの訴訟「公開が全て黒塗りであるのは不当」の公開請求を要求する物の中に名古屋市

が文化庁に持ち込んだ「基本計画図」がありますが、この黒塗りを剥がすと、役人が違法行為を行ってい

ることが明確になりますので、名古屋市が公開請求に応じることはないでしょう。 

国も野党の追及に「資料は存在しない」「資料は廃棄した」と平気で答え、挙句に「改竄した。」ですの

で、名古屋市の役人も全く平気です。部下の係長が亡くなってもすまし顔でいます。観光文化交流局の総

務課長は図太いです。 

 

●２０２０年３月、名古屋市は鉄骨造の米蔵を作る中、埋蔵文化財を壊してしまいました。 

名古屋市教育委員会埋蔵文化財保護室埋蔵文化財保護担当は「掘削を知らなかった。」と言っています。

２０１９年４月に名古屋市石垣部会に言われ、金沢城、熊本城を真似てようやく「名古屋城調査研究セン

ター」を立ち上げたのですが、１年もたたずこの失態でした。文化庁に叱られて、松雄局長は名古屋市の

新たな体制を作らないと文化庁に名古屋城の何事ももちかけられません。 

 

米蔵は＜史跡の上に建てて良い建造物＞として、名古屋市教育委員会から申し出を受けて文化庁の許可

を得ているのですが、その米蔵の在った位置を史跡にトレンチを掘って確かめるという基本的な事を名

古屋市は行っていませんでした。民間では、建設予定地に埋蔵文化財がありそうかと市に問い合わせし

て、埋蔵文化財包蔵地を名古屋市遺跡分布図で確認し市の指導を仰ぐのですが、教育

委員会と名古屋城総合事務所には、天守木造化事業で大きな溝が出来てしまい、その

谷間でおきた事件でした。  

国の「文化財を生かせ、その為には

教 育 委 員 会 か ら 首 長 直 轄 の 組 織 で

活動せよ。」がアダになり、観光しか

考 え て い な い 観 光 文 化 交 流 局 で あ

る こ と が こ の 事 件 で 明 確 に な り ま

した。  

大阪城では、学芸員が代々トップを

務めています。「働く学芸員」が４名

います。  

図 59 
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名古屋城調査研究センターのトップは高名な歴史学者であり、１ヶ月に一度熊本から来るだけです。そ

して、動く学芸員は兼任者と現役を退職した老人の臨時雇いなのです。石垣調査工事を監督し、名古屋城

博物館で企画展を催し、本丸御殿を生かす案内をするなど全くできない陣容です。 

人材育成には時間がかかるのですが、ＮＨＫブラタモリで、タモリを案内した石垣担当学芸員は辞めて

しまいました。河村市長命の６枚舌の元では働きようがなかったのだと思います。「考古学」とは、焼き

物の欠片一枚から想像を働かせる学問であり、そこから積み上げる学説には時間がかかります。河村市

長の「４年で作る木造天守」とはすり合わせる接点が全くないのです。 

 

「文化」を名のる資格のない松雄局長なのですが、どのように名古屋城調査研究センター

を修復するのでしょうか。新たな人集めをまず行うのでしょうが、真の文化を知る人

は名古屋城総合事務所には就職しないと思います。名古屋市教育委員会・名古屋市博

物館・名古屋市蓬左文庫から、兼任でなく専任者として異動させるのでしょうが、河

村市長お友達の服部英雄さんが所長であり「木造天守は河村市長の元で作られる。」

では、大阪城天守閣博物館館長のような市井での活躍はできません。  

 

●名古屋城天守を「戦後復興市民のシンボル」に  

２０１５年６月の名古屋市からの発表「現天守を壊して、

木造天守にすると市は決めた。」から、それぞれ反対の声

を出していた者が２０１６年１１月に集まりました。  

左記により賛同された方の署名を２０１７年２月２０日

にナゴヤ魅力向上室の舘さんに渡しました。  

 

月に一回ほど「お城ミーテイング」を行い、ジャーナリス

ト、市会議員にも参加いただき、情報発信に努めました。

街頭に立ちビラも配りましたが、フェイスブックでの動画

の発信への反響が大きかったです。  

 

今 も  名 古 屋 城 天 守 を 「 戦 後 復 興 市 民 の シ ン ボ ル 」 に

（ Facebook で検索ください）は継続しており４３８人のフ

ォロアーがいます。  

 

２０１７年４月２３日の名古屋市長に向けて私たちは「名

古屋城天守」を選挙での論点としたかったのですが、３月

に、河村市長に対する岩城候補を支援する自民党・公明党、

民主党が木造天守５００億円の予算を認めてしまい「木造

天守は市長選の論点としない。」とされ、私たちが明らかに

し て き た木 造天 守 が持 つ 数 々の 問題 は 市民 に 広 がり ませ

んでした。「木造天守は本物」という河村市長の発言は市民

図 60 
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に行き渡りました。河村市長が圧倒的に勝ち、５月に名古屋市は竹中工務店と竣工を

２０２２年末として基本協定（請負契約）を結ぶのですが、早速、名古屋市石垣部会

の有識者から「レプリカ木造天守ありきで検討などできない、竣工してから石垣を保

全するとは後先が逆である。石垣こそ４００年前からあって、史跡の価値を今に示す

ものである。」と、反対の声があがりました。  

 

●2017 年 6 月に募金条例を作ると知り、「なら、竹中工務店の提案は、史実な忠実な復元でない事を市

民に伝えないといけない。ハイテク木造であることをまずは議員達に教えよう。」と、議会への請願を申

し込み、ようやく実現したのは、2017 年 8 月 24 日でした。議員たちは、聞き置くだけで、「審査をし

ない。」役人は決め台詞「天守木造化は決まった事、ご理解ください。」でした。 

 

私たちは、議員がどうしてハイテク木造としなければならないかを理解していないのではないかと、Ａ

３版 6 枚を持ち込み、議員の各会派に配り、役人に渡し、さらに「この竹中工務店の案では、天守台の石

垣を毀損するので、文化庁は認めないと思う。」とまで伝えたのですが、一切無視でした。 

 

文化庁の役人も、名古屋市の木造天守（案）を知らないと思い、同じものを同時に私は文化庁にも送って

います。効果があったかどうか、文化庁から私には何の反応もなくわかりませんが、結果は、名古屋市の

木造天守（案）は文化庁から無視されることになりました。 
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●２０１７年８月２６日 名古屋市博物館地下講堂で シンポジウムを開催。 

名古屋市石垣部会の赤羽先生より、石垣の話を伺

いました。 

私は講演「壊すな！名古屋城天守」をしました。 

2 日前に、審議さえされなかった内容を「名古屋市長はウ

ソをついている。」とパワーポイントを使い３０分講演し

ました。今もユーチューブで見えます。（７００回再生） 

 

マスコミが伝えるのは、国宝名古屋城の忠実な復元ですが、それなら３５０億円でできるのです。観光で

儲かる木造天守は「法の適用除外」とするのですが、「法同等以上の安全」の為のハイテク設備が満載で

あり５００億円、坪３０００万円と、とんでもなく高価なものとなっているのです。しかし、コンペ要綱

と竹中工務店の提案内容をマスコミは伝えないので、一級建築士として法律から解説をしました。 

 

７０名ほどの会場には、市会議員もマスコミ各社もいました。私に個別に質問をする記者には丁寧に解

説を補ったのですが、違法建築と法適用除外建築との使いわける市長のウソの話が記事になる事はあり

ませんでした。週刊プレイボーイで、奈良大学千田教授の話として、「復元・木造天守は危険な違法建築

だ。」と書かれたことしか、今もって見ていません。なぜなのでしょうか？ 

私の説明が足りないのでなく、私のこの説明ですと「名古屋市が市民を騙して、危険な違法建築を作ろう

としている。」ですので、それを記者が記事にするには内容が重すぎるのだと、後にジャーナリストが教

えてくれました。 

本来、行政が行うべき違法建築の取り締まりを、今回は「レプリカ木造天守は文化財である。」として名

古屋市は違法建築とはみない。即ち、泥棒が警官を兼ねているので、警官に勝つには記者はよほど勉強を

して自信が持てないと書けないのだそうです。それに「天下の竹中工務店がついているので、木造天守は

できる。」と、町のコンサルタントである私の信用度も足りないのでしょう。 

 

私は、河村市長はこのユーチューブを見たのではないかと思っています。彼には分かりやすかったので

しょう。河村市長は「なんで、提案に身障者エレベーターがあるのだ。ホンモノにならん。」と言ってい

るぐらいですので、コンペ要綱も竹中工務店の提案書もきちんと読んでいなかったのでしょう。この動

画なら、竹中工務店の提案内容がすぐにわかります。 

 

２０１８年２月末、基本設計終了予定日に「ホンモノを作らんと意味がない。」と、竹中工務店と協議し

て、身障者エレベーターだけでなく、目に見える竹中工務店提案の火災から逃れる避難設備をすべてや

めてしまいました。今の名古屋市の案は、上記表で示す「国宝名古屋城の復元」３５０億円に構造補強を

したものですので４００億円くらいでできましょう。竹中工務店から３月末に名古屋市に出された基本

 https://www.youtube.com/watch?v=xcRwrYrcx1c 
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設計図書にもとづく概算金額を名古屋市は公表していません。差額の１００億円？は、市民が知らない

裏金となりました。 

 

●２０１８年３月１日に、２０１７年１１月２１日に行政不服審査法に基づき私たちは審査請求をした

のですが、河村市長から却下されました。 

司法への行政不服申し立てが多く、司法が混んで大変なので、総務省は既存の行政不服審査法をつかい、

行政内で、第３者性を保つように運用しなさい。という事で、新たな手引きが総務省から出たので、それ

に基づき「天守は耐震改修と決めていたのに、なぜいつのまにか木造復元になったのか。」と、審査請求

をしたのでした。 

名古屋市は勝手に木造天守に決めた事、その説明を市民にも文化庁にも行っていない事は認めています。

２０１８年３月末日に、ようやく文化庁に「名古屋城跡保存活用計画」において「木造天守にする。」と

出していますので、事象では私の主張どおりなのです。 

横浜市、神戸市などは担当部局でなく、第３者性を持つべく他の部局が審査するのですが、名古屋市は担

当する観光文化交流局総務課が審査をします。  

「却下」の理由は、私、審査請求人は「行政の処分に不服がある者」ではない。と、名古屋市が判断した

からだと言うのです。変ですよね、私に不服があるから聞いているのに、それに答えず「お前には、不服

が無い。」というのです。これでは、市民がどんな不服を持って審査請求をしても、全て却下できます。

行政不服審査法の意味がないです。  

総務課係長の説明ですと「名古屋市からの税金の請求金額が間違っている。と、市民の利害に直に関与こ

とが法の対象であり、高橋は天守が耐震改修だろうが、木造復元だろうが、何ら利害を発生しないから、

名古屋市は私の主張を認めている。 
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名古屋市は、高橋に不服があるとは認めない。」のだそうです。（亡き係長に合掌しましょう。）  

大村知事ではないですが、「こんなことが、民主主義の国で行われるなんて信じられない。」でした。 

 

市長が「木造天守」を公約として立候補し、当選したのだから、公約実現は当然であるという理屈であり、

「文句があるなら、署名３５万筆を集めて、市長のリコールをせよ。」というのですから、無茶苦茶です。

公約にした事は私も知っていますが、市長の思いつきだけで、現天守と木造天守と価値を比較し、説明す

る事なく「木造天守に建て替えを決めた。これから市民には丁寧に説明する。」でもって、税金５００億

円を使われては、市民はたまりません。こんな論法を振り回すのでは名古屋に民主主義はありません。 

 

市長が「木造天守は面白い。ホンモノだ。１００年後には国宝にしよまい。人がぎょうさん集まる。」と

言っているのは知っていますが、本物は空襲で燃えたのであり、現在のコンクリート天守も復元される

木造天守もニセモノです。しかし、現天守は 戦後復興市民のシンボル として市民から寄付金を集め、

二度と燃えさせないという決意で、コンクリート造によって外観復元されたのでした。その価値は、空襲

で亡くなった８０００人の方の悔しさ共に残さないといけません。 

文化庁も「戦後都市文化の象徴」として、現天守の価値を認めており、河村市長の独断独走にＮＯと言っ

ています。民主主義の手間を惜しんでいては、木造天守は永遠にできません。 

 

●２０１８年１０月２１日に、名古屋市博物館地下講堂で シンポジウムを開催。 

私は講演「名古屋城天守 漂流」をしました。 

「木造天守は、危険な違法建築である。」の話も、１年前と

見方を変えて再度しました。（５００回再生）６節 名古屋

市石垣部会のところで、石垣問題は説明します。タイトルの

「漂流」は、日経新聞の松尾記者からいただきました。 

 https://www.youtube.com/watch?v=UnDlwVqau4Q 
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松尾記者が書くように、名古屋市（中日新聞）は市民に熊本城の

復元のいきさつを知らせず、ただ河村市長の天守木造化の独断独

走を助けるだけですので、もはや文化庁は名古屋市の木造天守

（案）を受けつけることはありません。よって、史跡の価値を名

古屋市が表した「名古屋城址保存活用計画」の内容「現天守の耐

震改修より、それを壊しての木造天守復元に優位性がある。」を

示して、これからの私たちの運動は「名古屋城コンクリート天守

を登録有形文化財に」とすべきだと講演しました。 

 

●２０１８年６月２１日に名古屋市に住民監査請求をすべく、私

達は賛同者を募って（図 69）おり、１５０人余の賛同のお名前を

いただきました。 

 

●2018年９月２１日名古屋市監査委員に対し、名古屋城天守の有

形文化財登録を求める市民の会は「名古屋城天守閣整備事業」に

ついて、その基本設計業務において違法性が疑われる事から、当該違法行為の是正と本件事業の停止を

求める住民監査を請求しました。 

 

●2018年 11月 9日監査委員 4名の 9回の審議の結果「判断が分かれたので、基本設計が未完成であるこ

とを前提にした主張には判断しない。」となり、2018年 12月 17日に、名古屋市地方裁判所に上記監査請

求に引き続く住民訴訟を提訴しました。原告は１５０人余の中から１５名の方が手をあげられ、他の方

は応援団となりました。 

 

私は、ここで運動の主体を降りました。裁判の傍聴をし、原告の資料提供、名古屋市の言い分に対して反

論のお手伝いはしています。 

２０１５年６月に「なぜ壊す！ 現天守は亡くなった親父が寄付をした自慢のコンクリート天守だ。」が

私の運動の出発点であり、２０１５年１２月市民説明会で河村市長のウソの数々を直接聞いて、これは

一級建築士としてあばき、木造天守の危なさを私の専門知識でもって市民に知らせないと続き、学生時

代に安土城復元を体験した事を徐々に思い出したのでした。ここは、日本の文化を守る建築家であろう！

と、柄にもなく大きく構え、呼びかけ人の代表を受けたのでした。 

私は、顔も名前も明らかにして運動を続けてきました。新聞記者、市会議員の多くの方と直接お話もして

います。ある市会議員の方が言うのです。「元清水建設社員が、竹中工務店をイジメているんだろう。」

と。いくら、現天守の耐震改修と木造復元の話を比較して説明しようにも、そんな面倒な事にオツムを回

すより、私にレッテルを貼って無視をする方が楽だと言う方が多いのに気づいた一瞬です。 

 

その市会議員の「そりゃ、ワシは木造が好きだからさ、木造天守が良いに決まっている。」は良いのです

が、元清水建設社員であることは消せませんので、それが理由で話が進まないのは困ります。また、司法

で表に立つことにより、清水建設の迷惑になってもいけないと考えて、呼びかけ人代表共々降りました。  
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２節 名古屋市住宅都市局建築指導部 

 

２０１７年５月名古屋市と竹中工務店の契約の後で、建築指導部建築指導課係長に、私は「建築基準法３

条１項４号で、復元木造天守が建築基準法の適用除外になるのか？危険じゃないか？」を聞いています。

名古屋市の建築審査会の窓口を探して彼に行きつきました。 

建築基準法３条１項４号  

第一号（国宝・重要文化財）若しくは第二号（重要美術品）に掲げる建築物又は保存建築物であつたもの

の原形を再現する建築物で、特定行政庁が建築審査会の同意を得てその原形の再現がやむを得ないと認

めたもの 

 

「復元木造天守は文化財同等となり、建築基準法から外れる。」と言うでした。空襲で燃える前の天守は

国宝でしたが、レプリカ復元木造天守には年間４００万人を入れて、市長曰く儲かる観光施設なので現

行法規に合わせて、命、健康、財産を守るのが建築基準法なのですが、法の番人の建築指導課は「法３条

に合っているから建築基準法にも適合している。」と法の理屈を述べ、人の命は文化庁に預けるというの

でした。 

 

回りくどくなります。「文化財保護法下の史跡であり、文化庁に復元木造天守を建てると史跡の現状変更

申請をする。復元木造天守を、史跡の上に建てて良い歴史的建造物だと文化庁・復元検討委員会が認めれ

ば、復元木造天守は史跡の構成要素となり文化財（史跡）となる。よって、法３条の文化財の原形の再現

となり、法の適用除外とする。」でした。手続きとして＜復元木造天守を、史跡の上に建てて良い歴史的

建造物だと文化庁・復元検討委員会が認めれば＞があります。きしめん屋もトイレも史跡内にあります

が手続きされていないので、これらは法の適用除外にはなりません。 

2015 年 6 月 22 日、文化庁長官・青柳正規から名古屋市への「名古屋城天守は、木造によるできうる限

りの史実に忠実な復元をすべき」を受けて、建築指導課は「なら、文化庁に、命、健康、財産、障害者の

人権も預けてしまえ。」なのでした。 

２０１９年１２月の市民説明会でも観光文化交流局は同じ回

答でした。２０１７年３月２５日に国交省は「国宝、重要文化

財をのぞき、建築基準法の技術基準に従え」と通達を出してい

るのですが、「名古屋市が法を解釈し施行をするものであり、

国交省建築指導課には聞かない。」でした。 

 

私は、添付を文化庁に送っています。＜「史実に忠実な復元」

と「法同等以上の安全」は矛盾します。安全を考えると、ど真

ん中に加圧排煙機を備えたタテシャフト、鉄骨の避難階段が

いると、竹中工務店は名古屋市天守閣部会に提案しています。

文化庁においては「史実に忠実な復元」だけでなく、「安全」

も審査してください。名古屋市は文化庁が認めれば市は「安全」

の責任を負わなくてよいとしています。＞ 
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文化庁は「文化庁に現状変更申請を提出する前に、国交省、消防庁の「安全」への了解が先だろうが。」

とブツッブツ言い、国交省は「文化庁が復元木造天守を望んだのだから、まずは、文化庁でＯＫを出して

からその内容で安全を見る。」と、様子見なのでした。木造天守にしたいなら、卵が先か鶏が先かでなく、

両者が一致してあたらないといけないのですが、しませんでした。（情報源は明らかにできません。） 

 

本丸御殿は、この法３条１項４号の拡張解釈＜レプリカも文化財同等＞によって作られました。名古屋

市と愛知県が一体となり、専門家をいれた協議会がもたれ、そこに文化庁に入ってもらい、特定行政庁が

安全の責任を負い、屋内消火栓・制震ダンパー・鉄骨のブレースを「史実に忠実」ではないですが、文化

庁の了解を得て入れています。屋根が杮葺き、外壁が木材ですので、火事に燃えてしまう違法建築であ

り、法３条１項４号の適用がなければ建てられませんでした。 

 

河村市長は素人ですので「本丸御殿ができたのだから、天守も木造でできる。」だったのでしょうが、名

古屋市の役人は平屋の御殿と、６層の天守の「安全」の違いを市長に説明し、納得させることができなく、

「なら、文化庁に、命、健康、財産、障害者の人権も預けてしまえ。」だったのでした。 

 

５年かかりましたが、文化庁は名古屋市とのハシゴ＜史実に忠実な復元＞をはずしてきました。名古屋

市が「命、健康、財産、障害者の人権」を法に従って守る木造天守（案）を文化庁に提出すれば、文化庁

は「Ⅱ：復元的整備」基準でもって、史跡の上の建ててよい建造物と認めるとしたのです。 

では、今の名古屋市案を従来からある「Ⅰ：復元」基準によって、名古屋市は文化庁に審査を求めること

もできましょうか？いいえ、内部にコンクリート、杭を打つのでは「１：復元」でなく「Ⅱ：復元的整備」

です。そして、仙台城、熊本城、金沢城において、杭、コンクリート地業を文化庁は認めていません。遺

構面を保護する土間コンクリートしか認めません。よって、「Ⅱ：復元的整備」としても文化庁は認めな

いと思います。 

 

文化庁によってハシゴをはずされた名古屋市住宅都市局建築指導部は、「復元木造天守は文化財同等と

なり、建築基準法から外れる。」とは言えなくなったのです。名古屋市は「名古屋城跡保存活用計画」に

おいて、「現天守の耐震改修より復元木造天守に優位性がある。」としましたが、その後、文化庁との協

議はなにもできていません。この２０２０年４月１７日の新たな＜史跡の上に建てて良い建造物基準＞

に従い、ヨーイ、ドン！と始めるしかないのです。 

 

現コンクリート天守の近代建築としての価値「戦後都市文化の象徴」を認め、耐震改修、長寿命化を勧め

ており、「史跡の価値を損なうコンクリート天守は老朽化したら壊せ。」とは言っていません。これが案

の１であり、案の２としては、現代の法に従いハイテク木造天守の復元があります。さらに、案の３とし

て、鉄骨造の天守があります。木造天守の柱・梁は太く、内部に鉄骨を入れて外側に木材を張れば、コン

クリート造での外観復元と共に内観復元も可能です。 

「Ⅱ：復元的整備」考古、文献や建造物などの分野の専門家も含め、具体的な規範・構造・形式等を多角

的に検証・実施できる体制を整備し、検討を行い、関係者間において合意が形成されていること  

とあるので、これら３案を多角的に検証し、関係者間、なによりも市民の合意が形成されないと、文化庁
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はいくら、名古屋市が「保存活用計画」に従い「木造天守を復元する」と言っても、木造天守を描いた史

跡の現状変更申請を、新たな＜史跡の上に建てて良い建造物基準＞に従い、文化庁は受け付けられませ

ん。なお、名古屋市住宅都市局長は４０代で国交省から天下ってきた方です。 

 

３節 名古屋市消防長 

 

第３章 国の機関の「天守木造化事業」への対応 ５節 総務省消防庁 において、2018 年 3 月 2 日消

防庁の塩谷氏のコメントから●名古屋市消防長は、名古屋市の名古屋城木造天守（案）に同意できない。

と、書きました。再録すると以下の４つです。 

①（財）日本消防設備安全センターの消防防災システム評価とは、定められた消火設備の運用評価であ

り、建物用途に応じた消火設備を定める権限は有していません。 

②名古屋城木造天守は、消防法の建物用途（一）および（二）で求められる防火対象物であり、建築基準

法で耐火建築物でなければならないのに、名古屋市と竹中工務店がいう「木造だが、スプリンクラーと屋

内消火栓があるから安全だ。」とは消防長は認められま

せん。スプリンクラーの設置によって、その木造建物が

耐火建築に相当することはありません。 

③名古屋市長がいくら「人の命より、俺の夢だ。」言っ

ても、消防「長」は、市「長」とは独立しており、消防

庁の管轄下にあります。「人の命」をどうとも思わない

観光文化交流局長とは違います。 

④消防法施工令３２条の消防長の同意による緩和を塩

谷氏はあげ、コンペ要綱では「名古屋市火災予防条例に

相当する代替案の検討によって消防長の同意。」とあり

ます。塩谷氏は、消防長は「第三者に聞き」「慎重に判

断する」とも言っています。「消防法第 17 条第 3 項に

基づく総務大臣の認定等により緩和」は、確かに特殊な

消火設備の事であり、スプリンクラー、屋内消火栓は普

通の消火設備ですが、その消火対象物は木造６階建て

延べ床面積５５００㎡の展望台です。それに相当する

建物は消防法の規定に無いので「総務大臣の認定等」と

名古屋市消防長は「第三者」に救いを求めたのでした。 

 

ここで、２０１５年１１月９日の名古屋城天守閣整備

検討会議第１回の会議記録から消防長の発言を抜き出

します。９月議会において天守木造化事業の３５００

万円の予算が付き、１２月のゼネコンコンペ、市民説明

会開催の段取りがついて、市長の前の局長が集結した

「エイエイ、オー！」の会議でした。副市長はじめ、市
図 71 
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長の前で局長は「前進あるのみ」でしたが、ただ一人、消防長だけが河村市長の独走に異議を唱えていま

す。 

「我々で判断すればよいところと未知の部分ではコンセンサスがいる。」「文化庁、国交省・・・・外の

応援団をたくさん作らないといけない。」「専門家の意見を聞くのは当然だが、情報発信していく作業が

ないと、内部で暗黙でやっている形・・・・結局は締めができない。」「市民に対しても、市長がこうい

っていますではなく、みんなでやって行こうと言う体制が外にもないと。」などなどです。消防長はゼネ

コンへのコンペ要綱を書くのに、この前代未聞の巨大な木造天守の消火・救助方法をいかにするべきか

を悩んでいたのだと思います。 

消防士は「命」をかけて、消火・救助にあたります。１５人の名古屋市幹部が集まった中で、唯一河村市

長に異議を唱えられたのは、消防士の「魂」故でしょう。５年を経て、今の天守木造化事業の頓挫をみる

に、この時の消防長の意見が正しかったことがわかります。この場にいて、今も残る市役所の幹部職員の

感想を聞いてみたいものです。 

 

４節 名古屋市教育委員会 

 

名古屋市が文化庁にしばしば訪ねていますが、いつも教育委員会から同伴

者がいます。文化庁に対して、名古屋市の文化財担当として、従来から変

わらず教育委員会が見ているぞとの姿勢です。 

名古屋城保存活用計画はＡ版で２４４ページもあり、内容は平成２４年度

のそれを引きつぎ、教育委員会でしか書けれないものです。結論は「木造

天守の復元を行う。」ですが、現在のコンクリート天守の文化財としての

価値、耐震補強について詳述しています。しかし、その現天守を壊す理由

は「木の香りを嗅ぎ、石落としがあって、往時の空間が実体験できる木造

天守を復元するため。」とあるだけです。 

空間の実体験は、櫓がホンモノとして残っており、西北の隅櫓などは他国では天守の規模を誇っている

ので、それですまし、史跡の価値を広める博物館の刷新を現天守閣博物館で行えばよいと私は思うので

すが、文化庁と同じで「史跡の本質的価値」とは、「史跡内に建つレプリカにある。」としています。「史

跡の本質的価値」は何度も出てきますが、その中身の話はなく、文化庁の新たな＜史跡の上に建てて良い

建造物基準＞「史跡の価値の構成要素」とし、「史跡を理解するための構成要素」を消しさっています。 

 

観光文化交流局が河村市長の特命を受け、市民経済局から名古屋城総合事務所を受け入れ、改訂された

文化財保護法の元で首長直轄の文化財・名古屋城の活用組織としてあると思っていたのですが、３月の

埋蔵文化財の毀損事件からしても、あいかわらず文化財は教育委員会でみて、観光に生かす天守につい

ては名古屋城総合事務所と住み分けており、その連携がうまく行かず埋蔵文化財の毀損事件が発生した

のでした。 

 

教育「長」は市「長」と独立してあるように、任期替えは市長の４年任期中間に行われていたのですが、

河村市長が、教育長を指名するように変わっていました。 

図 72 
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２０１９年４月１８日には文化庁長官あてに（副申）を教育

長名で書いて提出しています。河村市長の奇策「木造天守の

文化庁との協議が進まない。まずは現天守の取り壊しを認め

よ。」との復元検討委員会を通さない方法に対して、賛同の

意見をつけたのでした。隠された黒塗りの下には河村市長の

奇策をなじる事もあるのかもしれませんが、黒塗りですので

わかりません。 

 

２０１５年１１月９日の名古屋城天守閣整備検討会議第１

回の会議記録のなかの教育長は「文化庁との調整が多く、文

化庁からは現天守の取り壊しも含めて多くの資料も要求さ

れるだろうから、専門家を入れての専門部隊を作るべきであ

る。」と前向き発言でした。 

実態は、名古屋城総合事務所が前面に出て文化庁との協議を

し、なんとも情けない（副申）を書かなくていけない事でし

か教育長は目立っていません。 

木造天守というだけで、どんなのが現天守の跡地に作られる

か、また作れないかもしれないが、「わからないままに、現天守をまず壊せ。」と書いたのです。２０２

２年末木造天守竣工を市民に約束した河村市長の独善であり、文化庁のＯＫなどそんな急には取れるわ

けないのを知っていて書いたのです。教育委員会文化財保護室の二人の名前が出ていますが、このよう

に「魂」を売ってしまっているので、城埋蔵文化財の毀損事件も起きるべきして起きたのでしょう。 

 

 

５節 名古屋市天守閣部会 

構成員  

瀬口 哲夫  名古屋市立大学名誉教授 座長  

小野 哲朗  名古屋工業大学名誉教授 副座長 

片岡 靖夫  中部大学名誉教授 

川地 正数  川地建築設計室主宰  

西形 達明  関西大学名誉教授 （土木、遺産） 

麓 和善   名古屋工業大学大学院教授  

古阪 秀三  立命館大学客員教授 （契約・施工） 

三浦 正幸  広島大学名誉教授  

オブザーバー 洲嵜 和宏 愛知県教育委員会生涯学習課文化財保護室室長補佐 

 

名古屋城の木造天守を河村市長の意向どおり実現するために集められたメンバーは、コンペの審査員か

ら、大森さんが抜け西形さんが加わっただけです。大学で建築を研究し教えてき方々であり、一級建築士

の資格もお持ちです。「史実に忠実な復元が１００％デキナイ」ことも「法同等以上の安全」「建築基準

●竹中工務店を、コンペ要綱により選んだ審査委員  

図 73 
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法３条１項４号」についても良く理解してます。 

国交省と文化庁、それぞれ卵が先か鶏が先かの話をしま

したが、国交省の「技術提案・交渉方式」の導入は大森

さん、古坂さんが、文化庁の復元基準には、麓さん、瀬

口さんに見識があり、「技術提案・交渉方式」のゼネコ

ン設計施工一式のコンペによって、竹中工務店を選び、

まず「基本計画図」で文化庁・復元検討委員会を通し、

それから「法同等以上の安全」を日本建築センターに図

り評定を取得し、「基本設計図書」をまとめる段取りで

した。今は基本設計を終えて実施設計中であると言い、

竹中工務店から出される木造天守案に付き合っていま

すが、上部構造・木造部分の検討出来ることを行ってい

るだけで、基礎構造は市の石垣部会からの反対があり、

穴倉内部の検討は放棄したままです。そして、文化庁の

復元検討委員会にも名古屋市は木造天守案を出してい

ませんので、「基本設計」にも入れていません。 

 

２０１５年１１月２９日に、審査委員と河村市長はコン

ペ要綱を前において、コンペ以後を想定して議論をして

います。役人は「文化庁とは事前に内容の調整をしてあ

る。」と言っていますが、その後の文化庁の様子から、

建築の設計、とりわけ巨大な木造建築については、素人

の役人同士であり想像の範囲外だったのは間違いがな

く、また、身障者エレベータ―についての河村市長の言

動から、審査委員は河村市長が常人でない事に気づいて

いないようです。石垣修理を後回しにすることで、文化

庁の了解が得られないかのでないかと問題提起もされ

ています。審査委員から天守閣部会委員となっても、有

識者には何の責任も発生しないので、先生方は天守閣事

業の頓挫になってもビクつく事はないです。 

 

基本設計業務内容の関係官庁の打ち合わせが公開され

たのですが、その内容は２０１７年～２０１８年の天守

閣部会の記録でした。９月、１０月の避難計画の所は黒

塗りでわかりませんが、２０１８年３月の天守閣部会の

資料から、基本設計終了と言えでも「法同等以上の安全」

について天守閣部会の検討は終わっていないことがわ

かります。 図 75 
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２月末の基本設計終了予定時に、河村市長は「ホンモノでなきゃ、作らん方が良い。」と、身障者エレベ

ーター、竹中工務店から提案があった目につく法同等以上の安全対策を全てやめてしまいました。  

２０１８年７月に文化庁に持ち込んで受け取られ

なかった「基本計画案」も黒塗りですので、内容

は新聞の文字でしかないのですが「史実に忠実な

復元」として「法同等以上の安全」の為に必要な

避難階段は設けず、とあります。恐ろしいことで

す。これでは、火事が起きたら２０００人が死に

ます。 

 

市が集める有識者の審議会とは、どんなものでこ

うであり、河村市長の思いを代弁するものでしか

ありません。市長の言葉の箔づけです。 

これによって、なにより「人の命」大事に働いて

いる一級建築士の価値が下がるのですが、本人た

ちは実際に建築設計をしない大学の先生ですので、

気にすることはないようです。 

構造評定は分かるのですが、防災評定を知らない

先生方でした。  

図 76 
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６節 名古屋市石垣部会 

 

石垣部会は、１８年前２００２年（平成１４年度）から行っている本丸搦手馬出の石垣修復を検討するた

めに発足しており、２００６年（平成１８年）に石垣部会と改称した経緯があります。石垣部会に「木造

天守」について公式に提示されたのは２０１７年５月の名古屋市と竹中工務店の契約の後です。工事開

始から１５年を経て、いまだ本丸搦手馬出の石垣修復は完成していませんのに、本丸御殿に続く木造天

守のレプリカ建設が優先されることにいらだつのは当然ですが、名古屋市は部会を無視して来ました。 

５月の部会の後、構成員の千田奈良大学教授は「こんなのでは、木造天守は１００年たってもできはしな

い。」とぶら下がり記者会見で発言しました。「木造天守閣を作る・作らないにかかわらず、現状の天守台

石垣は劣化・老朽化しており、早急に調査し、その後どのように保全するかを検討する必要がある。」が

部会の統一見解でした。 

構成員は、考古学の分野の方々です。全国にある石垣は地方自治体の埋蔵文化財の考古学者に委ねられ

ているので、石垣の専門家を集めるとなると考古学となります。石垣は「石の声を聞いて積む」職人技で

すので、土木工学、建築工学の研究対象にはなっていません。 

文化庁の役人は天守閣部会には陪席しないですが、コチラではします。 

北垣聰一郎 石川県金沢城調査研究所名誉所長 座長 

赤羽一郎  愛知淑徳大学非常勤講師 

千田嘉博  奈良大学教授 

宮武正登  佐賀大学教授（中世日本史） 

西形達明  関西大学名誉教授（地盤工学） 

オブザーバー 

中井将胤  文化庁文化財部記念物文化財調査官 

松本彩氏  愛知県教育委員会生涯学習課文化財保護室主事 

 

構成員の千田教授は、マスコミに顔をだし、ツイッターも毎日行っている、城マニア相手のタレント活動

をされている方であり、「名古屋城の天守閣を木造で復元し、旧町名を復活させる有志の会」の講演会で

は「河村市長と一緒に天守木造化事業を進めて下さい。」と要望され、「文化庁は現天守を壊させない。」

と回答したのですが、「有志の会」から求められて市長と握手です。ですので、名古屋城の問題で彼を追

っていると石垣部会の全体が見えなくなります。 

彼の書いた本「信長の城」「江戸始図を発見した。」「江戸

城は白かった。」では彼は建築の本質を学ぶことなく、日本

建築史での先学の論文を、引用元を明らかにせず混ぜ合わせ

て自分が考えたの如く使い、ＮＨＫなどマスコミに重宝がら

れています。 

私はご本人に「建築史の先生と共同で本を書かれた方が良

い。」と、忠告のお手紙をしたのですがやめませんので、ＮＨＫ，各出版社に対して、「彼の＜復元＞は、

イラストレーター任せのものであり、建築の研究者によるものでないので、取扱いには注意をしてくだ

さい。」と、私はお手紙を書き続けることになっています。 

●２０１９年１１月２８日市民説明会

で、千田教授は名古屋市長と握手をした。 

図 78 

図 79 

https://www.facebook.com/groups/334351686611768/?ref=group_header
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●２０１８年１０月２１日 講演「名古屋城天守 漂流」より 石垣部会の主張  

３ッあります。 

その１：特別史跡として４００年前から現存する石垣こそ重要である。木造天守を竣工させてから石垣

の保全を図るなど言語同断であり、まずは石垣調査をするべきである。 

 

２０２０年３月に、松雄局長は「構想２０２８年竣工」を打ち出し、石垣部会に「木造天守を作る前提で

の石垣調査・検討を進める」とした工程表を発表しました。 

 

「文化財の価値とは何か。現天守の価値について。」「燃える木造天守は命の危険あり。」の問題には触

れていない、請負契約をし

た竹中工務店が約する工程

表でもない単なる「構想」で

す。 

松雄局長の「問題は石垣だ

けだ。」に、石垣大事の千田

教授は呼応して、河村市長

と握手をしたのでしょう。 

木造天守の復元運動を各地

で行う名古屋市天守閣部会

の三浦広島大学名誉教授と

共に、彼は史跡の上への「史

実に忠実な木造復元」を望

んでいます。 

図 80 

図 81 
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その２：木造天守を支える跳ねだしコンクリートは、石垣を破壊する。認めない。 

跳ねだしコンクリートは、天守閣部会の瀬口さんがいうように、木造天守の「安全」を考え、２０２０年

夏竣工させる上の根本提案でした。一度壊してもまた積みなおすのですから、今までも積みなおしてい

ますので良いかと私は思っていたのですが、「認めない。」とあり、名古屋市は前提条件の①まずは木造

天守、石垣は後②1 階穴倉も木造とする③既存の石垣の上に木造天守を載せない、を崩しても考えなおす

としています。しかし、これら前提を崩しては技術提案方式のゼネコンコンペの公正性はなくなります。 

 

その３：2018 年 3 月に石垣調査結果が出たが、石垣部会は「さらに調査が必要だ。」と言う。 

図 82 

図 83 
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2017 年 8 月に河村市長は文化庁に行き「石垣ファーストにする。」と表明し、名古屋市は木造天守の為

に石垣調査を行うと新聞発表しましたが、文化庁と石垣部会は石垣保全の為の調査だと言っていました。

竹中工務店は、木造天守の為の石垣調査費を基本設計料と共に見ていたのですが、別に石垣調査を随意

契約で名古屋市と行っていることからも、これは文化庁の言う石垣保全の為の調査であった事は間違い

なく、その結果は石垣部会には不足だったのでしょう。 

 

もう一つ、「名古屋城調査研究センター」を、金沢城、熊本

城にならって、名古屋市も作るべきだと石垣部会から強く要

望していました。工事開始から１５年を経て、いまだ本丸搦

手馬出の石垣修復は完成していない中で、石垣調査の組織作

りから、何とか名古屋市に「石垣こそ文化財・史跡のキモ。」

であり、金を使わせ、名古屋市の考えを改めさせようとする、

その一貫での石垣保全の為の調査だったのでした。 

 

「名古屋城調査研究センター」は 2019 年 4 月に実際できるのですが、前に書いたように埋蔵文化財の毀

損をおこしました。研究センター長には学芸員を当てはめ、観光文化交流局から教育委員会に戻さない

と石垣部会の願いは達せないのでしょう。 

熊本城は地震から 4 年で、石垣も積みなおし終えました。新しい 3500 個の石がとり替わっています。耐

震改修をして、コンクリート天守を残すと方針を決めた後は早かったです。石垣部会に地盤工学の先生

が加わりましたが、石垣が自立するには地盤工学の範囲ですが、建築の地業として石垣は工学の対象に

はなりません。 

石垣部会の構成員は考古学の方です。北垣先生は 30 年前から金沢城でご努力されており、私は論文も拝

見しています。文化庁は復元・歴史的建造物を史跡の上に作る理由の一つに「考古学者の生きがい（文化

図 84 

図 85 
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庁月報 No．525～527 文化財部記念物課長・矢野和彦）」をあげています。これについての議論が石垣

部会であったとは外には聞こえてきません。 

文化庁は、「日本の史跡では柱の跡しか残らないから、「登呂遺跡」以来、史跡の上に復元をしてきた。

それが史跡の価値を知らしめるに最適だ。」として、平城京の復元を根拠のない「妄想」の中で行ってし

まいました。 

 

世界遺産のベニス憲章「史跡の上のレプリカ禁止」から、平城京の為の奈良宣言（１９９４年） 

authenticity までの議論「史跡の本質的価値」について、石垣部会の先生方には名古屋市民に是非教示

していただきたいです。名古屋市も文化庁も「史跡の本質的価値」と言葉に出しますが、私には「木造の

復元天守」が「史跡の本質的価値」だと言っているとしかおもえません。（第一章で書きました。） 

 

近世城郭は、柱は無くても柱の礎石は残り、なにより巨大な石垣が聳えています。そして、400 年前の天

守もいくつかは現存しています。妄想によって史跡の上に怪しげな「往時の復元」をしてそれを「実体験

できる価値がある。」というテーマパークの如き姿に史跡をしてしまう事より、残った石垣、土塁を整備

して、３Ｄ、模型などによる博物館での展示によって、この天守が無くなった歴史を、史跡の上で随時追

体験できることの方が良いと私は思います。 

 

名古屋市は、石垣部会を解体しようとしたのですが、持ちこたえ

てくださいました。市民の意見を吸い上げるのでなく、河村市長

の夢「木造天守復元」に、ただまい進するだけでは木造天守は実

現しません。天守閣部会の方こそ、市長の約束どおり 2022 年末

竣工できないのですから、責任を取って解体しないといけません。 

 

2020 年 3 月の石垣部会では、名古屋市の現天守解体案について、さらに問題「仮設に持ちこたえること

ができるのか。」を名古屋市と竹中工務店に突き付けています。木造天守復元だけですと、天守台の石垣

しか見えていませんでしたが、この仮設案ですと、堀の外側の石垣に荷重がかかり、堀の底にも荷重がか

かります。天守台の石垣調査だけでなく、そのまわり、特に天守台の北側の石垣は、外観からして後世に

積みなおしており、裏込めからの調査がいると思われます。 

 

西北の御深井丸は、低湿地に松の杭を打って

石垣が積み上げられており、昭和になっても

石垣が崩れています。仮設に持ちこたえるこ

とができるのどうかと心配を広げると、石垣

調査作業は大変です。 

 

しかし、耐震改修をするにおいても、天守台

を囲む仮設に、重機の設置は必要ですので、

どちらみち行わないわけにはいけません。 

図 86 

図 87 
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第六章 民間の「天守木造化事業」への対応 

1節 竹中工務店 

 

名古屋市は実施設計業務委託契約を竹中工務店と２０１８年４月に結び、すでに５億９４００万円は支

払い済みで、この２０２０年５月２９日終了日に残りの９億８９８４万円を支払う予定でしたが、２０

１９年度の支払いはなく、４億１０２万円を減額して、契約を２０２１年３月２６日まで伸ばしました。 

 

木材の製材の契約は、設計とは関係なく２０２２年末木造天守竣工の為に先行手配とし、２０２２年１

２月１６日までに９４億５５４０万円の契約を結び、２０１９年４月までに２１億９６００万円を払い

１２月２５日に９億５４００万円を払い、合計３１億５０００万円を支払っています。さらに、２０２０

年度分の材木の保管料１億円（年間）を新たに議会承認得ました。いつできるかわからないのに、材木を

買い続け、保管し続けるのを議会は是としています。 

 

第四章 １節材木を買うな！ 愛知県知事は、「私は事実関係を知りたい。なんでこうなったのか。なん

で許可のメドも立たないのに５００億円の予算を立てて、議会も議決して、許可のメドが立つまで木材

を買っちゃダメだと議会に言われていながら、それでも１００億円も契約してどんどん製材をしてしま

ったと。これは一体何が起きたんだと。我が日本国でこういう事が起きるのが私は不思議でならないん

で、いつ誰が何を言ってこうなったのかを是非知りたい。」と２０１９年６月２４日の記者会見で話しま

したが、名古屋市、名古屋市議会は一切反応していません。 

名古屋市の「天守木造化事業」への対応  

１節 名古屋市長と名古屋市観光文化交流局、名古屋城天守を「戦後復興市民のシンボル」に、 

の中で、私は以上の２つ「設計の継続」「材木の調達」を違法だと名古屋市に指摘しました。契約は双方

合意の上ですので、ゼネコン竹中工務店も当然、建設業法、建築士法に反しています。 

＜その３ 請負契約・民法 632 条違反＞ 

質問の③ 竹中工務店とは「ゼネコン設計施工の請負契約」であり、建設業法 19 条により、竣工日が特

定できなくなった今、市は請負契約を廃棄し、竹中工務店に損害賠償を求めるべきであると考えるが、な

ぜ、そのようにしないのか？両者の癒着を疑っている。 

設計業務委託契約は、請負契約の中にある（国交省 技術提案・交渉方式）ので、請負契約が廃棄と同時

に廃棄となる。しかるに、設計契約を延長し設計料を得た竹中工務店は、＜建築士法２５条設計料＞ に

違反する。 

＜その６ 建設業法違反＞ 

質問の⑥ 平成 30 年 10 月の文化庁審議会において、名古屋城木造天守は議題にならず、名古屋市の

2022 年末竣工はもはや果たせなくなったのに、なぜ、竹中工務店に引き続き材木を買わせ、11 月 20 日

に河村市長は赤松を切りに出かけることができるのか？ 

 

どうして、竹中工務店は、このような明確な違法行為を続けれらるのか？河村市長と契約書を交わした

副社長も、当時の竹中工務店名古屋支店長も今はいませんが、企業ですので、契約は現在の副社長・支店

長の元で継続しています。通常は行政がゼネコンより強いので契約では平等になるように、契約項目が
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仕込まれています。 

今なお、名古屋城木造天守（案）は文化庁の受付前であ

り、文化庁との協議は名古屋市が責任を持つと契約に明

記してありますので、名古屋市の責任で天守木造化事業

は企画段階で止まったままです。その止まった事が確定

した２０１８年１０月でもって、２０２２年末竣工の契

約を廃棄して清算をすべきだったのですが、２０１８年

１０月以降の竹中工務店の名古屋市への追従は癒着以外

のなにものでもありません。 

 

建築士の設計で一番重要な仕事は、基本設計図書と概算見積もり書でもって、施主の要望内容が満たさ

れていることを説明し、施主に確認する事です。この６層の木造天守は危険な違法建築ですので、特に

「適法であり、安全」であることを関係官庁とこの基本設計段階で打ち合わせし基本設計図書にまとめ

て、実施設計に進むために、施主の合意を得るプリゼンテーションは一番大切です。 

竹中工務店は、大変な間違いをしています。河村市長だけが施主ではありません。税金で建てるのですか

ら、名古屋市民に「説明責任」を果たさないといけないのです。が、していません。 

２０１７年１月、２０１８年１月、２０１９年１１月の各市民説明会での竹中工務店の説明は「史実に忠

実な木造による復元」だけであり、「適法であり、安全。」は、まったくありませんでした。 

 

ゼネコン業界は、扱う金額が多いので

なにかと黒い噂が建つのですが、この

名古屋市の天守木造化事業は間違い

なく竹中工務店が主役となり、ゼネコ

ン業界、設計業界に汚点をつけまし

た。河村市長だけが主役ではありませ

ん。司法では、被告・河村たかし市長

ですが、秋の結審の後には受け取った

金を名古屋市に返せばよいだけでな

く、ゼネコンを所管する愛知県から罰

せられましょう。 

 

竹中工務店は、いくら株式を公開していないゼネ

コンであっても、裁判の結審を待たずに企業コン

プライアンスの声を出さないと、この過ちは後々

まで社名に傷となって残りましょう。 

マスコミも議会も竹中工務店に取材をしません

が、「１０円募金」をした子供たちは忘れません。

「どうして、木造天守はできなかったの？」と。 

●２０１８年１２月、竹中工務店グループが 318億円で名古屋市から受託。 

随意契約。延べ４万㎥、アリーナ２万人収容。２０２２年１０月開業予定 

図 88 

図８９ 

図９０ 
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2節 身障者団体 

 

フェイスブックに「名古屋城木造天守にエレベーター設置を実現する実行委員会」があります。検索してく

ださい。この市役所を彼らが取り巻いた２０１８年５月のころの、ここへの書き込みは酷かったです。「富士

山に登れないのだから、天守に登れんでも仕方がないだろう。」は比較違いに気づかない程度なのでまだ良い

方で、差別用語が満載でした。代表の近藤佑次さんは、木造天守の為に新たな差別を受けました。 

 

彼らは木造天守に反対していないのですから、こんなに

「差別」が名古屋市内に蔓延するとは私は思っていません

でした、しかし「差別」があって欲しい人には木造天守で

あろうがなかろうが構わないようです。 

木造天守を望む人全てが、このような「人権侵害」「差別」

を唱えているとは思いたくないのですが、袴姿に刀をさし

て木造天守に登りたい方に、「史跡の価値」「名古屋の都市

文化」を語っても無駄だと思い知らされました。 

 

私も管理人の一人であった「名古屋城天守を戦後復興市民のシンボルに」にも、「面白いじゃないか、木造天

守。ホンモノだ。ホンモノにエレベーターなどありえない。ニセモノのコンクリート天守はさっさと壊せ。」

の書き込みがありました。「なぜ、ホンモノ？本物は燃えてなくなったのですよ。」と問うても、河村市長の言

葉「復元はホンモノ。」を繰り返すだけの人たちには、私の問いの意味が通じないのでした。情けない思いを

抱いただけなく、「差別」の中にテロリズムの芽を感じ、恐怖を覚えました。 

文化庁が地方に勧める「木造復元は、往時の実体験ができる。」の意義とは、何のことはない、遊びの世界で

楽しんでもらい、それで史跡の価値を誤って理解されても構わない、文化庁はどんな理由であっても多くの人

に史跡に来て欲しいのだと確信した時でした。木造の復元建造物は、地方の誇りを表し、歴史文化の振興に役

立つなんていう表現はマヤカシであり、「往時の実体験をして遊ぶ」人集めの道具であり、テーマパークのシ

ンデレラ城となんら変わらないのです。 

 

２０２０年４月１７日の文化庁の新たに緩和された＜史跡の上に建てて良い

建造物基準＞は、このような「差別」「妄想の世界に遊ぶ」人たちを助長させる

基準であり、日本の「文化」成熟には大変危険だと思っています。 

 

一方、文化庁は２０１８年８月１６日に彼らに「木造天守にエレべーターをつ

けても史跡の上の復元はＯＫ」と回答したとおり、２０２０年４月１７日に＜

史跡の上に建てて良い建造物基準＞「Ⅱ：復元的整備」で明確に文章にしまし

たので、エレベーター設置はもう間違いないです。 

しかし、今も名古屋市は「エレベーターに替わる昇降機の国際コンペを行う。」

としていますので、彼らの「差別」「人権侵害」への反対運動は続けることにな

りましょう。 

図 91 

図 92 
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第七章 市議会 

 

２０１５年３月に、名古屋市は木造天守復元案を作成し、市議会経済水道委

員会に諮っています。石垣の保全は後廻しとし、石垣に木造天守の荷重を載

せず、既存のケーソンを利用するとあり、身障者エレベーター、鉄骨階段の

検討もしており、市会議員から「コンクリートの耐用年数は５０年と言いつ

つ、ケーソンはこれから何百年持つというのはおかしい。」「史実に忠実な

復元といいつつ、エレベーター、鉄骨階段もあるのか。」と、今に至る復元

木造天守の問題は把握していたのでした。しかし、問題を指摘しないままに、

相変わらず２０２０年度の天守木造化予算３億１千万円も認めています。  

 

市議会は判断ミスを３回しています。 

●２０１５年９月議会で、議員報酬６００万円アップと天守木造化予算３５００万円がバータ―になる。 

朝日新聞と毎日新聞が不思議な事が起きた。と、書いています。河村市

長の２０１１年議会リコールによって、議員は自らの報酬を８００万円

に減らしたのですが、河村市長の減税ニホンは離団者が相次ぎ２８議席

から１１議席に減り、自民・公明・民主の市議団で報酬アップの議決を

したのです。その代りに河村市長がやりたいという天守木造化予算３５

００万円を認めるから、河村市長は議員報酬で吠えることがないだろう

という事でした。河村市長密約を取り交わしたわけではなく、この後の

２０１７年の市長選でも「議員報酬のお手盛りアップはけしからん。」

ですので、バーターになると市議団が思ったのが不思議なのでした。 

３５００万円は、ゼネコンのコンペ費用と、市長自らが行う「木造天守

はエエゾ」の市民説明会の費用でした。これで議会の承認の上でのスタ

ートが出来ました。議員は「木造天守の案が出てこなくては、なにも始

まらないし、市民２万人アンケートを案が出てから行うと名古屋市を縛ったので、それからでも否決で

きる。」と考えたのが浅はかでした。２０１５年３月の復元案で木造天守の問題を知っていたのですが、

それを選挙民に周知せず、比較の為に耐震補強案を市に作らせることもなく、慢心していたのです。 

 

●２０１６年３月市議会水道委員会で、市から「アンケートは２

択、２０２０年竣工木造天守案と耐震改修（案はないまま）」と

言われ、自民党から共産党まで一致して「いずれは木造天守に」

をいれて、３択にせよ。直ちに市長に確認せよ。」 

で、結果は「いずれは木造」が４０％と一番多いのですが、記者

クラブは名古屋市の言う通り、賛成６２％と見出しにし、河村市

長は「木造天守は市民の願いだから、急がなあかん。」を記事に

したのでした。 

役人は、５００人のネットアンケートでは、２択ですと７割が耐

●２０１５年３月の木造天守案 

図 93 

図 94 

図 95 
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震改修であったので、ケチな名古屋市民が、４００億円と予算を立てていたのが竹中工務店から５００

億円とあり、木造天守を選ばないと踏んでいたのですが、竹中工務店の美しいプリゼもあって「今はまだ

老朽化が大丈夫ならそのままで、文化庁がコンクリート天守を認めないというならば、いずれは木造天

守だな。」が一番多くなったのでした。 

 

「燃えない天守を」と、焼けあとに真っ先に作られた経緯の話もなく、今や登録有形文化財の価値がある

事も市民に知らせず、 日本の建築文化は木造であり一代で建て替えるのですので、市民は至極まっと

うな答えをしたのです。間違えたのは議員です。巨大な木造建築の問題には目を向けず、いずれは木造に

したかったのでしょう。まんまと河村市長１人にやられてしまいました。  

 

自民党から共産党までアンケート項目に一致して「いずれは木造」を入れさせられ、河村市長はそれを

「市民の大多数が木造を望んでいる。」と変えてしまい、アンケートの作文に失敗したと役人も思った事

でしょう。この「いずれは」で、議会は２０２０年夏竣工に抵抗し、河村市長は市長の「専決権」で５０

０億円の予算を執行するとまで言い出しました。 

そして、２０１７年４月の市長選に望みます。河村市長は「議会リコールを、市長選と同時に行う。」と、

自民党市議団のカシラに言います。自民、民主のいずれも、木造天守派と耐震改修派の数は拮抗していま

したので党内部では揉めました。 

 

●２０１７年３月、「これは、政策でない政局だ。」と、選挙戦のさなかに自民、公明、民主は天守木造

化事業５００億円の予算を認めてしまいました。 

選挙戦の論点にしない作戦で勝つ！というのですから、その作戦で河村市長に勝てればよいのですが、

圧倒的に負けてしまいました。市長の主張を背けていては、もともと市長選に勝てるつもりなど自民党

にはなかったのでしょう。 

その後の名古屋市の天守木造化予算は「木造天守

は決まった事」として、全て認めることになって

います。２０２０年度の予算も認めました。  

 

木造天守の問題を知っている自民党員２人は、議

決の席を離れる事しかできませんでした。 

 

大村知事から「市議会は何をやっているのだ。文

化庁は木造天守を認めないとしているのに。材木

１００億円も買うなんて。」と言われても、議会

が文化庁に問いただす事はしません。 

 

文化庁と名古屋市の役人のタッグに、議会はなに

も追及ができなく、既に５０億円も税金を使いま

した。 

図 96 
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２０１８年２月２８日、「バリアフリーの為にエレベーターをつけるなら寄付金を返せ。」と市民から

あり、市は「返さない。」と返事をしています。２０１７年９月から河村市長が言い出した「エレベー

ターはつけない」は５月末にようやく名古屋市の決定となりました。 

２０１８年２月１５日までに名古屋市は名古屋城「保存活用計画」案（３月末に文化庁に提出）に関す

るパブリックコメントを募集し、木造天守に反対の意見１７０余が集まりました。 

２０１８年３月３０日 特別史跡名古屋城跡全体整備検討会議（第 26 回）終了後の囲み取材では、名古

屋城総合事務所の蜂谷主幹は「基本設計の完成物の検査ですが、今日 1 日で終わるわけでは無く、すご

い量ですから、段ボール 5 箱くらいあるので、随時検査します。成果品としてはいただきました。検査

で合格しているわけではないものですから、検査をさせていただいて、内容に不足があればさらに追加

を求めることがありえる。あるけども、基本設計としては完了しているということ。」と述べたのです

が、エレベーター設置は決まっていないし石垣調査結果を石垣部会にみてもらってもいない。さらに 

２０１８年３月２８日天守閣部会では「構造計画、防災計画、ユニバーサルデザイン、仮設計画、活

用、維持管理、地盤調査が終わっていない。」の確認がされています。 

 

この頃に、天守木造化事業のあらゆる問題が噴出しており、市民オンブズマンは、以上を整理して「絵に

も描けない名古屋城木造天守閣」を市会議員全員に送ったのですが、予算１１５億円を議会承認しまし

た。議会各派は木造天守が作られる前提にたつにしても、エレベーター、石垣調査、防災計画、資金計画

と市民オンブズマンが「絵にかけない」と指摘したことに、あえて目をそらした各会派の意見でした。 

自民 賛成 名古屋城天守閣の閉館後において、名古屋城の無料開放や現存する三つの隅櫓の開放など 

様々な集客対策を行うことで入場者を確保すること。 

民主 賛成 歴史観光歴史遺産を観光魅力に昇華することを念頭に娯楽性等を加味しながら観光客の視 

点に立って、観光資源を魅力あるものに磨き上げていくこと 

公明 賛成 バリアフリー新法が施行されて 10 年になるが遅れている箇所の観光文化観光文化施設の 

バリアフリー化を早急に進めること 

共産 反対 名古屋城天守閣の木造復元に関しては、バリアフリー問題一つとっても容易に解決しない、 

このような天守閣木造化は拙速に進めるのではなく、いったん立ち止まり、現天守閣の耐震 

化を含めて再検討すべきだから。2022 年天守閣木造復元に関して市民合意がない。 

 

２０２０年３月１３日名古屋市議会教育子ども委員会にて、伊神邦彦自民党市会議員は「現天守閣の評

価をきちっとして、市民に示し、登録有形文化財にしてもらい、その上でもっと価値のある木造天守に変

えていくという筋道をきちんとして文化庁の信頼をもらって進めるのが本来のやり方。それをはしょっ

たのがおかしい。また、現天守の解体申請書も、当初は竹中工務店が技術提案交渉方式で 2020 年までに

作ると言った。それが 2022 年になり、2028 年になりいつになるかわからない。あの技術提案方式の考

え方は崩壊した。もうだめだ。納期も出来ないんだから。だから今の解体申請書は取り返すべき。現天守

閣の価値を見定めて、それよりいいもの作りますと復元申請書と副申書を出すべき。」と発言するも、 

自民党市議団は「執行の見込みが立たない予算の議決を議会に求める異例の事態となっていること」を

承知していながら、２０２０年度の天守木造化予算３億１千万円を認めました。議会は市に「要望をつけ

て賛成」といつもの事ですが、「要望」が果たされなくても追及をしません。こんな市議会なのです。 
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第八章 マスコミ・名古屋市民 

 

新聞の名古屋市の占有率は、中日新聞８０％、朝日新聞１０％、毎日新聞５％、読売新聞５％です。中日

新聞が名古屋市民を代表していると思って良いぐらいの占有率です。中日新聞は、東海テレビ、ＣＢＣテ

レビと連携しています。ＮＨＫは当然政府、行政の広報機関です。中日新聞が河村市長と離反しない限

り、なにも真実は市民に伝わりません。 

 

東京では読売新聞が体制側の自民党につき、中日新聞グループの東京新聞が野党革新側にたっています

が、これは占有率で決まる事であり、名古屋で売れる新聞を狙うには、中日新聞は体制側につき木造天守

の問題を隠し、読売新聞は堂々と、河村城・木造天守の問題を書きます。が、書いても誰も読みません。  

 

２０１６年６月、アンケートの結果が出た後

に、中日新聞は３週間にわたり「いずれは木

造天守」の多くの市民にむけて、キャンペー

ンを張ります。河村市長の「木造天守にする

なら、早い方がエエ。」に合わせた世論誘導で

す。 

 

私たち木造天守に反対する者は、世の流れに

逆らう者であり、一切報道されませんでした。

新型コロナウイルスも「自粛」という形でし

のぐ古い体質の日本であり、さらに田舎の名

古屋です。 

 

なんどか、中日新聞の投稿欄に出したりして

もラチがあかず、ネットでほぼ同時に「壊す

な！天守」の声を出していた者が集まり、１

１月に「名古屋城天守を戦後復興のシンボル

に」を立ち上げました。 

 

河村市長が２０１７年４月の市長戦に圧勝し、６月議会に天守木造化事業推進の議案をかけますが、議

会は「いずれは木造天守」であり、急ぐことはない。２０２７年のリニア開通に合わせて、で良いのでは

ないか。」「５００億円もの建設費を４０年で元が取れるから、全て借金で行うと言うが、その資金計画を

示せ。」と、議案を通しません。 

９月議会で、河村市長は「２０２２年末木造天守竣工」新たな案を議会に出しました。議会からは「コン

ペは２０２０年夏竣工なのに、市が勝手に延ばすのはゼネコンに公正でない」と言われたのですが「３人

の弁護士に聞いた。二人はこのくらいの延ばしなら行政の裁量の範囲」だと、名古屋市は押し切ったので

す。今回さらに２０２８年竣工と名古屋市は言い出しましたが、もう議会は追及しません。中日新聞も、 

図 97 
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２０１６年９月～１１月にはあれほど記事にしたのですが、もう２０２８年竣工についての疑義を記事

にしません。すれば、名古屋市、河村市長の足を引っ張るからです。どうせ、木造天守はデキナイのです 

から、今までの木造天守ヨイショ記事の事もあり、中日新聞は知らん顔をし続けるしかないのでしょう。 

 

●市民を騙す中日新聞。２０１７年９月の石垣部会の記事です。 

 

名古屋市は、市民には木造天守の為の石垣調査だと言っているのですが、実際の石垣部会の議論は石垣

保全の為の石垣調査です。 

図 98 
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記者は傍聴して記事にしているはずなのですが、全く議論にないこと、あっても反対の事を書いていま

す。議事録と照らしあわせ、①石垣調査の目的②石垣調査の内容③天守台石垣の修理工事はいつやるの

かを、追ってみました。専門部会の事など、市民は新聞でしか知りえませんのに、新聞は記事の捏造まで

やってのけるのです。中日新聞だけに限らず、マスコミを信用してはいけないとつくづく思い知らされ

ました。 

 

石垣部会は会の後に記者会見をするのですが、この記事の後は「あなたたち、記者は信用できない。」と 

なってしまいました。私は、石垣部会は石垣調査の実利を得るために、あえて新聞に訂正記事をかかせな

かったのだと思いました。日経新聞などは「名古屋市が木造天守の為としている石垣調査を、石垣部会で

は、、、、」と、但し書きをしていました。日経新聞は熊本出身の記者が「市長、名古屋城は熊本城のように、

まず市民に愛されることが必要です。それからどのように整備するかでしょう。」と言い、河村市長の逆

鱗に触れて記者クラブから出された事もあり、経済紙らしく観光ネタとして木造天守を捉えていたので

すが、東京の文化庁への取材をしており、２０１８年９月２０日「漂流」と題し、一般紙を出し抜きまし

た。 

  

２０１８年１０月の日経新聞の「漂流」以降、全国紙は名古屋城天守の木造化の扱いは小さくなりまし

た。２０１９年４月に河村市長が文化庁を訪ねるのですが、もう、河村市長の写真もありません。  

 

中日新聞だけは、河村市長のヨイショ記事を今も書きますが、明かに河村市長に不利なことは、このよう

に小さな記事です。 

図 99 
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このところは、代々の名古屋市長に仕える役人と同じで、中日新聞の変わ

り身の良さです。次の市長にも備えないといけません。 

 

名古屋の８０％の新聞頒布をする中日新聞は、我が愛する中日ドラゴン

ズの社主だけでなく、小学校の運動会のテントから盆踊りの提灯まで、私

の人生に深く関わっています。 

 

名古屋市のテレビ塔会社にも、愛知県のジブリパークにも中日新聞は資

本と経営に参加しています。名古屋「文化」は、中日新聞社だという顔を

しています。でも、本当にそうなのでしょうか。  

 

名古屋城の５００円で入るところは、中日新聞が春、夏、冬休みのイベントを５０年請けています。赤字

は税金で補てんされるので、こんなおいしいショバはありません。３社の広告代理店がもちまわりで、名

古屋市の広告の下請けをしています。 

野外オペラはテレビ愛知です。金シャチ横丁、本丸御殿の運営も広告代理店がしています。学芸員はどこ

にもいません。河村市長の言う「賑わいだ！」は、名古屋市民でなくイベント屋が作るものなのです。 

今回の「天守は木造がエエゾ」でも、会場設営からビラに、人材と、大金を彼らは観光文化交流局から得

ています。名古屋市ＨＰでは、入札行為をし、不調につき随意契約となる事がごく普通なのです。誰もそ

れに文句つけることなく、自分の順番をまっています。 

 

中日新聞は御多分に漏れず、若者をネットにとられて新聞は売れません。この際「文化」の名の元、新た

な事業を模索しているのでしょうか。しかし、木造天守が新たな儲け頭になるとは私には思えません。観

光であるなら、バス会社に宿泊業ですが、そこまでは業務を広げてはいません。規模を小さくしてもジャ

ーナリズムの本質「真実の解明」を保持しないと中日新聞だけでなく新聞業態は遠からず滅びましょう。 

 

●まとめ 

名古屋市民は、今どう思っているのか？天守木造化が始まった５年前と変わらないと私は思います。 

河村市長が「文化庁はコンクリート天守を認めない。」と言うから市民は「いずれは木造天守」であり、

文化庁がキチンと新たな＜史跡の上に建てて良い建造物基準＞の説明をすれば、「なんだ、そうか。今の

天守は文化財か。空襲の記憶を忘れてはイカン。それを壊しての木造天守５００億円はもったいないな。」

「なに！木造天守は危険だから建てられない？竹中工務店が手をあげたのだから木造天守は出来ると思

っていたが、燃えちゃ、そりゃ危険だわ。スプリンクラーがあってもダメなのか。」ぐらいの事でしょう。 

 

たった、５行で済ませられることに、随分と紙面を使いました。これは、５年前に文化庁が名古屋市長相

手に「史実に忠実な復元を期待する」と言った事による顛末記です。文化庁は混乱の責任を取り、名古屋

市民に新たな＜史跡の上に建てて良い建造物基準＞を直接説明する義務があると思っています。 

最後までおつきあい、ありがとうございました。 
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